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第１ 監査の概要  

 

１．外部監査の種類 

地方自治法第 252 条の 37 第 1 項の規定に基づく包括外部監査 

 

２．特定の事件（テーマ） 

（１）選定した特定の事件 

ごみ処理事業の事務の執行について 

 

（２）事件を選定した理由 

ごみ処理事業は、従来、「生活環境の保全」と「公衆衛生の向上」が主たる

目的であったが、それが時代とともに変化し、今では、「天然資源の消費抑制」

や「環境への負荷低減」にも重点が置かれるようになってきた。 

各自治体は、厳しい経済状況のもと、経費を抑えながら、ごみを適正に処

理するとともに、これらの多様化した目標を同時に達成していかなければな

らない。ごみ処理事業を実施するにあたり、行政には、総合的な取り組みと

総合的な管理が求められている。こうした環境下において、静岡市では、平

成 22 年３月に「静岡市一般廃棄物処理基本計画」を策定し、循環型社会の形

成に向けて、ごみ処理事業に取り組んでいるところである。 

ごみ処理事業の監査は、平成 16 年度の包括外部監査において実施されてい

るが、すでに 10 年近くが経過している。静岡市では、平成 16 年３月に沼上

灰溶融炉の導入（総事業費 63 億円）、平成 22 年３月に西ケ谷清掃工場へガス

化溶融炉の導入（同 180 億円）、そして平成 23 年５月には、沼上資源循環セ

ンターの建設（同 39 億円）と、大型の設備投資を次々と行ってきた。この 10

年間で、静岡市のごみ処理事業を取り巻く環境は大きく変化している。また、

来年度（平成 26 年度）は、一般廃棄物処理基本計画の中間目標年度であり、

見直しが行われる年でもある。 

見直しが行われる前の段階で、あらためて外部監査を実施することにより、

市のごみ処理事業の現状を把握するとともに、問題点や課題を見出し、改善

案を提示することは、市民にとっても有意義なことであると考え、テーマ（特

定の事件）を選定した。 

 

  



 

- 2 - 

 

３．監査の対象 

（１）監査の対象とした部局等 

〇環境局廃棄物対策部 

・廃棄物政策課 

・収集業務課 

・廃棄物処理課 

 

（２）監査対象期間 

原則として平成 24 年度 

ただし、必要に応じて、他の年度も監査対象としている。 

 
 

４．監査の方法 

（１）監査の視点 

監査上の主な視点は、次のとおりである。 
 

① ごみ処理事業の事務の執行が、関連する法令及び条例・規則等にしたが

い、適正に処理されているか 

② ごみ処理事業の事務の執行が、いわゆる３Ｅ（経済性・効率性・有効性）

の観点から、適正に実施されているか 

 

（２）主な監査手続 

主な監査手続として、関連書類一式の閲覧、関連規則等との照合、担当

部署に対するヒアリング、調査・分析、清掃工場等の現場視察などを実施

している。 

 
 

５．監査実施期間 

平成 25 年 6 月 20 日から平成 26 年 3 月 31 日まで 
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６．監査実施者 

（１）包括外部監査人 

公認会計士         内山 昌美 

 

（２）補助者 

公認会計士         勝又 康博 

公認会計士         村本 大輔 

公認会計士         篠原 可奈 

公認会計士         仁佐 暢芳 

 
 

７．利害関係 

監査の対象とした事件につき、地方自治法第 252 条の 29 の規定により記載

すべき利害関係はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

報告書中、表の中の金額は単位未満を四捨五入して表示している。 

したがって、内訳の集計値と合計値とが一致しない場合がある。 

 

 

＜参考文献＞ 

・「新版 ごみ読本」（廃棄物学会編 中央法規） 

・「ごみ収集 理論と実践」（田中勝・大野正人編 丸善） 
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第２ 監査対象の概要  

 

１．廃棄物処理法の概要 

（１）廃棄物処理法の目的 

廃棄物の処理については、廃棄物処理法（廃棄物の処理及び清掃に関する法

律）にルールが定められている。廃棄物処理法では、その目的を「廃棄物の排

出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、運搬、再生、処分等の処

理をし、並びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境の保全及び公衆衛

生の向上を図ること」（第１条）としている。 

 

（２）廃棄物の定義 

 廃棄物処理法では、廃棄物について、次のように定義している（第２条）。 

「廃棄物」とは、「ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃

アルカリ、動物の死体その他の汚物又は不要物であつて、固形状又は液状のも

の（放射性物質及びこれによつて汚染された物を除く。）」としている。 

また、廃棄物を「一般廃棄物」と「産業廃棄物」に大別し、「一般廃棄物」は

「産業廃棄物以外の廃棄物」、「産業廃棄物」は「事業活動に伴つて生じた廃棄

物のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類その他

政令で定める廃棄物」等と定義づけている。 

 

（３）市町村の責務 

 廃棄物処理法では、市町村の責務について、次のように定めている。 

「市町村は、その区域内における一般廃棄物の減量に関し住民の自主的な活

動の促進を図り、及び一般廃棄物の適正な処理に必要な措置を講ずるよう努め

るとともに、一般廃棄物の処理に関する事業の実施に当たつては、職員の資質

の向上、施設の整備及び作業方法の改善を図る等その能率的な運営に努めなけ

ればならない。」（第４条第１項）。また、同条第４項では、市町村は、「廃棄物

の排出を抑制し、及びその適正な処理を確保するため、これらに関する国民及

び事業者の意識の啓発を図るよう努めなければならない。」と規定している。 
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２．一般廃棄物処理計画 

（１）廃棄物処理法の規定 

廃棄物処理法では、「市町村は、当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理に関

する計画（以下「一般廃棄物処理計画」という。）を定めなければならない。」

とし（第６条第１項）、市町村に一般廃棄物処理計画の作成を義務づけている。 

そして、「市町村は、一般廃棄物処理計画に従って、その区域内における一般

廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに収集し、これを運搬し、及び

処分しなければならない。」と定めている（第６条の２第１項）。 

 

（２）静岡市一般廃棄物処理基本計画の概要 

「清掃事業概要（平成 24 年度）」（静岡市環境局廃棄物対策部）には、「静岡

市一般廃棄物処理基本計画の概要」として、次のとおり、記載されている。 
 

静岡市では、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条に基づき、「静岡

市一般廃棄物処理基本計画」を策定している。 

この計画は、本市の廃棄物行政において根幹を成す計画であり、平成 17 

年度に策定した計画が５年を経過したこと、将来人口の大幅な減少が見込ま

れること、「低炭素社会」「自然共生社会」「循環型社会」の３つの持続可能

な社会の実現に向けた統合的な取り組みを推進することが求められるよう

になったことなどの社会変動から、平成 22 年３月に、平成 31 年度を目標

年度とした計画に改定した。 
 

（１）基本理念など 

廃棄物の発生抑制を最重要視し、市民・事業者・市が協働して、「そ

もそもごみとなるものをもらわない・断る、作らない」ことに取り組み、

環境共生都市しずおかの実現を目指す。 
 

（２）目標 

○ 平成 31 年度までに、一人１日あたりのごみ総排出量を 1,000g に削

減 
 

（３）主な施策 

○ 市民、事業者、市の協働による４Ｒの推進 

○ 家庭ごみの減量化・資源化のさらなる推進 

○ 事業系ごみの減量化・資源化、適正処理の徹底   など 
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３．静岡市の事業体制 

（１）環境局廃棄物対策部の概要 

 ① 組織図 

      （平成 24年４月１日現在）  

 廃棄物対策部  325 人 （部長含む） 部長 1 人  

         

  
 

廃棄物政策課 28 人  課長 1 人  
 

      参事 2 人  

      総務担当 5 人  

      一般廃棄物担当 7 人  

      ごみ減量・リサイクル推進担当 8 人  

      清掃施設建設室 5 人  

         

  
 

産業廃棄物対策課 12 人  参与兼課長 1 人  
 

      管理担当 5 人  

      指導担当 6 人  

         

  
 

収集業務課 190 人  参与兼課長 1 人  
 

      参事 2 人  

      管理担当 9 人  

      排出指導担当 6 人  

      西ケ谷収集センター 57 人  

      沼上収集センター 82 人  

      清水収集センター 33 人  

         

  
 

廃棄物処理課 94 人  課長 1 人  
 

      参事 1 人  

      管理担当 6 人  

      施設整備担当 8 人  

      施設保全担当 3 人  

      西ケ谷清掃工場 17 人  

      沼上清掃工場 32 人  

      清水ごみ受付センター 12 人  

      静岡衛生センター 7 人  

  ※兼務は上位の職に算入  清水衛生センター 7 人  
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② 事務分掌 

〇廃棄物政策課 

１）一般廃棄物処理の基本計画に関すること。 

２）一般廃棄物の処理に係る相談に関すること。 

３）一般廃棄物の減量化及びリサイクル施策に関すること（収集業務課の所管

に属するものを除く。）。 

４）廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）に基づく一

般廃棄物に係る許認可及び指導監督に関すること。 

５）浄化槽法（昭和 58 年法律第 43 号）に基づく許可、登録及び指導監督に関

すること。 

６）浄化槽及びし尿くみ取りの届出及び指導に関すること。 

７）一般廃棄物処理施設の建設及び整備に関すること。 

８）環境美化思想の普及及び高揚に関すること。 

９）清掃対策審議会に関すること。 

10）財団法人静岡市清掃公社との連絡調整に関すること。 

11）所管に係る事務についての区役所まちづくり振興課との総合調整に関する

こと。 

12）部の庶務に関すること。 

 

〇収集業務課 

１）一般廃棄物（し尿を除く。２）において同じ。）の収集・運搬の作業計画及

び実施に関すること。 

２）一般廃棄物の排出指導に関すること。 

３）清掃車両の整備計画及び維持管理に関すること。 

４）収集センターの維持管理に関すること。 

 

〇廃棄物処理課 

１）廃棄物の焼却等の処理に関すること。 

２）廃棄物処理施設の維持管理に関すること。 

 

 

（注）事務分掌は、平成 24 年４月１日現在のものである。 

なお、産業廃棄物対策課については、監査対象としていないため、ここ

では、記載を省略している。 
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（２）施設の概要 

（「平成 24 年度静岡市一般廃棄物処理実施計画」（平成 24 年３月）より） 

① 収集センター 

 
西ケ谷収集センター 沼上収集センター 清水収集センター 

所在地 葵区西ケ谷 557 番地の１ 葵区薬師 14 番地の２ 清水区八坂町2102番地の１ 

保有車両    

パッカー車 21 台 28 台 13 台 

その他車両  7 台  7 台  6 台 

合計 28 台 35 台 19 台 

 

② 中間処理施設 

１）焼却施設・溶融施設 

 
西ケ谷清掃工場 沼上清掃工場 

施設 溶融施設 焼却施設 灰溶融施設 

所在地 葵区西ケ谷 553 番地 葵区南沼上 1224 番地 

処理能力 500ｔ/日（250ｔ×２炉） 600ｔ/日（200ｔ×３炉） 120ｔ/日（60ｔ×２炉） 

方式 直接溶融方式 連続燃焼式機械炉 電気式プラズマ溶融炉 

 

２）不燃・粗大ごみ処理施設 

 
沼上資源循環センター 

施設 不燃・粗大ごみ資源化施設 

所在地 葵区南沼上 1224 番地 

処理 破砕・選別 

処理能力 100ｔ/５時間 

 

３）資源ごみ処理施設 

 
沼上資源循環センター 

静岡リサイクル事業協同組合 
施設 ペットボトル資源化施設 スラグ資源化施設 

所在地 葵区南沼上 1217 番地の１ 葵区富厚里 1859 番地の１ 

処理品目 ペットボトル 溶融スラグ びん 缶 

処理 選別・圧縮・梱包 磨砕・粒度調整 選別・破砕 選別・圧縮・破砕 

処理能力 ５ｔ/５時間 55ｔ/５時間 ８ｔ/１時間 ８ｔ/１時間 
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③ 最終処分施設 

 
沼上最終処分場 清水貝島最終処分場 由比最終処分場（注） 

所在地 葵区北沼上 387 番地の１ 清水区三保字貝島地先 清水区由比東山寺 183 番地 

埋立面積 36,000 ㎡ 19,760 ㎡ 6,050 ㎡ 

埋立容量 750,000 ㎥ 246,000 ㎥ 42,200 ㎥ 

残余容量 169,437 ㎥ 16,716 ㎥ 23,010 ㎥ 

埋立方法 セル方式 片押し方式 セル方式 

残余容量には、最終覆土等を含んでいる。 

（注）平成 20 年 11 月の庵原郡環境衛生組合の解散により引き継いだ処分場であり、焼却灰の受

け入れは行っていない。 

 
 

（３）当初予算の推移 

年度 
一般会計 

（千円） 

清掃費 

（千円） 

一般会計に 

占める割合 

1 人当たり 

清掃費 

１世帯当たり 

清掃費 

15 252,000,000 10,926,797 4.3％ 15,537 円 41,241 円 

16 245,900,000 8,215,745 3.3％ 11,684 円 30,682 円 

17 244,600,000 9,084,327 3.7％ 12,946 円 33,630 円 

18 256,360,000 8,968,666 3.5％ 12,573 円 32,349 円 

19 267,900,000 11,276,019 4.2％ 15,840 円 40,280 円 

20 278,900,000 16,433,714 5.9％ 23,118 円 58,161 円 

21 282,000,000 16,073,616 5.7％ 22,367 円 55,784 円 

22 266,700,000 10,329,991 3.9％ 14,396 円 35,511 円 

23 276,200,000 8,278,220 3.0％ 11,568 円 28,226 円 

24 278,600,000 8,376,520 3.0％ 11,738 円 28,354 円 

25 266,400,000 8,125,315 3.1％ 11,423 円 27,253 円 

※ 「清掃事業概要」より。なお、清掃費には、し尿処理費も含まれている。 

   平成15年度は沼上清掃工場灰溶融施設建設費を、19～21年度は西ケ谷清掃工場建設費、

資源循環センター建設費を含む。 
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第３ 監査の結果  

Ａ．ごみ処理事業の概要 

１．“ごみ”とは 

 〇廃棄物の区分 

            

    一般廃棄物   ごみ   家庭ごみ 
         

    
市に最終処理責任 

  
 

 
  

市が収集 
 

    
 

   
    事業系ごみ  

 廃棄物   
 

 
  

  
  

          事業者が搬入 

 
 

 
  

  
   

    

   
  

  
  し尿 

生活雑排水 

    

 
 

 
  

  
  

    

            

   
  

産業廃棄物        

   
  

       

    排出事業者に処理責任     

            
 

「第２監査対象の概要」にも記載したとおり、廃棄物は、一般廃棄物と産業

廃棄物に区分されている。産業廃棄物は法令に規定された 20 種類の廃棄物をい

い、一般廃棄物は、産業廃棄物以外の廃棄物と定義されている。原則として、

一般廃棄物については、市に最終的な処理責任があり、産業廃棄物については、

排出業者自身に処理責任がある。 

 市町村が処理する一般廃棄物には、し尿や生活雑排水といった液状廃棄物も

含まれている。この「し尿等」を除いた一般廃棄物が「ごみ」である。 

ごみには、一般家庭の日常生活から発生する「家庭ごみ」と、事業者の事業

活動から発生する「事業系ごみ」に分けられる。「家庭ごみ」は、市が収集する

責任を負っているが、「事業系ごみ」は事業者自身が料金を負担して、処分場へ

の搬入などが行われている。 

本報告書で監査の対象としているのは、「ごみ」である。 
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２．“ごみ処理”とは 

【ごみ処理の業務フロー】 
 

      ごみ処理     

   
  

 

 

 

 
  

 

 ごみの排出 
  

  
収集運搬 中間処理 最終処分 

  
 

 
  

 

      
焼却・溶融 → 埋立 

  

   
  

  
資源化 

  
  

 
   

              
 

            

 

市の実施している“ごみ処理”は、「収集運搬業務」、「中間処理業務」、「最終

処分業務」の流れで業務が行われている。 

 

〇収集運搬業務 

家庭から出されたごみは、あらかじめ決められた曜日に、市（または委託先）

が収集し、清掃工場まで運搬している。 

 

〇中間処理業務 

市（または委託先）が収集したごみは、埋め立て・投棄する前に、焼却、溶

融、破砕などの処理が行われる。これを中間処理という。市は、収集した可燃

ごみを燃やしたり、不燃ごみを破砕したりすることにより、生ごみを衛生的に

処理し、最終的に処分する量を大幅に減らすことに努めている。また、中間処

理には、資源ごみの中から、鉄やアルミなど、資源として再利用できるものを

選別・回収する機能もある。 

 

〇最終処分業務 

このように、市が収集運搬したごみは、焼却などの中間処理を経て、最終的

に残った飛灰等の残渣が、埋立処分されることになる。この埋立処分を行うの

が、最終処分業務であり、埋立処分を行う施設は、最終処分場と呼ばれる。 
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３．ごみ処理の実績 

【静岡市のごみ処理実績（平成 24 年度）】    
 

 

 
   

（単位：トン） 
 

 ごみ総排出量 

271,157（100％） 

 

  
   

    
資源化量 

47,374（17.5％） 
 

 
   

 
  

   
    

      
 

  集団回収                     集団回収   
 

 
 

19,936 
 

 
  

   
    

  19,936   
 

 
   

 
  

   
    

  
 

  
 

 
 
資源回収 

 
 

 
              資源回収   

 

 
 

7,892 
 

       
    

  7,892   
 

 
   

   
 

   
    

  
 

  
 

 
 
不燃・粗大ごみ 

 
   鉄分・乾電池    

  
     鉄分・乾電池   

 

 
 

16,200 
 

   4,282         
 

  4,282   
 

 
   

   
 

   
 

   
 

  
 

  
 

 
 

 
 

   可燃物    
 

  資源化     スラグ等   
 

 
   

   11,918    
  

15,264 
 

  15,264   
 

 
   

   
 

   
    

      
 

 
   

 

  

   
    

 

減量化量 

209,366（77.2％） 
 

                  

 
 
可燃ごみ 

 
   

 

  焼却処理 
  

減量化 
  

減量化 
  

 
 

225,410 
 

   
 

  237,328 
  

209,366 
 

 209,366  
 

                  

 
   

 

  

   
    

 

埋立処分量 

14,417（5.3％） 
 

 
   

   
 

   
    

      
 

 
   

   
 

   
  

焼却残渣     焼却残渣   
 

 
   

   
 

   
 

  12,698 
 

   12,698   
 

 
 
直接搬入 

 
   

 
   

 
  

  
  

 
  

 

  最終処分場 
 

              直接搬入   
 

 
 

1,719 
 

          
 

     1,719   
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平成 24年度の静岡市のごみ総排出量は 271,157 トンであり、これらのごみは、

最終的には、焼却等により減量化した量が 209,366 トン（77.2％）、資源化量が

47,374 トン（17.5％）、埋立処分量が 14,417 トン（5.3％）となっている。 

つまり、ごみのうち、大半のものは焼却処理（溶融も含む）され、最終的に

は、滅失（気化）しているということである。 

 

 

４．ごみ処理事業費 

平成 24 年度におけるごみ処理事業費の内訳は、次ページのとおりである。 
 

〇支出関係 

ごみ処理事業費の総額は、平成 24 年度で 7,045 百万円となっている。主な内

訳は、人件費、委託費、需用費であり、この３つで事業費の 98％を占めている。 

人件費については、直営による収集運搬業務（収集センター合計）で 1,388

百万円と特に多く発生している。 

また、委託費については、あらゆる業務で発生しているが、特に多いのが、

収集運搬業務（収集業務課）1,021 百万円、清掃工場での中間処理業務 1,529 百

万円（西ケ谷と沼上の合計）、資源部門 434 百万円である。 

需用費については、消耗品費と修繕費が主な内訳となっており、消耗品費は

西ケ谷清掃工場で 400 百万円、修繕費は沼上清掃工場で 426 百万円と多額に発

生している。 

 

〇収入関係 

収入関係では、清掃工場における廃棄物処理手数料が７億円超、また、電力

売却収入が５億円超と多額に発生している。 
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〇ごみ処理事業費の内訳（平成 24 年度） 

（単位：千円） 

  

収集運搬 中間処理 
最終 

処分 

資源 

部門 

管理 

部門 
合計 収集 

業務課 

収集センター 
計 

廃棄物 

処理課 

清掃工場 清水 

受付 
計 

西ケ谷 沼上 清水 西ケ谷 沼上 

支出 事業費 人件費 116,860 459,683 655,547 273,067 1,505,157 81,579 107,613 219,160 77,613 485,965 19,163 - 202,638 2,212,923 

    委託費 1,021,540 4,788 6,092 3,336 1,035,756 40,089 314,473 1,214,535 32,434 1,601,531 93,277 434,903 25,066 3,190,533 

    需用費 19,796 21,720 35,367 16,658 93,541 1,517 493,966 773,356 3,402 1,272,241 105,746 2,957 3,608 1,478,093 

    ‐消耗品費 10,867 1,353 1,654 1,033 14,907 677 400,897 187,672 934 590,180 12,900 2,957 2,573 623,517 

    ‐修繕費 192 9,386 15,716 7,903 33,197 199 22,697 426,384 591 449,871 83,573 - 43 566,684 

    ‐その他 8,737 10,981 17,997 7,722 45,437 641 70,372 159,300 1,877 232,190 9,273 - 992 287,892 

    その他 28,310 458 412 544 29,724 12,975 1,311 1,169 1,675 17,130 3,734 - 112,974 163,564 

    計 1,186,506 486,649 697,418 293,605 2,664,178 136,160 917,363 2,208,220 115,124 3,376,867 221,920 437,860 344,286 7,045,113 

収入 手数料収入  -   -   -   -  149,683  -  364,301 345,147  -  709,448 5,212   -   -  864,343 

  売却電力収入  -   -   -   -   -   -  359,797 189,214  -  549,011  -   -   -  549,011 

  金属類売却収入  -   -   -   -   -   -  5,599 7,996 4,242 17,837  -   -   -  17,837 

  スラグ等売却収入  -   -   -   -   -   -  921 14,869  -  15,790  -   -   -  15,790 

 

（注）金額は「平成 24年度 廃棄物処理原価 計算表」より。 

廃棄物処理課の金額は、し尿処理部門への配賦額を控除（物件費は「その他」から控除）した後の金額である。 

手数料収入のうち、清掃総務手数料は、全額「収集運搬 計」の欄に記載している。 
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５．ごみ処理事業費の推移 

（１）ごみ処理事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：「廃棄物処理原価 計算表」）  

   

 

 

ごみ処理事業費の金額は、平成 15 年度の 6,419 百万円から増加し、22 年度

には 7,401 百万円となったが、その後は減少し始め、24 年度には 7,045 百万

円となっている。ただし、15 年度と比べると、626 百万円（約 10％）増加し

ている水準にある。 

事業費の内訳を見ると、収集運搬業務と中間処理業務で全体の 85％～90％

を占めている。収集運搬コストについては、特に大きな変動はないが、中間処

理業務、その他業務（最終処分業務、資源部門、管理部門）の金額は、やや増

加している。 
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（２）収集運搬 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：「廃棄物処理原価 計算表」）  

   

 

 

収集運搬業務のコストについては、全般的に特に大きな変動はなく、25 億

円台から 27 億円台で推移している。 

内訳を見ると、人件費が減少し、委託費が増加する傾向にある。これは、収

集運搬業務の主体が、直営から委託へシフトしていることによるものである。

しかし、人件費と委託費とを合計した額は、25 億円前後で推移しており、金

額の大きな減少は見られない。つまり、収集運搬業務については、人件費の減

少分が、委託費の増加に吸収されており、委託化によるコストダウン効果は特

に出ていないと考えられる。 
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（３）中間処理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：「廃棄物処理原価 計算表」）  

   

 

 

中間処理業務のコストは、平成 15 年度には 2,994 百万円であったが、20 年

度には 3,733 百万円まで増加している。ただし、そこをピークに減少し始め、

24 年度は 3,376 百万円となっている。 

内訳を見ると、人件費等が減少し、委託費と需用費が増加している。 

委託費のうち、主なものは、中間処理施設の運転業務であり、設備投資が行

われると、これが固定費として大きく増加することになる。また、需用費の主

な内訳は、消耗品費、燃料費、修繕費である。特に西ケ谷清掃工場での薬品（コ

ークス）の使用に伴い、消耗品費が増えている。 
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Ｂ．監査結果 

 

監査の結果は、監査人の判断により、次の２つに分類している。 
 

「指摘事項」 …  事務の執行について、措置を講ずる必要がある事項 

「 意  見 」 … 事務の執行について、参考にしていただきたい事項 

 

 

Ⅰ．収集運搬業務 

【概要】 

〇家庭ごみの収集形態（平成 24 年度） 

ごみの種類 収集回数 方式 区分 処理主体 
葵 

駿河 
清水 

① ② ① ② ③ 

可燃ごみ 週２回 集積所 

直営 静岡市 〇   
 

〇     

委託 

㈶静岡市清掃公社 〇   〇       

㈱静岡シティクリーン 〇  〇         

静岡一般廃棄物処理業㈿ 〇   
 

      

清水一般廃棄物処理業㈿ 〇     
 

    

清水廃棄物事業㈲       〇 〇   

㈲物流ネット       〇 〇 〇 

不燃・粗大ごみ 月１回 
戸別収集 直営 静岡市 〇   〇 〇 〇 〇 

集積所 委託 ㈱静岡シティクリーン   〇         

資
源
ご
み 

びん 月１回 集積所 

委託 

静岡リサイクル事業㈿ 〇 〇 〇       

清水ビン収集組合       〇 〇 〇 

缶 月１回 集積所 
静岡リサイクル事業㈿ 〇 〇 〇       

㈳清水資源リサイクル協会       〇 〇 〇 

ペット 

ボトル 

週３回 拠点 静岡リサイクル事業㈿ 〇 *1 〇       

月１回 集積所 ㈳清水資源リサイクル協会       〇 *2 〇 

古紙類 

隔月１回 

集積所 

㈲半田商店 〇 *3 〇       

月１回 
㈳清水資源リサイクル協会       〇 *4 *4 

資源リサイクルネットワーク       〇     

紙パック 週１回 拠点 清水廃棄物事業㈲       〇     

トレイ 
週１回 

拠点 
清水廃棄物事業㈲       〇     

週２回 安藤紙業㈱         〇   
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葵区①は安倍６地区を除く葵区、葵区②は安倍６地区、清水区①は蒲原・由比地区を除く清水区、清水

区②は蒲原地区、清水区③は由比地区。 

＊1：安倍６地区については２ヶ月に１回。 

＊2：蒲原地区については６月～９月は週３回、それ以外の月は週２回。 

＊3：安倍６地区については拠点回収。 

＊4：蒲原・由比地区については、すべて集団回収。 

 

 静岡市では、家庭ごみ収集の委託化が進んでおり、直営による収集は、可燃

ごみの一部と山間地域を除いた不燃・粗大ごみのみの収集となっている。 

 また、地域によって、収集方法が異なるという特徴も見られる。これについ

ては、「平成 24 年度静岡市一般廃棄物処理実施計画（平成 24 年３月）」に次の

記載がある。 
 

基本施策２ 家庭ごみの減量化・資源化 

（４）施策４ ごみ収集方法等の一元化の検討 

市：清掃対策審議会など市民意見を徴収しながら、地域で一部異なるごみの

収集方法等の一元化の検討を進めます。 

収集方法等一元化の検討 市民意見の聴取・周知 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 財団法人静岡市清掃公社は、平成 25 年４月１日より、一般財団法人静岡市

環境公社に名称変更されている。 

この報告書は、原則として、平成 24 年度を監査対象としているため、「清

掃公社」の名称を使用している箇所がある。また、本文中で「公社」とのみ

記載している箇所もあるが、すべて、現在の「静岡市環境公社」のことであ

る。 
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１．家庭ごみ収集運搬業務（葵区・駿河区） 

【概要】 

葵区・駿河区の家庭ごみ収集運搬業務は、直営等による一部の収集地域を除

き、財団法人静岡市清掃公社に委託されている。静岡市清掃公社は、静岡市の

外郭団体であり、この委託契約は、単独随意契約によるものである。 

単独随意契約の理由は、以下のとおりである。 

 

見積参加者が１者である理由 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第４条に基づき、89,500 世帯

余に及ぶ地域の家庭ごみの収集運搬業務を、十分な経験を有し、常に適正

に遂行できる施設・車両・要員を擁し、さらに排出物の適切な指導業務を

確実に遂行できるのは、標記業者以外にないため。 

 

また、過去５年の契約状況は、次のとおりである。 

 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

委託業者 財団法人静岡市清掃公社 

契約種別 単独随契 単独随契 単独随契 単独随契 単独随契 

委 託 料 453,600,000 円 447,300,000 円 444,150,000 円 433,125,000円 431,025,000 円 

落 札 率 99.89% 99.58% 99.55% 99.95% 99.25% 

 

過去５年間において、委託料は、年々減少しているが、落札率は常に 99％超

となっていることがわかる。 

また、委託料の積算について、市の業務マニュアルでは、以下ように定めら

れている。 

 

競争入札業務については、財政部契約課作成の「積算標準」に基づき積算

する（ただし、仮設建物賃借契約、電算業務、物品等の賃借契約の場合を除

く。）。 

その他（随意契約業務）については、類似業務や実績等を参考にするか、

参考見積書を基に、設計書、積算書、内訳書等を作成し、一件書類に綴じる。 
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（１）車両関連コストの積算について 

【現状】 

市の積算は、直営で収集業務を行う場合に必要となる経費を積み上げて、算

定されている。 

葵区・駿河区の家庭ごみ収集運搬業務の委託については、市の車両コスト（車

両損料・管理費）の積算価格は、１台当たり 2,090,627 円であり、その内訳は

次のとおりである。 

 

項目 
①１台当たり 

積算価格 
 

車両損料 1,352,862 円 （※） 

車検代 312,000 円  

自賠責保険 18,720 円  

任意保険（人） 16,270 円  

任意保険（物） 15,440 円  

自動車重量税 40,000 円  

自動車税 16,000 円  

洗車汚泥処理 73,080 円  

一般修繕費 193,000 円  

消耗機材費 53,255 円  

合 計 2,090,627 円  

（※）１台当たりの車両損料 

購入価格 8,600,000 円/1 台 ÷ 耐用年数 7年 ÷ 257 日/年 × 283 日 

 ＝ 1,352,862 円 

 

委託料の積算額は、総額で 54,356,302 円（＝2,090,627 円×26 台）となって

いる。公社の落札率は 99.25％であるから、市が公社に支払った車両関連の金額

は、おおむね 53,948,630 円（＝54,356,302 円×99.25％）となる。 

 

一方、公社では、車両はすべてリースにより調達しており、平成 24 年度のリ

ース料の支払総額は、31,542,800 円（税抜）であった。 

 公社のリース車両の内訳は、次のとおりである。 
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号

車 

積載量 

（㎏） 

取得 

年月 
リース期間 

リース 

月数 

使用 

月数 

リース総額 

税抜（円） 

支払リース料 

税抜（円） 

1 100 2,000 H23/4 H23/5/1～H28/4/30 60 12 3,450,000 690,000 

2 101 2,950 H23/3 H23/4/1～H28/3/31 60 12 6,876,000 1,375,200 

3 102 2,950 H23/3 H23/4/1～H28/3/31 60 12 6,876,000 1,375,200 

4 103 2,950 H23/3 H23/4/1～H28/3/31 60 12 6,876,000 1,375,200 

5 104 2,950 H23/3 H23/4/1～H28/3/31 60 12 6,876,000 1,375,200 

6 107 2,150 H17/3 H24/4/1～H25/3/31 12 12 912,000 912,000 

7 109 2,950 H23/3 H23/4/1～H28/3/31 60 12 6,876,000 1,375,200 

8 110 2,950 H23/4 H23/5/1～H28/4/30 60 12 6,876,000 1,375,200 

9 111 2,150 H24/2 H24/2/1～H29/1/31 60 12 6,720,000 1,344,000 

10 113 2,750 H20/1 H20/2/1～H25/1/31 60 10 5,250,000 875,000 

    3,050 H25/1 H25/2/1～H26/1/31 12 2 1,207,200 201,200 

11 114 2,750 H20/1 H20/2/1～H25/1/31 60 10 5,250,000 875,000 

    3,050 H25/1 H25/2/1～H26/1/31 12 2 1,207,200 201,200 

12 115 2,750 H20/3 H20/4/1～H25/3/31 60 12 5,250,000 1,050,000 

13 116 2,750 H20/3 H20/4/1～H25/3/31 60 12 5,250,000 1,050,000 

14 117 2,750 H20/3 H20/4/1～H25/3/31 60 12 5,250,000 1,050,000 

15 118 2,750 H20/3 H20/4/1～H25/3/31 60 12 5,250,000 1,050,000 

16 119 2,750 H20/3 H20/4/1～H25/3/31 60 12 5,250,000 1,050,000 

17 120 2,750 H20/3 H20/4/1～H25/3/31 60 12 5,250,000 1,050,000 

18 121 2,750 H20/3 H20/4/1～H25/3/31 60 12 5,250,000 1,050,000 

19 122 2,750 H21/1 H21/2/1～H26/1/31 60 12 5,916,000 1,183,200 

20 123 2,650 H21/11 H21/12/1～H26/11/30 60 12 6,900,000 1,380,000 

21 124 2,650 H21/11 H21/12/1～H26/11/30 60 12 6,900,000 1,380,000 

22 125 2,650 H21/11 H21/12/1～H26/11/30 60 12 6,900,000 1,380,000 

23 126 2,650 H22/3 H22/4/1～H27/3/31 60 12 6,900,000 1,380,000 

24 127 2,650 H22/3 H22/4/1～H27/3/31 60 12 6,900,000 1,380,000 

25 128 2,650 H22/3 H22/4/1～H27/3/31 60 12 6,900,000 1,380,000 

26 129 2,650 H22/10 H22/11/1～H27/10/31 60 12 6,900,000 1,380,000 

                31,542,800 

 

公社のリース契約上、車検費用、自賠責保険、重量税、自動車税、使用上の

過失に起因しない修繕費等は、支払リース料に含まれている。そこで、それら

を考慮して、市の支払額と公社の負担額とを比較すると、次のようになる。  
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〇１台当たりの金額 

項目 積算価格 公社の負担額 差額  

車両損料・リース料 1,352,862 円 1,213,185 円 139,677 円 ※１ 

車検代 312,000 円 －円 312,000 円 ※２ 

自賠責保険 18,720 円 －円 18,720 円 ※２ 

任意保険（人） 16,270 円 16,270 円 0 円 ※３ 

任意保険（物） 15,440 円 15,440 円 0 円 ※３ 

自動車重量税 40,000 円 －円 40,000 円 ※２ 

自動車税 16,000 円 －円 16,000 円 ※２ 

洗車汚泥処理 73,080 円 73,080 円 0 円 ※３ 

一般修繕費 193,000 円 －円 193,000 円 ※２ 

消耗機材費 53,255 円 －円 53,255 円 ※２ 

①合 計 2,090,627 円 1,317,975 円 772,652 円  

②落札率 99.25％    

① × ② 2,074,947 円 1,317,975 円 756,972 円  

 

 〇総額（26 台分） 

項目 市の積算価格 公社の負担額 差額  

車両損料・リース料 35,174,412 円 31,542,800 円 3,631,612 円  

車検代 8,112,000 円 －円 8,112,000 円 ※２ 

自賠責保険 486,720 円 －円 486,720 円 ※２ 

任意保険（人） 423,020 円 423,020 円 0 円 ※３ 

任意保険（物） 401,440 円 401,440 円 0 円 ※３ 

自動車重量税 1,040,000 円 －円 1,040,000 円 ※２ 

自動車税 416,000 円 －円 416,000 円 ※２ 

洗車汚泥処理 1,900,080 円 1,900,080 円 0 円 ※３ 

一般修繕費 5,018,000 円 －円 5,018,000 円 ※２ 

消耗機材費 1,384,630 円 －円 1,384,630 円 ※２ 

①合 計 54,356,302 円 34,267,340 円 20,088,962 円  

②落札率 99.25％    

① × ② 53,948,630 円 34,267,340 円 19,681,290 円  

（※１）公社の１台当たりリース料は、リース料総額を 26台で割った数値である。 

（※２）公社の場合は、支払リース料に含まれている。 

（※３）ここでは、公社の負担額は、市の積算額と一致していると仮定している。 
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この試算によると、市の公社への支払額は、公社の負担額に比べて、１年間

で車両１台当たり 756,972 円、総額にして 19,681,290 円多いことがわかる。 

市の積算は、公社の実態と乖離したものになっている。 

 

 

【指摘事項】 

市は、公社に対して委託料を必要以上に支払っている。これは、市が、公社

の実績を十分に把握・分析せず、実態に合わせた積算をしていないことに起因

するものである。 

この委託契約は、過去に業者が変更したことのない、外郭団体との単独随意

契約である。積算価格に対する落札率は、過去５年において、常に 99％超であ

り、市の積算価格とほとんど同額で契約されている。また、市は外郭団体であ

る公社の実績を知りうる立場にもある。実績を知りうる立場にある市が、毎年

必要以上の額を公社に支払い続けていることは、市民にとって納得できるもの

ではないと考えられる。 

地方自治法第２条第 14 項では、「地方公共団体は、その事務を処理するに当

っては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げ

るようにしなければならない。」と定めている。また、地方財政法第４条第１項

では、「地方公共団体の経費は、その目的を達成するための必要且つ最少の限度

をこえて、これを支出してはならない。」と定めている。 

これまで、市が公社に対して支払ってきた金額は、地方自治法の言う「最少

の経費」でもなければ、地方財政法の言う「必要且つ最少の限度」の経費でも

ないと考える。 

市は、法の趣旨に則った業務を行う必要がある。公社の実態を踏まえたうえ

で積算を行い、委託料のコストダウンを図るべきである。 
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（２）水曜日の積算台数について 

【現状】 

① 公社による曜日別の収集実績 

葵区・駿河区の家庭ごみ収集運搬業務について、公社による曜日別の収集実

績等のデータをまとめたものが、次の表である。 

 

曜日 世帯数 人口 
人口 

構成比 

実績収集量

合計（Kg) 
日数 積算台数 

回転数 

（実績） 

年間延べ 

稼働台数 

月・木地区 
月 

34,247 77,230 36.7% 
9,496,570 52 26 4.03 5,454 

木 6,680,060 51 26 4.00 5,300 

火・金地区 
火 

33,018 77,340 36.7% 
9,262,620 51 26 4.00 5,302 

金 7,339,490 52 26 4.02 5,440 

水・土地区 
水 

22,238 56,126 26.6% 
6,352,940 51 26 3.00 3,977 

土 5,021,420 52 26 2.05 2,774 

総計 89,503 210,696 100.0% 44,153,100 309 26 3.52 28,247 

（静岡市資料より監査人集計） 

（人口・世帯数については平成 23 年 12 月 31 日現在の数値） 

 

静岡市では、１つの委託エリアを３つに区分し、それぞれ週２回の収集を行

うように、曜日別に「月・木地区」、「火・金地区」、「水・土地区」の区分が設

定されている。 

上記の表を見ると、各地区ともに、週の最初の収集となる月火水の収集量が

多く、２回目の収集となる木金土の収集量が少なくなっていることがわかる。

これは、月火水の収集は、前回のごみ排出日から中３日間開けての排出、木金

土の収集は、月火水の収集から中２日間開けての排出となることによるもので

ある。 

また、「水・土地区」は、「月・木地区」と「火・金地区」に比べると、人口

構成比が少なくなっている。すなわち、「月・木地区」と「火・金地区」がとも

に 36.7％をカバーしているのに対し、「水・土地区」は 26.6％と規模が小さく、

その分、ごみ収集量も少なくなっている。その結果、ごみ収集車の「年間延べ

稼働台数」は、月火木金が約 5,400 台であるのに対し、「水・土地区」では、水

曜日は 3,977 台、土曜日は 2,774 台と台数が少ない。 
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これについては、土曜日は半日の稼働であり、積算も半日分である。回転数

も平日の半分であり、延べ台数も、土曜日の 2,774 台を約２倍（1.95 倍）した

値が、月火木金の稼働台数 5,400 台となり、特に問題はない。 

一方、水曜日については、この表を見ると、月火木金が４回の搬入を行って

いるのに対し、水曜日は３回の搬入となっており、回転数が１回少なくなって

いることがわかる。 

 

次の表は、平成 24 年３月度の収集実績内訳書から、監査人が集計したもので

ある。 

 

 
実際平均 

回転数 

曜日別１日当たり 

平均収集実績量（ｋｇ） 

1 回 2 回 3 回 4 回 

月・木地区 
月 4.03 45,830 50,170 47,403 44,655 

木 4.00 33,003 36,555 33,775 32,385 

火・金地区 
火 4.00 45,288 46,480 45,918 43,775 

金 4.02 34,618 34,706 34,802 33,298 

水・土地区 
水 3.00 45,720 43,455 33,385 0 

土 2.05 49,926 44,194 0 0 

（3 月度収集実績内訳書等より監査人集計） 

 

ここからも、他の平日の搬入が４回であるのに対して、水曜日の搬入は、３

回で終了していることがわかる。つまり、水曜日においては、車両 26 台×搬入

１回分が、遊休能力となっていることになる。しかし、積算上は、水曜日も、

他の平日と同様に取り扱われている。 
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② 他の委託業者による曜日別の収集実績 

他の委託業者による曜日別のデータは、次のとおりである。 
 

１）葵Ａ（委託業者：㈱静岡シティクリーン） 

曜日 世帯数 人口 
人口 

構成比 

実績収集量

合計（Kg) 
日数 積算台数 実際回転数 

年間延べ 

稼働台数 

月・木地区 
月 

6,784 16,141 33.9% 
1,960,170 52 4 4.59 955 

木 1,387,510 51 4 3.50 715 

火・金地区 
火 

7,073 15,688 33.0% 
2,018,840 51 4 4.61 941 

金 1,624,270 52 4 4.07 846 

水・土地区 
水 

6,114 15,775 33.1% 
1,649,150 51 4 4.03 822 

土 1,286,080 52 4 3.12 648 

総計 19,971 47,604 100.0% 9,926,020 309 4 3.99 4,927 

（静岡市資料より監査人集計） 

（人口・世帯数については平成 23 年 12 月 31 日現在の数値） 

 

葵Ａ地域は、葵・駿河地域と同様に、旧静岡市に属するエリアであり、主た

る搬入工場である西ケ谷清掃工場に比較的近い位置にある。市街地を中心とし

た密集エリアも含まれるが、その規模はパッカー車４台分と小規模である。 

平日については、平均して４回の搬入を実施しているが、遅くとも 15 時 20

分前後に搬入を完了している。また、土曜日についても、工場からの近さを利

用して、平均３回の搬入を 11 時台には完了しており、安定的な搬入回転数で運

営されている。 

曜日別の人口構成比が、「月・木地区」は 33.9％、「火・金地区」は 33.0％、

「水・土地区」は 33.1％と、約３分の１ずつとバランスがとれており、曜日別

のばらつきも比較的目立たない状態となっている。 
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２）清水Ａ（委託業者：㈲物流ネット） 

曜日 世帯数 人口 
人口 

構成比 

実績収集量

合計（Kg) 
日数 積算台数 実際回転数 

年間延べ 

稼働台数 

月・木地区 
月 

13,252 32,610 35.4% 
3,760,130 52 12 2.37 1,478 

木 2,581,520 51 12 1.69 1,037 

火・金地区 
火 

14,897 39,224 42.6% 
3,901,290 51 12 2.50 1,530 

金 3,118,870 52 12 2.06 1,284 

水・土地区 
水 

8,431 20,262 22.0% 
2,199,100 51 7 2.13 761 

土 1,911,880 52 8 1.81 751 

総計 36,580 92,096 100.0% 17,472,790 309 - 2.09 6,841 

 

３）清水Ｂ（委託業者：清水廃棄物事業㈲） 

曜日 世帯数 人口 
人口 

構成比 

実績収集量

合計（Kg) 
日数 積算台数 実際回転数 

年間延べ 

稼働台数 

月・木地区 
月 

14,476 35,276 37.4% 
3,830,140 52 12 1.96 1,224 

木 2,641,100 51 12 1.42 872 

火・金地区 
火 

14,963 38,657 41.0% 
3,906,040 51 12 2.10 1,285 

金 3,088,010 52 12 1.65 1,028 

水・土地区 
水 

8,577 20,360 21.6% 
2,177,260 51 7 1.75 625 

土 1,783,310 52 8 1.55 643 

総計 38,016 94,293 100.0% 17,425,860 309 - 1.74 5,677 

（静岡市資料より監査人集計） 

（人口・世帯数については平成 23 年 12 月 31 日現在の数値） 

 

清水Ａ，Ｂ地域は、旧静岡地区に比べ、ごみ集積所１つ当たりの世帯数が大

きいという特徴がある。集積所１つ当たりの世帯数は、旧静岡地区が 10～20 世

帯であるのに対し、清水地域では 40～50 世帯となっている。また、旧静岡地区

に比べると、搬入工場までの距離が遠いのも、この地区の特徴である。 

そこで、清水Ａ，Ｂ地域では、従来から、委託業者が自ら大型（平均 4,000kg 

クラス）の車両を用意し、回転数が多くならないよう、対応が図られている。 

前記の表を見ると、清水Ａ，Ｂ地域においても、葵・駿河地域と同様、「月・

木地区」と「火・金地区」に比べ、「水・土地区」の人口構成比が少なくなって

いることがわかる。すなわち、清水Ａ地域では、人口構成比が 22.0％、清水Ｂ

地域では 21.6％と、他の曜日に比べ、「水・土地域」の対象規模が小さく設定さ

れている。 
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この設定により、水曜日と土曜日は、ごみの収集量も少なくなることから、

積算上も、車両の必要台数を水曜は７台、土曜は８台と、他の平日の 12 台より

も減少させている。 

 

 

③ 葵・駿河地域と清水Ａ・Ｂ地域との比較 

ここでは、ともに「水・土地区」の人口構成比が低い、葵・駿河地区と清水

Ａ・Ｂ地区だけを比較している。 

 

曜日 人口構成比 実績収集量合計（Kg) 

 葵・駿河 清水Ａ 清水Ｂ 葵・駿河 清水Ａ 清水Ｂ 

月・木地区 
月 

36.7% 35.4% 37.4% 
9,496,570 3,760,130 3,830,140 

木 6,680,060 2,581,520 2,641,100 

火・金地区 
火 

36.7% 42.6% 41.0% 
9,262,620 3,901,290 3,906,040 

金 7,339,490 3,118,870 3,088,010 

水・土地区 
水 

26.6% 22.0% 21.6% 
6,352,940 2,199,100 2,177,260 

土 5,021,420 1,911,880 1,783,310 

総計 100.0% 100.0% 100.0% 44,153,100 17,472,790 17,425,860 

 

曜日 年間延べ稼働台数 積算台数 

 葵・駿河 清水Ａ 清水Ｂ 葵・駿河 清水Ａ 清水Ｂ 

月・木地区 
月 5,454 1,478 1,224 26 12 12 

木 5,300 1,037 872 26 12 12 

火・金地区 
火 5,302 1,530 1,285 26 12 12 

金 5,440 1,284 1,028 26 12 12 

水・土地区 
水 3,977 761 625 26 7 7 

土 2,774 751 643 26 8 8 

総計 28,247 6,841 5,677 - - - 

 

水曜日の状況につき、「葵・駿河」、「清水Ａ」、「清水Ｂ」に共通して言えるの

は、もともと人口構成比が少ないエリアであることから、他の平日と比較して、

ごみの収集量が少なく、延べ稼働台数も少ないということである。 

しかし、積算台数を見てみると、「清水Ａ」と「清水Ｂ」は他の曜日よりも少

なくなっているが、「葵・駿河」は他の曜日と同じ台数である。つまり、「葵・

駿河」は、清水区のように、積算台数を減らしていないということである。 
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このように、「葵・駿河」エリアを委託している公社と、他の委託業者とでは、

積算の取り扱いに違いがあることが判明した。積算台数が多くなれば、当然の

ことながら、積算価格も高くなっているわけである。 

 

 

【指摘事項】 

公社へ委託している葵・駿河地域と、他の業者へ委託している清水Ａ・Ｂ地

域は、ともに「水・土地区」の人口構成比が低いため、他の曜日に比べ、水曜

日は、ごみの収集量が少なく、延べ稼働台数も少なくなっているという特徴が

ある。 

これを受け、清水Ａ・Ｂ地域では、月火木金は 12 台、水曜は７台として、車

量台数に差をつけることによって、積算価格を算定している。しかし、公社の

担当する葵・駿河地域では、月曜日から金曜日まで一律 26 台として積算されて

おり、清水地域のように、水曜日の積算台数を減らすということはしていない。

市の積算価格の算定上、両者を比較すると、結果として、外郭団体である公社

が優遇されており、不公平な取扱いとなっている。 

公社の水曜日の積算台数について見直しを行い、公社と他の業者を公平に取

り扱う必要があると考える。 
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（３）予備車両費の積算について 

【現状】 

公社に対しては、予備車両費 1,234,930 円が見積もられている。 

予備車両費は、車の故障などにより、収集車が稼働できない場合のリスクに

備え、費用を見積もったものである。 

その内訳は、次のとおりである。 

 

エリア 予備台数 車両損料 車両管理費 計 

葵・駿河区 １台 497,165 円 737,765 円 1,234,930 円 

 

この予備車両費は、公社に対しては見積もられているが、他の委託業者に対

しては、見積もられていないものである。 

これは、公社の場合は、車の使用台数が多く、予備車両の台数も１台以上と

見積もられるが、他の委託業者の場合は、予備車両の台数が１台未満となって

しまい、ゼロ台とみなされていることによっている。 

 

 

【指摘事項】 

車の故障リスクは、公社のみに生じるものではなく、他の委託業者にも同様

に生じるものである。よって、車の台数が少ない業者であっても、予備に備え

る必要性は当然あるはずである。 

市が、公社に対してのみ、予備車両費を支払っていることは、公社と他の業

者との公平性に欠ける取扱いになっていると考える。 

他の委託業者の場合、予備車両費が少額となる可能性もあるが、公平性の観

点からは、公社以外の委託業者に対しても、予備車両費を見積もり、同等な取

扱いをすべきである。 
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（４）車両損料の土曜日加算について 

【現状】 

「（１）車両損料の積算について」でも示したとおり、市の積算による車損料

は、次のように計算されている。 

 

車両 ＝ 購入価格 8,600,000 円/1 台 ÷ 耐用年数 7年 ÷ 257 日/年×283 日 

損料 ＝ 1,352,862 円 

 

ここで下線を引いた「÷257 日/年×283 日」とは、「×（283 日÷257 日）」の

ことであり、積算価格の計算上、1.10 を乗じていることを意味している。すな

わち、約 10％の加算をしているということである。 

これは、土曜日の稼働については、休日の稼働と考え、委託料を割り増しす

る目的で、約 10％の加算をしているものである。 

 

平成 24 年度日数 

 月～土   積算日数   月～金 

月 52  月 52  月 52 

火 51  火 51  火 51 

水 51  水 51  水 51 

木 51  木 51  木 51 

金 52  金 52  金 52 

土 52  土 26 ※ 土 - 

日 53  合計 283  合計 257 

正月休み 3       

合計 365       

※ 土曜日を半日として計算 52 日×1/2＝26 日 

 

257 日とは、従来、直営により実施していた収集日数で、平日の 257 日のこと

である。一方、283 日とは、平日 257 日に土曜日分 26 日を加えたものである。

ここでは、土曜日が半日運用であることを加味している。 

「×（283 日÷257 日）」とは、直営による収集を想定した平日 257 日に対し、

土曜日を含めた 283 日を外部に委託するにあたり、土曜日の稼働について、休

日の稼働として割り増しする意味合いのものである。 

これにより、市は、車両の購入価格より約 10％高い金額を車損料として積算

していることになる。  
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この計算による車両１台当たりの加算額は、124,291 円である。 

 

 積算額 算定方法 

①加算あり 1,352,862 円 ＝8,600,000 円÷7年÷257 日×283 日 

②加算なし 1,228,571 円 ＝8,600,000 円÷7年 

加算額 124,291 円 ＝①－② 

 

この車損料の土曜日加算は、公社のみではなく、他の委託業者に対しても行

われている（ただし、土曜日の業務がない山間地、土曜日のみ収集を行ってい

る業者に対しては、このような加算はない。）。 

公社以外の委託業者も含め、この加算による市の支払額は、以下のとおり、

6,680,317 円と算定される。 

 

エリア 委託業者 積算台数 加算額*1 落札率 支払額*2 

葵・駿河区 静岡市環境公社 26 台 3,231,566 円 99.25% 3,207,329 円 

葵区Ａ地域 ㈱静岡シティクリーン 4 台 497,164 円 99.88% 496,567 円 

清水区Ａ地域 ㈲物流ネット 12 台 1,491,492 円 99.69% 1,486,868 円 

清水区Ｂ地域 清水廃棄物事業㈲ 12 台 1,491,492 円 99.87% 1,489,553 円 

  54 台   6,680,317 円 

（＊1）加算額 ＝ １台当たりの加算額 124,291 円 × 積算台数 

（＊2）支払額 ＝ 加算額 × 落札率 

 

 

【指摘事項】 

市は、委託業者の土曜日勤務に対しては、これを休日勤務と考え、車両損料

を約 10％加算して、委託業の支払いを毎年行っている。この加算による平成 24

年度の支払額は 6,680,317 円である。 

しかし、休日勤務の加算というのは、本来、人件費に対して適用すべきもの

であって、車の購入代に適用すべきものではない。現実に、土曜日に勤務する

からといって、車の購入価格がその分だけ高くなるということはない。 

車両の購入価格に対し、土曜日の加算はすべきではないと考える。 
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（５）車両台数の削減について 

【現状】 

① １回当たり収集量の比較 

次の表は、平成 24 年度における家庭ごみの収集実績について、エリア別に見

た人口、世帯数、収集量等を示したものである。 

 

収集エリア 
人口 

※１ 

世帯数 

※１ 

走行

距離

※２ 

年間 

台数 

※３ 

年間 

平均 

回転数 

年間 

延べ 

台数 

※４ 

収集量 

実績 

（ｋｇ） 

１回当たり

収集量 

（kg） 

※５ 

直

営 

西ケ谷センター 92,642 39,017 74.6 2,313 5.00 11,565 18,554,000 1,604 

沼上センター 176,719 72,815 86.9 4,112 4.00 16,448 30,496,000 1,854 

委

託 

葵・駿河 210,696 89,503 95.8 8,034 3.52 28,247 44,153,000 1,563 

葵Ａ 47,604 19,971 92.3 1,236 3.66 4,927 9,926,000 2,015 

清水Ａ 92,096 36,580 144.0 3,245 2.09 6,841 17,473,000 2,554 

清水Ｂ 94,293 38,016 141.3 3,245 1.74 5,677 17,426,000 3,070 

土曜葵Ａ 27,063 10,726 27.9 416 3.00 1,246 2,459,000 1,974 

土曜葵Ｂ 35,248 14,107 29.0 520 2.31 1,200 2,951,000 2,459 

土曜葵Ｃ 17,111 7,097 23.5 260 2.65 689 1,455,000 2,111 

山間 5,567 2,313 138.0 618 1.01 622 1,086,000 1,745 

（静岡市資料より監査人集計） 

※１：人口・世帯数については平成 23 年 12 月 31 日現在の数値 

※２：走行距離は、１台当たりの１日の平均走行距離 

直営は平成 24 年度実績、委託は積算根拠資料による。 

※３：年間台数：契約台数×日数 

※４：年間延べ台数：年間投入台数×年間回転数 

※５：１回当たり収集量：収集量実績÷年間延べ台数（搬入１回当たりの収集量を表す） 

 

これによると、搬入１回当たりの収集量（実績）は、清水Ｂエリアが 3,070Kg

と最も多く、葵・駿河エリアが 1,563kg と最も少なくなっている。 

 

家庭ごみ収集運搬業務は、エリアごとに収集業務を遂行し、収集車は、所定

の時間（夕方 16：00）までに、ごみを工場に搬入するものである。この搬入活

動は、各エリアと収集工場との距離など、地理的な影響を受けることになる。 
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例えば、清水Ａ，清水Ｂ、山間地域の場合は、走行距離が長く、１日に何回

も工場へ搬入することは難しい。そこで、委託業者は、比較的大型の車両を使

用することにより、１回当たりの搬入量が多くなるようにして、収集を行って

いるのは、先にも述べたとおりである。清水Ｂの１回当たりの収集量が１番多

いという事実は、その点をよく示すものとなっている。 

一方、直営により収集が行われている西ケ谷、沼上は、工場に隣接する地域

であり、比較的近距離の収集となるため、搬入回数を多めにすることが可能と

なる。表の数値からも、西ケ谷と沼上では、回転数は多く、１回当たりの収集

量は少ないという傾向が見て取れる。 

 

しかし、１回当たりの収集量を見ると、公社が担当している葵・駿河地域は、

直営地域よりも量が少なく、エリアの中で最も少ないという結果が出ている。 

葵・駿河地域は、収集エリアの中では、人口・世帯数が最も多く、ごみ収集量

も最も多いエリアである。また、直営に比べると、工場までの距離も長い。そ

のようなエリアが、１回当たりの収集量が最も少ないという事実については、

いささか疑問が残るところである。 

そこで、以下では、公社の収集能力を中心に検証を行っている。 

 

 

② 他の委託業者との稼働率の比較 

次の表は、平成 24 年度の各委託業者の収集量実績と収集能力（車両積載量）

とのバランスを見たものである。 

 

エリア 委託業者 
積算 

台数 

A B C D E F 

収集 

実績量 

合計（Kg) 

車両 

積載量 

合計（Kg) 

実際 

搬入 

回数 

年間 

収集能力

（kg） 

B×C 

稼働率 

D/A 

余剰率 

80%-E 

葵・駿河 静岡市清掃公社 26 台 44,153,100 21,943,050 3.52 77,239,536 57.2% 22.8% 

葵Ａ ㈱静岡ｼﾃｨｸﾘｰﾝ 4 台 9,926,020 3,491,700 3.99 13,931,883 71.2% 8.8% 

清水Ａ ㈲物流ネット 12 台 17,472,790 11,506,229 2.09 24,048,019 72.7% 7.3% 

清水Ｂ 清水廃棄物事業㈲ 12 台 17,425,860 11,857,771 1.74 20,632,522 84.4% -4.4% 

（平成 24 年度家庭ごみ収集運搬業務実績内訳書より監査人集計） 

※「車両積載量合計」：車両の最大積載量の合計 

※「実際搬入回数」：搬入回数の年間平均数値 

※ 土曜と山間地域の委託については、条件が大きく異なるため、検討の対象とはしていない。  
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ここでいう稼働率とは、車両の年間収集能力（最大積載量）に対する収集量

実績の割合を示したものである。稼働率は、過積載防止や業務運行上の安定性

を考慮すると、80％程度が望ましい目安となる。そこで、この 80％を基準とし

て、そこから稼働率を控除した数値を、余剰率として示している。 

 

この比較を見ると、葵・駿河エリアの委託先である公社は、他委託業者と比

較して、最も稼働率が低く、最も余剰率が高い水準となっていることがわかる。 

したがって、先に見たように、公社の１回当たり収集量が１番少ないという

のは、公社の収集能力に最も余剰があることも意味している。 

 

 

③ 積算台数の見積もりについて 

各エリアのごみを収集するにあたって、必要な車両台数を見積もるために、

積算上は、以下の算式が使用されている。 

 

年間ごみ予想収集量α＝日数Ａ×車両１台当たり積載量Ｂ×台数Ｃ×回転数Ｄ 

 

この算式において、年間ごみ予想収集量αは、あらかじめ計画で決められた

数値であり、日数Ａについても、暦によってあらかじめ決まることになる。ま

た、車両１台当たり積載量Ｂについては、静岡市では、2,700kg クラスのパッカ

ー車の 80％相当である 2,150kg を「基準積載量」として定めている。 

したがって、残りの台数Ｃと回転数Ｄが、積算上の変数となる。 

これに葵・駿河区の数値を曜日別にあてはめたものが、次の表である。 

 

曜日 予想収集量α 日数 A 基準積載量 B 台数 C 回転数 D 

月 9,592,690 52 2,150 X Y 

火 9,356,373 51 2,150 X Y 

水 6,417,242 51 2,150 X Y 

木 6,747,673 51 2,150 X Y 

金 7,413,777 52 2,150 X Y 

土 5,072,245 52 2,150 X Y 

計 44,600,000 309 2,150 X Y 

（静岡市資料より監査人集計） 
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このように、市の積算では、変数である車両の台数Ｃと回転数Ｄが重要な要

素となっている。 

公社の担当する地区は、「月・木地区」、「火・金地区」、「水・土地区」の３つ

に分けられている。そこで、平成 24 年度の月、火、水曜日について、積算上の

車両の台数と回転数を見てみると、次のとおりとなる。 

 

１）市の積算数値を使用 

曜日 予想収集量α 日数 A 基準積載量 B 台数 C 回転数 D 

月 9,592,690 52 2,150 26.0 3.30 

火 9,356,373 51 2,150 26.0 3.28 

水 6,417,242 51 2,150 26.0 2.25 

計 25,366,305 154 2,150 26.0 2.94 

（市積算データより監査人算定） 

 

市の積算では、車両台数は月火水ともに 26 台であり、回転数は月 3.30、火

3.28、水 2.25 という数値となっている。 

ところが、平成 24 年度の実績から、監査人が集計した結果によると、公社の

実際の回転数は、月 4.03、火 4.00、水 3.00 となっていた。この実績からする

と、公社では、基本的には、月火は４回転、水は３回転で収集業務を行ってい

ることがわかる。しかも、この回転数は、年によって簡単に変化するものとは

考えにくい。実務上、公社が回転数を変えて業務を行わない限り、回転数につ

いては、実績を使用するほうが合理的である。 

回転数の実績を使用して、車両台数を計算した結果は、次のとおりである。 

 

２）回転数の実績を使用 

曜日 予想収集量α 日数 A 基準積載量 B 台数 C 回転数 D 

月 9,592,690 52 2,150 21.3 4.03 

火 9,356,373 51 2,150 21.3 4.00 

水 6,417,242 51 2,150 19.5 3.00 

計 25,366,305 154 2,150 20.8 3.68 

（回転数は、平成 24 年度家庭ごみ収集運搬業務実績内訳書等より、監査人が算定） 

 

ここで、たとえば月曜日の場合、回転数Ｄに公社の実績である 4.03 を使用す

ると、算式は 9.592,690=52×2,150×Ｃ×4.03 となり、必要台数Ｃは 21.3 と求

められる。 
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このように、公社の回転数実績を使用した場合、車両の必要台数は、月曜日

が 21.3 台（→22 台）、火曜日が 21.3 台（→22 台）、水曜日は 19.5 台（→20 台）

と算出される（→は端数切り上げ）。 

したがって、公社の回転数実績を使用すれば、先の算式からは、ごみ収集量

に対して必要な収集能力は、車両 22 台分と算定される。これは、市の積算によ

る必要台数 26 台よりも、４台少ない結果となっている。 

もちろん、実際の家庭ごみ収集業務においては、ごみ集積所の数、交通事情、

走行距離等の要素に加え、労働者の負担や時間的制約など、数多くの検討すべ

き要因が存在している。車両の必要台数は、このような多くの条件を考慮した

うえで、決定すべきものではある。 

しかし、公社の１回当たり収集量が少なく、収集能力には余剰があること、

市が公社の回転数を実際よりも低く設定していることからすれば、少なくとも、

公社の車両台数には、削減の余地があることは明白である。 

 

 車両を 26 台から 25 台へと１台減らした場合の積算額を試算すると、以下の

結果となる。 

 

 積算台数 積算価格① 積算価格② 

市の積算 26 台 434,255,494 円 434,255,494 円 

監査人の試算 25 台 416,006,319 円 420,619,572 円 

削減 １台 18,249,175 円 13,635,922 円 

 ※ 積算価格① 車両１台、運転手１名、作業員２名削減を想定 

 ※ 積算価格② 車両１台、運転手１名、作業員１名削減を想定 

 

 公社の落札率は、ほぼ 100％であるため、車両１台でも削減できれば、多額の

コストダウンが見込まれることがわかる。 
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【指摘事項】 

以上、見てきたように、現状では、公社は、工場への搬入１回当たりのごみ

収集量が最も少なく、車両の稼働率（積載率）も１番低い。他の委託業者に比

べ、収集能力に余剰がある状態である。 

市の積算では、公社の実績よりも低い回転数が使われており、その分、必要

とする車両の台数が多く見積もられている。公社に必要とされる車両の台数は、

市の積算では 26 台とされているが、公社の回転数実績を使用して算定すれば、

22 台となる。 

これらのことからすると、現状の積算台数である26台が最適台数とは言えず、

公社には、車両台数を削減する余地があると考える。 

積算台数が多く見積もられると、当然のことながら、委託価格も高く見積も

られることになる。他の委託業者と比べ、公社に必要以上の余剰があるとなる

と、外郭団体である公社への委託は、車両台数と委託価格の面で、優遇された

ものとなっていることにもなる。 

監査人の試算によれば、１台削減するだけで、13,635,922 円～18,249,175 円

のコストダウンが可能である。車両の必要台数を見直し、台数の削減について

検討する必要があると考える。 
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（６）実績報告書の見直しについて 

【現状】 

「（５）車両台数の削減について」で見たとおり、市の積算においては、車両

１台当たりの回転数が、重要な要素となっている。しかし、市は、公社の回転

数の実績を把握してはいなかった。実績を把握することなしに、実態に合った

正しい積算をするのは不可能である。 

現状において、市は、公社から日報、月報という形で、実績報告を受けてい

るが、１台当たりの回転数の実績を把握できるものとはなっていない。また、

この報告は、膨大な量の紙面によるものであって、実績データを加工、分析す

るのに適したものでもない。 

実際に今回の監査では、監査人は、公社の報告資料である「家庭ごみ収集運

搬業務実績内訳書」から、データを表計算シートに手入力し、集計・分析する

ことで「1 台当たりの実績回転数」を求めている。このような入力作業は、報告

者である委託業者が一度行っているものであり、市の職員が重ねて行うべき作

業ではない。 

 

 

【指摘事項】 

市は、委託業者に対し、業務の実態を的確に把握できる利用価値の高いデー

タの提出を、実績報告として求めるべきである。また、報告内容によっては、

電子データでの提出を求め、受け取ったデータを分析することも必要である。 

こうしたことにより、実績報告書の内容から、問題点や課題を抽出し、翌年

以降の業務にフィードバックできるような体制を構築する必要があると考える。 
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２．家庭ごみ収集業務の全面委託化について 

【概要】 

静岡市の家庭ごみ収集業務のうち、可燃ごみの収集については、労務職不補

充の方針から、職員の自然減により、すべて民間へ委託化されることが決定さ

れている。これについて、「労務職員の給与等の見直しに向けた取組方針（平成

20 年３月）」には、次のとおり、記載されている。 

 

「民間にできるものは民間で」という考えに基づき、行政が実施すべきもの

と民間が実施すべきものを区分けし、民間に委託できるものは委託を推進して

おります。また、労務職の職場の事務・事業を常に見直し、適正な人員配置を

行ってまいります。労務職員は退職者を補充しておらず人数も今後減少してい

きますが、民間委託の推進と事務・事業を見直して適正な人員配置を行うこと

により、充実した市民サービスの提供と効率的な行政運営を図ってまいります。 

 

【現状】 

上記の方針にもとづき、家庭ごみの収集業務は、直営から委託へのシフトが

進んでいる。直営と委託による家庭ごみの収集量の推移は、次のとおりである。 

 

 （１）家庭ごみ収集量  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：静岡市資料。収集量は可燃ごみと不燃・粗大ごみの合計。）  

直営による収集量は減少し続けており、平成 15 年の 127,681 トンから、24 年

には 54,854 トンまで減っている。一方、委託による収集量は、15 年は 50,886

トンであったが、24 年は 97,629 トンに増えている。  



 

- 42 - 

 

 （２）直営職員数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：静岡市資料。不燃・粗大ごみ収集等の従事者を含む。）  

直営による家庭ごみの職員数（収集センター職員数）は、平成 15 年度は 228

人であったが、24 年度までに 56 人減少し、172 人となっている。 

 
 

 （３）直営職員の年齢構成  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：静岡市資料。不燃・粗大ごみ収集等の従事者を含む。）  

 平成 26 年１月１日現在の清掃員は 167 人（非常勤職員 10 人、臨時職員４人

を含む）であり、その年齢構成は、上記のとおりである。 

労務職不補充の方針により、在職者の年齢の高齢化が進み、50 代以上が 65％

を占めている。年齢構成としては、いびつなものとなっていることがわかる。 
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【全面委託のデメリット】 

静岡市では、このような形で、家庭ごみ収集業務の委託化が進んでいるとこ

ろである。一方で、横浜市や千葉市のように、直営による収集を維持する方針

の市もある。直営を残す主な理由としては、不測の事態への対応とノウハウの

継承という、２点が挙げられている。 

 

（１）不測の事態への対応 

横浜市では、家庭ごみの収集運搬業務の一部については、民間から直営へと

戻す決定をしている。その理由は、災害時の対応にある。以下は、毎日新聞 2009

年 2 月 5 日版より、一部を抜粋したものである。 

 

市資源循環局業務課によると、３区では経費節減のため 04 年度から順次、家

庭ごみの収集を民間委託してきた。これにより計 206 人の収集職員は 129 人減

り、08 年度末までで累計 22 億 2000 万円の経費縮減効果を見込んでいる。 

ただ、過度の民間委託の課題も見えてきた。市は 07 年の中越沖地震で、ごみ

収集支援のために市職員を現地に派遣。家庭ごみ収集をすべて民間委託してい

た新潟県柏崎市では、市職員がごみ集積場所を把握できておらず、収集に手間

取ることもあったという。 

災害時のごみの放置は感染症の拡大など２次災害にもつながる可能性があ

る。業者が被災すると収集できなくなる恐れがあり、「普段から市職員が収集を

しておく必要性を痛感した」（同課）という。 

 

同様の例として、東京都清掃局では、「某県の水害の際、ごみ処理を委託業者

に任せっきりで市が収集所を把握しておらず、駆けつけた他市のごみ処理救援

部隊が右往左往する事態となった」ことがあるという（「ごみ収集 理論と実践

（丸善）」）。また、同書によれば、横浜市栄区で入札不調のため、委託の業務開

始が１ヶ月遅れ、直営の職員が、緊急の収集体制をとって対応したという例も

報告されている。 

 
 

（２）ノウハウの継承 

廃棄物処理法では、一般廃棄物の処理を市町村の責務としている。 

市が、ごみの収集業務を外部に委託するということは、市の責任において、

外部の者に業務を行わせることである。これは、業務の実施主体が外部であっ

たとしても、その業務の最終的、統括的責任は、市に帰するということである。 
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したがって、市は、委託した事業について、行政としての責任が果たせるよ

う、常に委託業者を指導監督していかなければならない立場にある。 

こうした委託業者の指導監督には、ごみ収集運搬業務の作業管理、人事管理、

市民との信頼関係の維持といった、これまでの経験に基づいて培われてきたノ

ウハウの活用が不可欠である。 

しかし、収集業務のすべてを民間に委託化した場合には、これまで長期間に

わたって培ってきたノウハウが失われてしまい、過去から積み重ねられてきた

ノウハウの継承が断絶される懸念がある。 

 

このように、ごみ収集業務の全面民営化には、デメリットがあることも確か

である。 

そこで、静岡市の場合、家庭ごみ収集の全面委託化にあたり、直営がゼロと

なった場合の不測の事態への対応やノウハウの継承について、どのような方針

かを確認したところ、これらについて検討した資料はなく、方針も特に定めら

れていないことがわかった。 

 

 

【指摘事項】 

今日のような厳しい財政事情のもとでは、民間委託を進めることにより、コ

ストダウンを図ることは必要なことではある。しかし、静岡市では、民間への

全面委託化によるデメリットが十分に検討されていないまま、委託化が進んで

いる。このままでは、将来的に直営がゼロの状態となった場合に、東海地震の

発生時など、非常時の対応が懸念されるところである。 

震災等による災害時、委託先の倒産、入札不調など、不測の事態への対応や、

直営による収集ノウハウの継承について、十分に議論・検討がされていない状

態で、全面委託化が進んでいることは、問題と言わざるをえない。 

ごみの収集は、１日たりとも欠かすことのできない、市民生活に密着した業

務である。市が、不測の事態に備えておくのは、当然のことであり、また、委

託業者の指導監督もたえず行っていかなければならない。 

直営がゼロとなった場合のデメリットについても、十分に議論を重ねたうえ

で、不測の事態への対応や市のノウハウの継承方法等について、市の方針を明

確に定めておくことが必要である。 
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３．不燃・粗大ごみ戸別収集受付業務に寄せられた意見等について 

【概要】 

静岡市では、不燃･粗大ごみの戸別収集を行っており、下記の３通りの申し込

み方法がある。 

 

① 不燃･粗大ごみ戸別収集受付センターに電話で申し込む 

② インターネットによる申し込み（静岡市ホームページからの Web 申込） 

③ 上記による申し込みが困難な場合は、FAX、葉書等で申し込む 

 

①の電話による申込みでは、受付センターは、静岡市が民間企業に委託して

おり、研修を受けたオペレータが対応している。 

受付センターへは、不燃・粗大ごみの収集申し込みの他、問い合わせやクレ

ーム等も多数寄せられている。問い合わせやクレームの中で、市による対応が

必要、または、市に報告すべきと判断されたものについては、オペレータが受

け付けた日に連絡票へ記入し、受付センターからFAXで収集業務課に送られる。

それを受けた収集業務課では、FAX の内容について、個別に対応を行っている。 

以下では、不燃・粗大ごみ戸別収集受付センターに寄せられた問い合わせや

クレームの中で、市が対応すべきもの、または、市に報告すべきものと判断さ

れ、連絡票により FAX で送られてきた内容について、検証を行っている。 

 

 

（１）資源ごみと不燃･粗大ごみ収集日の同日設定 

【概要】 

静岡市では、不燃・粗大ごみの戸別収集を行っているが、アパート、マンシ

ョン等の集合住宅では、戸別の排出、回収が困難となる。そこで、集合住宅の

住民は、集合住宅敷地内にある専用の集積所に、不燃・粗大ごみを排出するよ

う、市から指導されている。 

この場合、不燃・粗大ごみの収集日が、可燃ごみや資源ごみと同日となると、

集積所には、ごみが大量に排出されることになってしまう。それを避けるため、

不燃･粗大ごみの収集日は、他のごみの収集日と同日にならないよう、設定され

ている。 
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【現状】 

ところが、平成 24 年度において、駿河区有明町では、資源ごみ収集日と不燃･

粗大ごみの収集日が、ともに第２月曜日となっていた。 

これについて、市民からは、平成 24 年度開始直後に、別の日に設定してほし

い旨の要望が、以下のとおり、受付センターに寄せられている。 

 

・資源ごみと不燃･粗大ごみの収集日が同日だと、集積所がいっぱいになってし

まい、粗大ごみを出すのに非常に困る。 

・資源ごみと不燃･粗大ごみが同日に排出されると、不燃･粗大ごみの戸別回収

申込をしていない住民が、資源ごみと一緒に不燃･粗大ごみを無記名で排出し

てしまう。 

 

有明町では、平成 25 年度においても、同じ資源ごみ収集日と不燃･粗大ごみ

収集日が、ともに第 2水曜日と同日になっている。 

このように、資源収集日と不燃･粗大ごみの収集日が同日になっている地域が、

他にもあるかどうか調査したところ、平成 25 年度において、葵区と駿河区の下

記地域では、資源ごみ収集日と不燃･粗大ごみの収集日が同日となっていた。 

 

・青木   （第１金曜日） 

・石田１丁目（第２水曜日） 

・大和田  （第１金曜日） 

・小坂   （第１金曜日） 

・寺田   （第１金曜日） 

 

 

【指摘事項】 

今後、ごみの収集日を設定する際には、資源ごみ収集日と不燃･粗大ごみ収集

日が同日とならないよう、収集日を設定する必要がある。 

なお、収集業務課では、平成 26 年度から、資源ごみと不燃･粗大ごみの収集

日を別の日に設定する予定とのことである。 
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（２）不燃・粗大ごみ収集日のガイドブック掲載方法 

【概要】 

静岡市では、不燃･粗大ごみは、一部の地域を除き、戸別収集を行っている。 

「不燃・粗大ごみの申し込み方法」について、「ごみの出し方・分別ガイドブ

ック」（以下、ガイドブックという）には、下記の内容が記載されている。 

なお、ガイドブックの記載上、下記の下線の部分は、強調されて書かれてお

り、表の付記である※印のコメントは、小さな文字で書かれている。 

 

 

 

申し込み期限 

◆収集日の一週前の同じ曜日まで 

必ず期限内にお申し込みください。 

なお、収集日は○○ページをご確認ください。 

 

収集日 

新規申込 追加・変更 減少・取消 

収集日１週前の 収集日直前の 収集日直前の 

月曜日 月曜日まで 木曜日まで 金曜日まで 

火曜日 火曜日まで 金曜日まで 月曜日まで 

水曜日 水曜日まで 月曜日まで 火曜日まで 

木曜日 木曜日まで 火曜日まで 水曜日まで 

金曜日 金曜日まで 水曜日まで 木曜日まで 

※月から金の祝日（年末年始を除く）も受付します。 

※年末年始については受付期間が異なります。 

※収集日は住所ごと異なりますのでご確認ください。 

 

申し込みできる量 

◆月に１回、７点以内です。 

指定袋１点の場合は、目安として最低 20 リットル程度まで溜めてからお申し込

みください。 
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【現状】 

不燃･粗大ごみ受付センターへは、市民から、以下のような声が寄せられてい

る。 

 

①回収が月に１回なので、申し込みが遅れると１ヶ月以上回収されない場合が

ある。 

 

静岡市では、不燃･粗大ごみの収集日については、地域ごとに月１日の収集日

が決められており、申し込みは、その収集日の１週前までに行うこととされて

いる。 

ガイドブックには、申込期限は「収集日」の１週前と記載されており、その

収集日は、同じガイドブックの 15 ページ後ろにある別のページに記載されてい

る。ページが離れているため、この「収集日」の意味が、市が定めた収集日で

あることに気がつかない市民もいるようである。 

上記①は、不燃･粗大ごみの申込期限は、「市が定めた収集日」の１週前であ

るが、市民は、「自分が希望する収集日」の１週前までに申し込めばよいと誤解

しているケースである。 

不燃・粗大ごみの収集日は、月に１日しかないため、申し込みのタイミング

によっては、指定された収集日が、申込の日から１ヶ月以上先になってしまう

ケースが生じる。 

①については、ガイドブックの記載方法が、市民の誤解を招いている可能性

があると考えられる。 

 

②電話をする前に、排出物のサイズを測るように書いていないため、申込の電

話の際に、突然聞かれても困ってしまう。 

 

不燃・粗大ごみの収集においては、詳細な情報が必要な品目があるというこ

と、それらの品目については、申し込みの電話をかける前に、サイズを測って

おく必要があることが、ガイドブックには明記されていない。 

これも、ガイドブックの記載方法に改善の余地があると考えられる。 
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③住所や氏名、連絡先などの個人情報を先に聞かれて答えたが、排出品の内容

を伝えたところ、回収できないと断られてしまった。個人情報は最後に聞く

べきではないか。 

 

ガイドブックには、「市が取り扱うことができないごみについて」というペー

ジがあり、わかりやすく記載されている。取り扱いできないごみとは、例えば、

タイヤ、耐火金庫、消火器、ピアノなどであるが、市で取り扱いできないこと

を知らないと、不燃･粗大ごみと間違いやすいものが多いと思われる。 

まずは、市で取り扱いできないごみがあることを、市民がきちんと理解する

ことが必要である。市が取り扱いできないごみを、市民が事前に判別していれ

ば、同様の意見は最小限になるはずである。 

ガイドブックの記載方法を工夫し、市民が申込みの電話をする前に、「市が取

り扱うことができないごみについて」というページへ誘導することにより、市

民に事前の確認を促す必要があると考えられる。 

また、市民が市の取り扱いをくわしく理解していないことも想定し、電話で

は、先に何を出す予定なのかを確認することが望ましい。 

 

④収集日程表がわかりにくい 

 

ガイドブックは、地域ごとに４種類に分かれている。例えば、［静岡市葵区（安

倍６地区を除く）・駿河区］のガイドブックを見ると、「可燃ごみ、びん缶」の

収集日と「不燃･粗大ごみ」の収集日が連続して書かれており、表の色もよく似

ている。そのため、わかりにくいと思う市民もいると思われる。 

 

⑤毎月の収集日が決められていることが理解し難い。 

⑥申込内容の変更が２日前まで可能であるのに、申込については１週間前まで

に電話しなければならないのはおかしい。 

 

静岡市は、不燃･粗大ごみの戸別収集を無料で行っている。経費を抑えるため

には、回収地点や排出予定量から、効率的な回収ルートを事前に決定しておく

必要がある。ガイドブックへの記載や市民への説明を通し、市民の理解を求め

ることが必要である。 
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【指摘事項】 

以上、見てきたように、不燃・粗大ごみの収集申込については、ガイドブッ

クの記載を工夫することにより、市民の意見等に対応することが可能なケース

も多いと考える。 

市民に事前に理解してほしい内容、市民が事前に確認すべき項目については、

現状のガイドブックにも記載されているが、情報がガイドブックのあちこちに

散らばっていることも、誤解を招く要因になっていると考えられる。 

市民が事前にチェックすべき情報を１箇所に集約し、チェックリスト形式に

しておくと、市民にとってもわかりやすく、市民に事前の確認を促すうえでも、

有用な方法である。以下では、参考として、記載方法の一例を挙げておく。 
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【例】 

 

◆不燃･粗大ごみの収集日は、月１日、住所ごとに決められています。（注１） 

まずは、○ページであなたの住所から、収集日をご確認ください。 

申し込み期限は次の通りです。申し込みのタイミングによっては、収集日ま

でに１ヶ月以上の時間を要する場合もあるため、余裕を持って計画的にお申

し込みください。（注２） 

 

収集日 

新規申込 追加・変更 減少・取消 

収集日 1週間前の 収集日直前の 収集日直前の 

月曜日 月曜日まで 木曜日まで 金曜日まで 

火曜日 火曜日まで 金曜日まで 月曜日まで 

水曜日 水曜日まで 月曜日まで 火曜日まで 

木曜日 木曜日まで 火曜日まで 水曜日まで 

金曜日 金曜日まで 水曜日まで 木曜日まで 

※月から金の祝日（年末年始を除く）も受付します。 

※年末年始については受付期間が異なります。 

 

◆以下の項目について、事前にご確認のうえ、お電話で申込みください。 

No. 項目 ✓ 

１ 市では取り扱えないごみがあります。 

○ページをご確認ください。 

(注２) 

２ 以下の項目については詳細な情報が必要です。 

申し込みの前に大まかなサイズを測ってください。 

（例…ベッド、箪笥 等） 

これらの収集がない方は、インターネットによる申込も可能

です。○ページをご確認ください。 

(注２) 

３ 聴覚に障害のある人は FAX、葉書、封書で申し込むことがで

きます。詳細について○ページをご確認ください。 

 

４ 不燃･粗大ごみを運び出すことが困難な場合は、ふれあい収集

を行っています。詳細について○ページをご確認ください。 

 

５ １回に出せる量は７点までです。  

６ 指定袋１点の場合は、目安として最低 20 リットル程度まで溜

めてからお申し込みください。 
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（３）Web 申込者の住所が確認できない 

【現状】 

受付センターから、収集業務課への連絡票の中で、Web 申込者の住所や排出場

所が不明であるという内容のものが散見される。 

Web 申込が行われた場合、委託先である受付センターの職員は、地図上に回収

場所をプロットし、システムへの受付入力を行う。その際に、指定された回収

場所が、地図上で見つからないことがあるという。 

この原因は、不燃・粗大ごみの排出者が引っ越しをした直後であることや、

家を新しく購入した等により、地図上で排出者の自宅を特定できないことによ

るものである。また、Web 申込者が、申込をする際に入力ミスをしたために、回

収場所が特定できない場合もあるとのことである。 

受付センターの職員は、申込者へ電話連絡し、確認を取ることになるが、申

込者が留守等ですぐに確認が取れず、確認に時間がかかることも多い。 

これでは、Web 申込の目的や長所である受付業務の効率性を、反対に阻害して

しまう結果となっている。 

 

【指摘事項】 

Web 申込の長所である受付業務の効率性を担保するためには、まずは、申込者

の住所や排出場所が不明となるケースを減らすことが必要である。 

引っ越しの時には、Web ではなく、電話で申し込みをしてもらうという方法も

考えられる。また、Web 申込ができる条件として、過去に戸別収集を利用したこ

とがあり、かつ、その時と同じ場所に排出する場合に限る、という岡山市の例

がある。この条件によれば、住所や排出場所が不明となるケースはある程度減

少することが見込まれる。 

こうした対策を実施することにより、Web 申込の効率性の阻害要因を取り除く

ことが必要と考える。 
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（４）ごみ回収者に対するクレーム 

【現状】 

不燃･粗大ごみ受付センターに寄せられた声の中で、ごみ回収者に対するクレ

ームも寄せられていた。下記は、その内容の一例である。 

 

①金属と非金属を苦労して分別したが、回収の際は混ぜて回収されてしまった

ため、分別の意味がないのではないか。 

②本来は申し込みをした不燃･粗大ごみのみが回収の対象となるが、回収者から

当日に再度回収に来るので、申し込みをしていないごみも排出可能であると

言われた。 

③家電リサイクル法の対象物についても回収可能であると言われた。 

 

①から③について、本来あるべき対応は、次のとおりであったと考えられる。 

 

①金属、非金属は別々のパッカーで分別回収されるため、ごみ回収者は、両者

を混ぜて回収を行うべきではない。 

②不燃･粗大ごみの回収では、金属ごみと非金属ごみが、別々のパッカーで回収

されるため、金属ごみと非金属ごみの回収時刻には、差があることもある。先

に到着する回収者は、もう一度回収に来るので、ごみを出してもいい旨を伝え

ても、申し込みをしていないごみまで出してもいいとは言うべきではない。 

③家電リサイクル法の対象となるエアコン、テレビ、冷蔵庫、冷凍庫、洗濯機、

衣類乾燥機の家電６品目については、回収できない旨を伝えるべきである。 

 

 市民からの意見等については、市民が誤解、誤認識をしていることも考えら

れる。しかし、①から③のように、ごみ回収者のほうが、ごみの排出ルールを

理解していないと思われても、仕方がないものもある。市民の側だけに問題が

あるとは考えにくい。 

市民からこのような声が寄せられている現状を勘考すると、ごみ回収者が、

市民の目の前で安易な発言や行動をとった結果、市民に誤解や不満を生じさせ

ているものと考えられる。 
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【指摘事項】 

市民は、市の作成した「ごみの出し方・分別ガイドブック」にしたがって、

不燃・粗大ごみを排出し、排出された不燃・粗大ごみの回収は、一部の地域（安

倍６地区）を除き、直営（市の職員）により行われている。 

本来、ごみ回収者である市の職員は、「ごみの出し方・分別ガイドブック」に

ついての知識を有し、ごみの排出ルールが徹底されるよう、市民を指導する立

場にあるはずである。 

市民から先に述べたような声が寄せられている以上、市は、ごみの回収者が、

ごみの排出ルールへの理解を深め、市民への説明を丁寧に行うことができるよ

う、職員の指導・教育を徹底することが必要と考える。 

 

 

（５）持ち去りについて 

【概要】 

ごみの持ち去りは、全国的な問題となっている。持ち去られるごみの種類は、

大きく①資源ごみと②粗大ごみに分けられ、問題点は種類によって異なる。 

 

①資源ごみ 

資源ごみの持ち去りによる問題点は、主として経済的な損失である。 

資源ごみの持ち去りは、集積所に出された資源ごみを、回収者以外の者が無

断で持ち去る行為である。廃棄物の分別、リサイクルが促進される中、古紙や

缶、びん等の資源ごみは有価物となっている。資源ごみを持ち去った者は、再

生業者へ売却し、収入を得ることになる。しかし、市が回収していれば、その

収入は、本来、市の収入となっていたものである。 

 

②粗大ごみ 

粗大ごみの持ち去りによる問題点は、持ち去られたごみが不法投棄されてし

まうことである。 

粗大ごみについては、市が回収を行った後は、分別、焼却、埋め立てなどの

処理が行われるため、経済的損失はない。しかし、粗大ごみを再生や転売の目

的で持ち去った者は、後日、再生や転売が困難となった場合に、持ち去ったご

みを不法投棄してしまうということが生じている。 
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【現状】 

〇市民の意見等 

受付センターから収集業務課への連絡票を見ると、市民から、持ち去りに対

する要望やクレームが寄せられている。一例を示すと、次のとおりである。 

 

①資源ごみの持ち去り 

 

・明らかに市職員ではない者が回収している。 

・不燃･粗大ごみについて申込をしたものを、名前・不用の紙を貼り指定の収集

場所に出しておいた。その近くにあった名前・不用の張り紙をしていない、

ごみではない金属類や室外機も業者に持ち去られてしまった。そのような業

者がいるということを市に伝えたい。 

 

②粗大ごみの持ち去り 

 

・不燃･粗大ごみで出したごみを持ち去られ、後日、それが近所のリサイクルシ

ョップで売られていた。市のルールに従ってきちんと出しているのに、持ち

去られてしまうため、拾い屋に対して市で対策をしてほしい。 

・粗大ごみについては「不用」という文言と排出者の名前を紙に書いて、排出

物に貼るというルールがあるが、持ち去られた。名前を書いた紙を貼ってい

るものを持っていかれるのは、気持ちがいいものではない。 

・排出した自転車について、後日、遠方の警察署から不法投棄されているため

引き取りに来るよう、指示があった。排出してから、回収に来る間に持ち去

られたと考えられるが、回収できなかった旨の連絡票はなかった。気分がよ

くないので持ち去り対策をしてほしい。 

・「不用」という文言と名前を書いた紙が剥がされ、知らない粗大ごみに貼り変

えられていた。両方とも回収されなかったため処分に困る。 

・自分の家の前に排出した粗大ごみと一緒に、知らない粗大ゴミが排出されて

いた。当然、回収されず置き去りになっているため処分に困る。 

 

 

〇他市の動向 

静岡市では、ごみの持ち去りについて、具体的な方針はない。 

参考として、他の政令市の方針を見てみると、次のとおりである。 
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政令市 持ち去りについて 

札幌市 
資源ごみに対して持ち去り禁止の条例（罰金） 

HP に止めるように記載 

仙台市 HP にルール違反である旨を記載 

さいたま市 
資源ごみに対して条例（資源物の所有権は市に帰属ということを明記） 

罰則はなし 

千葉市 条例（公表、原状回復、収集運搬の禁止命令、罰金） 

横浜市 
資源ごみを持ち去った者が、資源集団回収(アルミ缶等)の登録業者であった場合は、登

録を抹消する旨が明記されている。 

川崎市 古紙について「持ち去り警告用紙」がダウンロードできるようになっている。 

相模原市 持ち去り禁止の条例（罰金） 

新潟市 持ち去り禁止の条例（罰金） 

静岡市 特になし 

浜松市 ごみ・資源物について条例（公表、罰金） 

名古屋市 古紙について「持ち去り警告用紙」がダウンロードできるようになっている。 

京都市 ｢缶・びん・ペットボトル｣および｢大型ごみ｣の持ち去り禁止について条例 

大阪市 

市民の声に対し、対応策に苦慮している回答を掲載。 

資源ごみが市の所有物であることを特定するには、集積所に置いてある 等、資源ごみで

あることを明確にしなければならないが、軒先回収であるため資源ごみであることを特

定することが困難となっているのが要因であるとしている。 

堺市 
大阪市と同様、廃棄物減量推進審議会にて、軒先回収では資源ごみの特定困難との記録

あり。持ち去り対策のため、当日の朝にごみを出すよう、HP で呼び掛ける。 

神戸市 
条例制定を検討中である。 

現在は資源ごみに対して持ち去り警告用紙がダウンロードできるようになっている。 

岡山市 持ち去り禁止の条例（収集運搬禁止命令、過料） 

広島市 「広島市資源ごみの持ち去り行為に対する指導等要綱」を策定 

北九州市 特になし 

福岡市 H25 年度に条例改正案を委員会に提出した。 
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政令市 持ち去りについて 

熊本市 

資源持ち去り対策事業を行っている。パトロールを行い、口頭注意、告発等を行ってい

る。アルミ缶の売却量は事業開始前後で 2倍に増加している。事業評価でも高評価を得

ており、H25 年以降の事業の方向性も拡大･充実とされている。 

 

他の政令市の動向を見ると、すでに条例を制定した市、条例を制定しようと

している市が多いようである。政令市のうち、ごみ持ち去りについての対応方

針が公表されていないのは、静岡市と北九州市だけである。 

 

 

【指摘事項】 

ごみの持ち去りについては、市民から、先に示したような要望やクレームが

寄せられている。その中身を見ると、市が指定したルールにしたがって、ごみ

を排出しているだけの市民が、被害を受けている実情も把握できる。 

静岡市では、ごみ持ち去りについて、具体的な方針は特に決められていない。

しかし、持ち去りに対する対応を市が実施することで、持ち去りが社会的に反

する行為であるということは明白になるはずである。また、たとえ強制力がな

い対応策であったとしても、一定の抑止効果はあると考えられる。 

静岡市においても、ごみの持ち去りについて、何らかの対策を検討し、実施

することが必要と考える。 
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Ⅱ．中間処理業務 

【概要】 

〇中間処理施設    

    
 

西ケ谷清掃工場 
 

 
 

 
 

    

 
 

焼却・溶融施設 
  

沼上清掃工場 
   

      

 
 

 
  

沼上灰溶融施設 
   

      

 
 

不燃・粗大ごみ処理施設 
  

 
   

    
 

沼上資源循環センター 
 

 
 

資源ごみ処理施設 
  

 
   

 
 

西ケ谷清掃工場と沼上清掃工場の概要は、以下のとおりである。沼上灰溶融

施設と沼上資源循環センターの施設の概要については、別途後述している。 
 

 西ケ谷清掃工場 沼上清掃工場 

所在地 葵区西ケ谷 553 番地 葵区南沼上 1224 番地 

竣工年月 平成 22 年３月 平成７年７月 

敷地面積 90,862.45 ㎡（※） 39,373.24 ㎡ 

延床面積 20,302.42 ㎡ 26,783.87 ㎡ 

方式 
シャフト炉式ガス化溶融炉 

（新日鉄エンジニアリング㈱） 

連続燃焼式焼却炉 

（ＮＫＫ－フェルント式） 

処理能力 500ｔ/日（250ｔ/日×２基） 600ｔ/日（200ｔ/日×３基） 

タービン発電設備 14,000kw（余剰電力を売電） 8,390kw（余剰電力を売電） 

総事業費 18,037,210 千円 27,365,003 千円 

（財源内訳）   

国庫補助金 6,384,027 千円 4,845,000 千円 

市債 11,114,200 千円 17,981,000 千円 

その他特定財源 481,094 千円 － 千円 

一般財源 57,889 千円 4,539,003 千円 

（※）西ケ谷収集センター、西ケ谷資源循環体験プラザの敷地面積を含む。 
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（Ⅰ）沼上灰溶融炉 

【概要】 

〇施設の概要 

 沼上灰溶融施設 

所在地 葵区南沼上 1224 番地 

竣工年月 平成 16 年３月 

延床面積 6,520.02 ㎡ 

方式 電気式プラズマ溶融炉 

処理能力 120ｔ/日（60ｔ/日×２基） 

溶融対象物 清掃工場から排出される焼却灰 

総事業費 6,300,000 千円 

（財源内訳）  

国庫補助金 2,452,801 千円 

市債 2,278,000 千円 

一般財源 1,569,199 千円 

 
 

〇灰溶融炉の目的 

 静岡市沼上清掃工場灰溶融施設の資料には、平成 16 年３月当時の市長による

「ごあいさつ」として、次の記載がある。 
 

今回完成しました沼上清掃工場灰溶融施設は１日最大120トンの処理能力

を有し、焼却灰をおよそ 1500 度の高温で溶融処理することにより、灰に含

まれるダイオキシン類を分類し、重金属類を封じ込めた安全なガラス状固化

物の溶融スラグを生成します。 

生成された溶融スラグは土木資材等に利用することで埋立処分量を減ら

し、ひいては最終処分場の延命化に資することになります。この施設の完成

により、本市の廃棄物処理行政はより一層充実したものとなり、資源循環型

のまちづくりに寄与できるものと確信しております。 
 

沼上清掃工場の灰溶融炉は、ごみの焼却灰からスラグを生成し、ごみを有効

利用するとともに、最終処分場の埋立量を減らし、処分場の延命化を図ること

を主たる目的とした施設である。 
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１．沼上灰溶融炉の稼働停止について 

【現状】 

（１）沼上灰溶融炉の稼働について 

① 沼上灰溶融炉の稼働率 

沼上灰溶融炉における焼却灰（主灰）の溶融量と稼働率の推移は、次のとお

りである。 

 

 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

溶融量(t) 11,247 15,812 14,704 13,528 12,087 9,524 9,506 9,900 

稼働率(%) 34.9 49.0 45.6 41.9 37.5 29.5 29.5 30.7 

・稼働率 ＝ 処理実績 ÷（120ｔ/日 ×（365 日－年間停止日数 85 日）×0.96） 

・年間停止日数：補修整備日数 30日＋補修点検日数 15 日×２回＋全停止期間７日＋

起動に要する日数３日×３回＋停止に要する日数 3日×３回 

・0.96 を乗じているのは、故障などによる一時休止を見込んだものである。 

 

沼上灰溶融炉の処理能力は、１日当たり 120ｔ（60ｔ×２基）である。上記の

稼働率は、これをベースに算定したものである。 

 溶融量は、平成 18 年度の 15,812ｔがピークとなっている。しかし、ピーク時

でも稼働率は 49％であり、施設を設置して以来、稼働率が 50％を超えたことは

ない。また、平成 22 年度以降、西ケ谷清掃工場が新たに稼働してからは、溶融

量が 10,000ｔを割り込み、稼働率も 30％前後と低い水準で推移している。 

 
 

② 沼上灰溶融炉から生成されるスラグ 

沼上清掃工場では、ごみの焼却によって、主灰と飛灰の２種類の焼却灰が生

じる。このうち、主灰については、溶融炉で溶融され、スラグが生成されてい

る。ただし、このスラグは、この時点では粒が粗く、市場での需要に対応でき

ないので、磨砕機にかけ、粒を細かくしたうえで販売されている。また、飛灰

については、最終処分場で埋め立てられることになる。 

一方、西ケ谷清掃工場では、ごみは直接シャフト炉式ガス化溶融炉に投入さ

れ、溶融スラグと溶融飛灰となる。ここで生成されるスラグは、沼上に比べ、

粒が細かく、質も高いものとなっている。溶融飛灰については、沼上と同様、

最終処分場で処理される。 
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 スラグ生成までの業務フローを図示すると、以下のとおりとなる。 

 

     

 〇沼上清掃工場  〇西ケ谷清掃工場  

  ごみ    ごみ   

  ↓    ↓   

  焼却炉    溶融炉   

  ↓       

  焼却灰       

  ↓       

  灰溶融炉       

  ↓       

 スラグ（処理前）      

  ↓       

  磨砕機       

  ↓       

 スラグ（処理後）   スラグ   

         

 

このように、沼上のスラグは、西ケ谷のスラグに比べ、販売可能な状態にな

るまでに、作業の手間と時間がかかっている。しかし、その段階を経ても、ス

ラグの品質は、西ケ谷よりも劣っており、市場の需要も低いものとなっている。 
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③ 西ケ谷清掃工場での焼却灰受入 

西ケ谷清掃工場のシャフト炉式ガス化溶融炉は、非常に高性能な設備であり、

沼上清掃工場の焼却灰を溶融することも可能である。 

この設備の設置者である新日鉄エンジニアリング㈱は、一般競争入札（総合

評価）の時点で、他工場の焼却灰の受入についても、１日当たり、概ね最大 50

トン（全体の 10%程度）までなら可能という、提案を行っている。 

西ケ谷清掃工場のごみ溶融量と稼働率の推移を見てみると、次のとおりとな

っている。 

 

 H22 H23 H24 

溶融量(t) 107,181 117,255 114,735 

稼働率(%) 79.7 87.2 85.4 

・稼働率 ＝ 処理実績 ÷（500ｔ/日 ×（365 日－年間停止日数 85 日）×0.96） 

・年間停止日数：補修整備日数 30日＋補修点検日数 15 日×２回＋全停止期間７日＋

起動に要する日数３日×３回＋停止に要する日数 3日×３回 

・0.96 を乗じているのは、故障などによる一時休止を見込んだものである。 

 

沼上の灰溶融炉に比べれば、稼働率は高くなっているが、平成24年度で約15％

の余力があり、西ケ谷の処理能力には、まだ余裕があることがわかる。 

 

以上、現状では、沼上の焼却灰を灰溶融炉に投入する量が少なく、そこで生

成されたスラグの品質も西ケ谷より劣っている。一方で、西ケ谷で生成される

スラグの質は高く、西ケ谷の溶融炉は、沼上の焼却灰を受け入れることも可能

であり、処理能力にもまだ余裕はある。 

これらのことからすると、最初から、沼上の焼却灰を西ケ谷へ全量運び、そ

れを西ケ谷で溶融することはできないのだろうか、という疑問が生じる。それ

ができれば、沼上の灰溶融炉は稼働させる必要はなく、必然的に、スラグ処理

施設（スラグ磨砕機）も不要となるからである。 

 

そこで、以下では、沼上清掃工場で生じた焼却灰（主灰）を、沼上で灰溶融

するのではなく、西ケ谷へ運び、西ケ谷で溶融することによって、沼上灰溶融

炉を停止することは可能かどうか、監査人がシミュレーションを行っている。 
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（２）監査人によるシミュレーション 

① 静岡市のごみ処理フロー（平成 24 年度実績） 

シミュレーションを行う前に、まずは、静岡市の平成 24 年度におけるごみ処

理フローを示すと、次のとおりである。 

 

      
ごみ処理量 239,357.1 

   （単位：トン） 

             

〇沼上清掃工場             〇西ケ谷清掃工場 

   焼却量 

125,450.3 100％ 

     溶融量 

113,906.8 

   

 

                溶融量 

114,734.8  

   焼却灰 

17,334.4 13.82％ 

     主灰 

828.0 

    

  

                  

                   

飛灰 

7,207．0 5.74％ 

  主灰 

10,127.0 8.08％ 

       

                   

    前期繰越                

    主灰 

601.0 

  主灰 

9,299.0 

  主灰 

828.0 

       

 

            西ケ谷へ        

                    

     灰溶融投入量 

9,900.0 

           

                  

                    

    溶融飛灰 

519.0 

  溶融不適物 

750.0 

   

 

  

3.65％ 

溶融飛灰 

4,188.5 

                    

                

      最終処分場へ 12,664.5       
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② 監査人によるシミュレーション 

監査人によるシミュレーションの結果は、次のとおりである。 

 

 

      
ごみ処理量 239,357.1 

   （単位：トン） 

             

〇沼上清掃工場             〇西ケ谷清掃工場 

   焼却量 

130,774.7 100％ 

     溶融量 

108,582.4 

   

 

                溶融量 

119,750.0  

   焼却灰 

18,073.1 13.82％ 

     主灰 

11,167.6 

    

  

                  

                   

飛灰 

7,506.5 5.74％ 

  主灰 

10,566.6 

西ケ谷へ        

8.08％  

                   

    前期繰越                

    主灰 

601.0 

             

     西ケ谷へ  

                    

                    

     灰溶融投入量 

0.0 

           

                  

                    

           

 

  

3.65％ 

溶融飛灰 

4,370.9 

                    

                

      最終処分場へ 11,877.4       
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監査人によるシミュレーションは、以下の仮定のもとで行っている。 

 

〇仮定１ 

西ケ谷清掃工場の年間溶融可能量を 119,750ｔとしている。 

これは、以下の算定方法によるものである。 
 

 算式 溶融量 

１号炉 237 日（平成 24 年度実績）×250t/日 ＝ 59,250t/年 

２号炉 242 日（平成 24 年度実績）×250t/日 ＝ 60,500t/年 

合計  119,750t/年 
 

ここでは、１日当たりの溶融量を、１基当たりの最大量である 250ｔとして計

算している。ただし、年間溶融可能量が 119,750ｔというのは、年間処理能力

134,400ｔ（500ｔ/日 ×（365 日－年間停止日数 85 日）×0.96）から見れば、

87.5％の稼働率であり、まだ余裕を残した状態である。 

 

〇仮定２ 

西ケ谷清掃工場の溶融量のうち、10％以内は沼上清掃工場の焼却灰とする。 

これは、先にも述べたとおり、設備の設置者である新日鉄エンジニアリング

㈱が、他工場の焼却灰の受入についても、１日当たり、概ね最大 50 トン（全体

の 10%程度）までなら可能という提案にもとづくものである。 

 

〇仮定３ 

ごみの処理量は、平成 24 年度の実績である 239,357.1ｔとしている。また、

焼却灰（主灰、飛灰）、溶融飛灰の発生量は、平成 24 年度の実績と同じ割合で

発生したものとしている。 

 

 

シミュレーションでは、平成 24 年度のごみ処理量 239,357.1ｔについて、西

ケ谷清掃工場で 108,582.4ｔを溶融処理し、残りの 130,774.7ｔを沼上清掃工場

で焼却処理するものとしている。 

この場合、沼上清掃工場で発生した主灰 11,167.6ｔ（前期繰越分を含む）の

全量を、西ケ谷清掃工場で溶融処理することが可能となる。つまり、沼上灰溶

融炉で溶融する主灰はゼロとなっている。 

このように、監査人のシミュレーションによれば、灰溶融炉の稼働を停止さ

せたとしても、理論的には、ごみの全量処理は可能であるという結果が得られ

た。 
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さらに、最終処分場に運ばれる溶融飛灰の量も、平成 24 年度の実績よりは、

787.1ｔ（6.2％）少なくなっている。 

 

以上、監査人のシミュレーションは、平成 24 年度の実績にもとづいたもので

あるが、将来的に、ごみの排出量が少なくなってくれば、灰溶融炉を稼働させ

ないオペレーションは、さらに達成しやすいレベルとなってくる。 

「静岡市一般廃棄物処理基本計画（平成 22 年３月）」では、ごみ総排出量の

将来予測が行われている。これによれば、平成 20 年度当時の施策のまま推移し

た場合でも、人口の減少に伴い、平成 31 年度には、平成 20 年度より 3.8%減少

すると予測されている。また、同じく平成 31 年度には、平成 20 年度より 18%

削減することも、目標値として掲げられている。 

このような状況になってくれば、灰溶融炉の稼働停止も実現可能と考えるこ

とができるだろう。 

 西ケ谷の能力を有効に活用することにより、灰溶融炉の稼働停止も可能とな

るということは、平成 16 年に導入された沼上灰溶融炉は、最近のごみの減量傾

向に加え、平成 22 年に西ケ谷に最新式の溶融炉が導入されたことによって、そ

の必要性が失われてきたと考えられる。平成 22 年度以降、灰溶融炉の稼働率が

30％前後で推移していることも、その現れであろう。 
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（３）沼上灰溶融炉の稼働停止の効果 

次に、沼上灰溶融炉の稼働を停止した場合のコスト削減効果について、検討

を行った。 

平成 24 年度の主な支出のうち、灰溶融炉の維持管理に関係するもので、個別

に把握できるものは、以下のとおりである。 

 

科目 名称 金額 

委託料 灰溶融炉設備運転業務 241,500,000 円 

委託料 灰溶融炉定期点検業務 192,675,000 円 

委託料 灰溶融炉スラグﾞ冷却水槽外清掃業務 3,675,000 円 

需用費（修繕） 灰溶融施設スラグ・メタル搬送コンベア修繕 15,540,000 円 

需用費（補助剤） 黒鉛電極 36,607,252 円 

需用費（補助剤） 高反応消石灰 3,191,451 円 

需用費（補助剤） 特殊助剤 9,305,100 円 

需用費（補助剤） 液体キレート 12,627,183 円 

合計 514,876,986 円 
 

なお、個別に把握できていない主なものとしては、水道光熱費がある。 

 

また、灰溶融炉の運転を行わない場合には、資源循環センター内に設置した

溶融スラグ処理施設も稼働させる必要がなくなる。 

溶融スラグ処理施設のメンテナンス費用は、設備導入後２年間、すなわち、

平成 23、24 年度は瑕疵担保期間であり、発生するのは平成 25 年度以降となる。 

平成 25 年度以降の需要費（修繕料）の概算所要額は、以下のとおりである。 

 

年度 金額  

平成 25 年度 －千円 

※ 平成 25、26 年度は予算要求額、 

27 年度以降は総合計画記載額による。 

平成 26 年度 7,500 千円 

平成 27 年度 3,800 千円 

平成 28 年度 5,900 千円 

平成 29 年度 7,200 千円 

平成 30 年度 10,200 千円 

平成 31 年度 －千円 

平成 32 年度 30,800 千円 

合計 65,400 千円  
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この８年度だけでも、平均すると、年間 8,175 千円の需要費が発生する見込

みである。溶融スラグ処理施設の耐用年数は 16 年である。一般的には、年数が

経過するほど、維持修繕に要する費用は多額となっていくため、平成 32 年度以

降の需用費は増加することが予想される。よって、この施設を耐用年数と同じ

16 年間使用した場合には、平均で 8,175 千円よりも、多額の需要費が発生する

可能性が高いと考えられる。 

 

以上、仮に沼上灰溶融炉の稼働を停止した場合には、灰溶融炉と溶融スラグ

処理施設の維持管理コストについて、５億円以上の削減効果が見込まれる。 

 

 

【指摘事項】 

監査人のシミュレーションによれば、沼上灰溶融炉の稼働を停止したとして

も、理論的には、ごみの全量処理が可能であることがわかった。 

仮に、灰溶融炉の稼働を停止するとなると、西ケ谷清掃工場の定期点検中に、

沼上で発生する焼却灰をどのようにしてストックしておくかなど、実務上の課

題は、数多くあると予想される。 

しかし、こうした課題をクリアし、灰溶融炉と溶融スラグ処理施設の稼働を

停止できた場合には、年間５億円以上のランニングコストの削減が可能となり、

最終処分量の減少も見込まれることになる。市にとって、稼働停止の効果は非

常に大きいものと考えられる。 

沼上清掃工場では、焼却炉の耐用年数が近づいてきており、設備の更新、工

場の再編を検討する時期に来ている。清掃工場の再編においては、灰溶融炉の

稼働停止の実現に向けて、検討を進めていく必要があると考える。 
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（Ⅱ）沼上資源循環センター 

【概要】 

〇設備の概要 

沼上資源循環センターの主な設備と処理能力は、次のとおりである。 
 

施設名 処理能力 

不燃・粗大ごみ処理施設 100t/5 時間 

ペットボトル処理施設 5t/5 時間 

溶融スラグ処理施設 55t/5 時間 

啓発施設 －時間 

 

また、沼上資源循環センターの建設計画時において、各施設に必要な処理能

力の検討が行われている。処理能力の算式、算定の基礎となった数値等は、次

のとおりである。 
 

施設規模（t/日）＝ 計画日平均処理量（t/日）× 月変動係数 ÷ 実稼働率 

 

 
計画日平均 

処理量 
月変動係数 実稼働率 施設規模 

不燃・粗大ごみ 55.7t/日 1.15 

0.668 

96≒100(t/日)  

ペットボトル 2.1t/日 1.38 5(t/日) 

溶融スラグ 36.6t/日 1.00 55(t/日) 
 

※計画日平均処理量： 計画目標年次（平成 29年度）における日平均処理量 

 不燃・粗大ごみ （リサイクルプラザﾞ不燃粗大搬入量） 

 ペットボトル （リサイクルプラザﾞペットボトル搬入量） 

 溶融スラグ （沼上清掃工場溶融スラグ量） 

月変動係数   ： 月間日平均処理量をその年の年間日平均処理量で除したもの 

 不燃・粗大ごみ （ごみ処理施設構造指針解説） 

 ペットボトル （平成 13～17 年間平均値） 

 溶融スラグ （灰溶融施設で貯留可能なため） 

実稼働率    ： 土日 102 日+年末年始 4 日+補修点検による停止 15 日を想定し、

以下の算定式により実稼働率を設定する。 

(365-121)÷365＝0.668 
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〇設備投資額 

公有財産台帳から、監査人側で集計した設備投資の額は、次のとおりである。 
 

施設名 建物設備関連 機械設備関連 合計 

不燃・粗大ごみ関連 959,199 千円 1,379,845 千円 2,339,044 千円 

ペットボトル関連 134,510 千円 156,756 千円 291,267 千円 

溶融スラグ関連 244,484 千円 302,892 千円 547,376 千円 

啓発施設関連 343,816 千円 － 千円 343,816 千円 

既存施設解体工事 379,500 千円 － 千円 379,500 千円 

合計 2,061,511 千円 1,839,494 千円 3,901,005 千円 

 

〇基本計画 

資源循環センター施設基本計画報告書（平成 19 年 3 月）には、計画策定の背

景と目的について、以下のように記載されている。 
 

1.1 計画策定の背景 

 静岡市では、不燃・粗大ごみ処理を行う施設として、旧沼上、西ケ谷、

清水の３清掃工場に破砕処理設備を有している。このうち、西ケ谷清掃工

場は昭和 53 年に竣工したが、現在、新工場建設に伴い廃止している。また、

清水工場は昭和 53 年に竣工したが、施設の老朽化等により現在は休止して

いる。旧沼上清掃工場は昭和 50 年に竣工し、既に 30 年以上を経過してお

り、施設の老朽化が進んでいるが、なお、現在においても補修をしながら

稼働している。 

 このような状況から、旧沼上清掃工場の敷地を利用した施設整備を計画

する。 

1.2 計画策定の目的 

 「仮称 資源循環センター(以下、「本施設」という。）」は、環境への負

荷が少ない廃棄物処理システムの構築を目指し、出来る限りごみの資源

化・減容化が図れるなど、資源循環型社会に適合した中間処理施設として、

啓発施設、粗大ごみ処理施設、ペットボトル資源化施設、スラグ資源化施

設で構成する計画である。 

 したがって、本計画はごみ処理基本計画等を十分考慮するとともに、既

存施設の状況及びごみの処理状況を十分に踏まえて行うものとする。 
 

こうした背景と目的から、沼上資源循環センターは、平成 23 年 5 月に竣工し

ている。  
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１．設備投資の必要性について 

（１）ペットボトル処理施設 

【現状】 

① 設備投資の経済効果 

ペットボトルの処理業務については、平成 22 年度以前は、外部業者に委託し

ていた。委託業者は、葵・駿河区のペットボトル収集運搬業者と同じ業者であ

り、ペットボトルの収集運搬業務と処理業務を、同じ契約内で処理していた。 

平成 23 年度以降は、沼上資源循環センター内に新たにペットボトル処理施設を

整備したことにより、ペットボトル処理業務は沼上資源循環センターで行うこ

ととなった。ただし、沼上資源循環センター内でペットボトル処理を行える市

の職員がいるわけではないため、業務は外部へ委託している。 

 

１）委託料 

平成 22 年度からの３年間において、ペットボトルの運搬と処分に要した委託

料は、次のとおりである。 
 

（単位：千円） 

年度 処理場所 
運搬 

（葵・駿河区） 
処分 合計 

対 H22 

年度比 

H22 外部委託 28,875 運搬に含む 28,875 － 

H23 循環センター 10,815 13,125 23,940 △4,935 

H24 循環センター 10,815 12,600 23,415 △5,460 

 

これを見ると、ペットボトル処理設備を整備した平成 23 年度からは、委託料

が 500 万円程度減少していることがわかる。 

 

２）需用費 

委託料が減少している一方で、平成 23 年度以降は、ペットボトル処理施設を

所有することに伴い、光熱費（主に電気代）やメンテナンス費用等の維持費用

が発生する。 

「沼上清掃工場ペットボトル処理業務仕様書」では、市の負担する費用につ

いて、次のように定められている。 
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６．費用負担 

（１）本市が負担する費用及び支給・貸与する物件は次のとおりである。 

ア 電気・ガス・水道等の光熱水費に関する費用 

イ 別表(Ⅰ)に掲げる設備の補修・検査・オーバーホール等に関する費用 

ウ 潤滑油・補助材料・部品・副資材・その他消耗品等 

エ 作業用機器・工具類等 

オ 記録及び報告に必要な用紙類 

カ 委託業務に必要な設備等 

   事務室及びこれらに付随する設備等 

キ その他受託者負担以外の費用又は物件 

（注）上記イ別表（Ⅰ）に掲げる設備とは、ペットボトル処理設備一式のことである。 

 

ペットボトル処理施設のメンテナンス費用は、設備導入後２年間、すなわち、

平成 23、24 年度は瑕疵担保期間であり、発生するのは平成 25 年度以降となる。 

平成 25 年度以降の需要費（修繕料）の概算所要額は、以下のとおりである。 
 

年度 金額  

平成 25 年度 3,698 千円 

※ 平成 25、26 年度は予算要求額、 

27 年度以降は総合計画記載額による。 

平成 26 年度 －千円 

平成 27 年度 19,800 千円 

平成 28 年度 36,000 千円 

平成 29 年度 －千円 

平成 30 年度 19,800 千円 

平成 31 年度 8,400 千円 

平成 32 年度 33,500 千円 

合計 121,198 千円  
 

この８年度だけでも、平均すると、年間 15,150 千円の需要費が発生する見込

みである。ペットボトル処理施設の耐用年数は 16 年である。一般的には、年数

が経過するほど、維持修繕に要する費用は多額となっていくため、平成 32 年度

以降の需用費は増加すると予想される。よって、この施設を耐用年数と同じ 16

年間使用した場合には、平均で 15,150 千円より多額の需要費が発生する可能性

が高いと考えられる。 

なお、電気代については、ペットボトル処理施設単独での金額まで、把握す

ることができないため、ここでは、電気代の影響については、検討を省略して

いる。平成 24 年度の資源循環センター全体（不燃処理施設、ペットボトル処理

施設、スラグ処理施設、啓発施設）での電気代は 18,755 千円（実績）であった。  
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３）償却費 

ペットボトル処理施設に対する投資金額から、年間の償却費を算定すると、

13,817 千円となる。内訳は次のとおりである。 
 

設備名 投資金額 耐用年数 年間償却費 

建物 122,609 千円 38 年 3,226 千円 

建物附属設備 11,901 千円 15 年 793 千円 

処理施設関係 156,756 千円 16 年 9,797 千円 

合計 291,267 千円  13,817 千円 

（※）耐用年数：建物は鉄骨鉄筋コンクリート造、工場用その他のものの年数を適用。 

年間償却費：投資金額を耐用年数で除したものを記載している。 

 

以上、ペットボトル処理施設の委託料、需用費（修繕費）、償却費について見

てきたが、それらの平成 22 年度（施設導入前）と平成 25 年度以降の負担額を

比べたものが、次の表である。 

（単位：千円） 

 
平成 22 年度 

(A) 

25 年度以降 

(B) 

差額 

(B)－(A) 
備考 

委託料 28,875 10,815 △18,060 ※1 

修繕費 －  15,150 ＋15,150 ※2 

償却費 －  8,705 ＋8,705 ※3 

合計 28,875 34,670 ＋5,795  

※1 平成 25 年度以降は平成 24 年度実績を利用 

※2 平成 25 年度以降８年度分の平均値を利用 

※3 監査人算出の上記金額 13,817 千円から、国庫補助金による負担分（37％）として

5,112 千円を控除 

 

このように、ペットボトル処理施設を導入した結果、委託料は減少するもの

の、修繕費と償却費が増加することにより、市の負担額はかえって増加してい

ることがわかる。しかも、ここでは、導入後の金額に光熱費を含めていないた

め、実際には、これ以上の負担増が生じることになる。 

市は、こうした負担増となる施設の建設に多額の金額を投入したことになる。 

この設備投資について、建設時における投資効果を検証した資料の提出を求

めたところ、施設全体としての費用対効果分析（Ｂ/Ｃ分析）はあるものの、ペ

ットボトル処理施設についての具体的な資料はないとのことであった。 

そこで、以下では、資源循環センター建設当時において、どのような検討過

程があったのかについて、調査を行ってみた。  
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② 資源循環センター建設時の検討過程 

資源循環センターの建設時には、「静岡市資源循環センター建設事業検討委員

会」が設置されている。この委員会は、「静岡市資源循環センター建設事業検討

委員会設置要綱」によると、資源循環センターの建設に関し必要な事項を審議

するために設置されたものである。審議すべき必要な事項として定められてい

るのは、以下のとおりである。 

 

１ 資源循環センターに設置する破砕機等の機種選定に関すること。 

２ 資源循環センターに係る参考見積徴収メーカーの検討に関すること。 

３ 資源循環センターの基本計画及び発注仕様書策定に関すること。 

４ 資源循環センターの基本計画及び発注方法の検討に関すること。 

５ 前各号に掲げるもののほか、資源循環センター建設に関し必要な事項 

 

これらの事項の審議のため、平成 18 年 11 月 13 日に開催された第２回静岡市

資源循環センター建設事業検討委員会議事録には、以下の議事内容が記録され

ている。 

 

対策監 ： ペットボトルだが、清水工場でやっていることをここでやると

いうが、その程度に考えているのか。補助金を得るためにペッ

トボトル圧縮梱包の施設を入れてあるのか。また、将来のごみ

処理を見据えたとき、資源循環センターでペットボトルを行っ

た方が良いという議論を行ったのか。 

事務局 ： 補助金をもらうという条件の中でリサイクルプラザしかなか

った。その中で何をリサイクルするかという中でペットボトル

の梱包圧縮を挙げ、それとともに破砕機やスラグ磨砕機を設置

することを国に認めてもらった。 

処理課長 ： 静岡市のペットボトル全量をここで処理するのか。 

事務局 ： そういうこと。 

廃政課長 ： 収集の形態としては残る。ペットボトルの施設としては１箇所

にまとめ、運転を委託という考え方。 

また、現在、静岡リサイクルにおけるペットボトル圧縮梱包の

機器はリースで行っていて、資源循環センターが完成するころ

にはリースが切れる。 

対策監 ： そういうことを議論し、一元化するという方向がでたなら良い

が。 
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廃政課長 ： 補助金の関係上、この形にせざるを得なかった。 

委員長 ： 資源循環センターには不燃粗大ごみとかあるが、ペットボトル

等がないとリサイクルプラザにならないのか。 

事務局 ： ならない。 

対策監 ： 富厚里でやっているペットボトル圧縮梱包が役所の業務にな

る。その辺もよくよく見据えて施設を計画したほうが良いので

は。補助金のことをまともに取り組むのはどうか。 

廃政課長 ： ペットボトルの清水清掃工場への収集を廃止し、資源循環セン

ターへもってくる。旧静岡では民間委託。これでは設備投資の

考えとしては難しい。旧静岡と旧清水で回収の方式が違うのは

問題では。 

事務局 ： ペットボトル圧縮梱包にどのくらいお金をかけるか、後々のこ

とも踏まえ、もう一度検討。 

処理課長 ： 今回のペットボトル等の施設は補助のためにやっていること、

市全量のペットボトルをここに受入れることは理解した。 

 

このやり取りを見ていると、ペットボトル処理施設は、国庫補助の対象とす

るために、設備投資を行うことにした経緯がうかがえる。 

確かに、沼上資源循環センターでは、次のように、総事業費の 37％が国庫補

助金で賄われており、補助の額も多額となっている。 

 

財源内訳 金額 

 国庫補助金 1,448,357 千円 

 市債 2,003,000 千円 

 その他特定財源 121,950 千円 

 一般財源 327,699 千円 

 総事業費 合計 3,901,006 千円 

 

しかし、本来は、施設の必要性の議論が先にあって、それから国の補助を受

けるというのが、あるべき順序である。少なくとも、議事録を見る限り、ペッ

トボトル処理施設そのものの必要性が語られてはいない。 

そこで、処理施設の必要性について、検討した資料の提出を求めたところ、

具体的な資料はないとのことであった。 
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【指摘事項】 

ペットボトル処理施設については、その検討過程を見ると、補助金ありきの

建設として、議論が行われているだけであり、施設の必要性についての議論が

行われていない。また、市が施設の必要性について、具体的に検討した資料も

ない。さらに、ペットボトル処理施設単独での経済的効果を検証した資料もな

く、現状では、ペットボトル処理施設を建設したことにより、市の負担額はか

えって増加する結果となっている。 

現存している資料を見る限り、ペットボトル処理施設を建設する合理的な理

由は見当たらないと言わざるを得ない。こうした設備投資は、市民の納得が得

られるものではない。 

多額の投資をしている以上、市は、ペットボトル処理施設の必要性について、

市民に説明する責任があると考える。 

 

 

 

（２）溶融スラグ処理施設 

【概要】 

〇施設の必要性 

沼上資源循環センター内の溶融スラグ処理施設は、沼上清掃工場の灰溶融炉

で生成された溶融スラグを加工して粒を整え、利用価値の高いスラグにするた

めに、導入された設備（スラグ磨砕機）である。 

沼上清掃工場では、平成 16 年３月に灰溶融炉が建設され、すでに溶融スラグ

が生成されていた。しかし、このスラグは粒が粗いものであったため、有効利

用の用途が極めて限定的なものとなっていた。 

そこで、沼上資源循環センター内で溶融スラグ処理を行うことによって、ス

ラグの品質を向上させて、新たな利用用途に活用されるようになっている。 

 

〇施設の処理能力 

沼上資源循環センターの溶融スラグ処理施設は、「受入ホッパ」－「溶融スラ

グ定量切出装置」－「スラグ粒度選別装置」－「スラグ加工（整粒）機」－「ス

ラグ加工（整粒）物搬出コンベヤ」のラインが２系列ある。 

施設の処理能力は、２系列で１日当たり 55 トンである。 
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【現状】 

① 稼働率 

沼上清掃工場から生成されたスラグの年間処理量、１日当たり平均処理量、

溶融スラグ処理施設の稼働率は、以下のとおりである。 
 

年度 年間処理量 
１日当たり 

平均処理量 
稼働率 

平成 22 年度 2,459.4 ｔ － ｔ －％ 

平成 23 年度 3,549.3 ｔ 14.5 ｔ 26.4％ 

平成 24 年度 5,343.7 ｔ 21.9 ｔ 39.8％ 

  ※１日当たり平均処理量：年間処理量÷稼働日数 244 日 

   稼働率：１日当たり平均処理量÷処理能力（55t/日） 

 

沼上資源循環センター内に溶融スラグ処理設備が導入された平成 23年度以降

は、溶融スラグの処理量が増加していることがわかる。しかし、１日当たり 55

トンという処理能力からすると、溶融スラグの処理量は少なく、稼働率は平成

24 年度でも 39.8％しかない。 

２年続けて、稼働率が 50％に達していないことからすると、現在の処理能力

の半分でも十分だったのではないか、と考えられる。この点について、市の見

解を確認したところ、回答は以下のとおりであった。 
 

平成 24年 4月 1日付で溶融スラグ有効利用ガイドラインの見直しが実施

され、沼上清掃工場の溶融スラグ混合砂の埋戻材への活用に方向転換する

ことになった。しかしながら、その供給範囲は清水区市街地（旧清水市域）

に限定されているため、その有効利用は清水区内の公共工事量に左右され

てしまうことになっていた。そのため沼上清掃工場の溶融スラグの需要が

少なく、スラグ磨砕機の稼働率が低くなっていた。 

平成 25 年度下半期に至り、販売者組合業者の製品（溶融スラグ入り混合

砂）加工能力が軌道に乗ったことに加え、清水区内の土木関連工事の発注

が進み、その工事の進捗により今後の今年度内需要量（申込量）が約 8,000t

（平成 25 年 4 月から 10 月までの生産量約 4,000t）に達していて、沼上清

掃工場にもそれに対応したスラグ処理の増量が要請されている。 
 

平成25年度の現状としては、スラグの需要が増加しているため、結果として、

稼働率は上昇するようである。しかし、設備投資の意思決定を行った時点では、

このような状況を想定していたとは考えにくい。 
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この点について、建設当時に投資効果を検討した資料の提出を求めたところ、

具体的な資料の提出はないとのことであった。意思決定の時点で、十分な検討

がなされていたのか、疑問の残るところである。 

 

② 西ケ谷清掃工場でのスラグ生成 

平成 22 年度より、西ケ谷清掃工場において、シャフト炉式ガス化溶融方式に

よる新設備が稼働している。このガス化溶融炉からも、溶融スラグは生成され

ている。沼上のスラグと比べると、西ケ谷で生成されるスラグは、磨砕機にか

けなくても、粒が細かく、有効利用しやすいとのことである。 

また、西ケ谷新清掃工場建設の際の発注仕様書には、以下の記載がある。 

 

第 14 節 その他 

３．溶融スラグの有効利用 

本施設より排出される溶融スラグは公共工事等への全量有効利用予定で

ある。そのため、第３章第４節の「３．溶融固化物（スラグ）の規格」に

示す規格を満足できない溶融スラグについては、全量請負人が引き取りを

行うこと。ただし、将来的に予見できない規格変更については対象としな

いものとする。 

 

ここで、第３章第４節に定める「溶融固化物（スラグ）の規格」とは、次の

ものである。 

 

JIS A 5032「一般廃棄物、下水汚泥又はそれらの焼却灰を溶融固化した

道路用溶融スラグ」及び JIS A 5031「一般廃棄物、下水汚泥又はそれらの

焼却灰を溶融固化したコンクリート用溶融スラグ骨材」の規格を満足する

こと。 

このうち、JIS A 5032「一般廃棄物、下水汚泥又はそれらの焼却灰を溶

融固化した道路用溶融スラグ」における溶融スラグの種類は F-2.5 に適用

し、JIS A 5031「一般廃棄物、下水汚泥又はそれらの焼却灰を溶融固化し

たコンクリート用溶融スラグ骨材」における溶融スラグの種類は MS-5 また

は MS-2.5 に適用するものとする。 

 

この発注仕様書によれば、西ケ谷清掃工場で発生した溶融スラグで有効利用

できないものはなく、有効利用できないようなものが生成された場合でも、請

負人の責任で全量処理することになっている。 
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このように、西ケ谷で生成されるスラグの品質の高さ、その後の利用状況等

を考慮すると、溶融スラグを有効に活用するためには、西ケ谷工場の稼働率を

上げて、西ケ谷の生成量を多くし、沼上の生成量を抑制したほうが効率的と考

えられる。そうすれば、沼上の溶融スラグ発生量は減るわけだから、やはり、

資源循環センターの溶融スラグ処理施設は、現状の半分の処理能力でも余りあ

るほどの能力があることになる。 

そこで、西ケ谷新清掃工場の建設時における各種会議体の議事録を閲覧した

ところ、こうしたことを検討した記録はなかった。 

 

仮に、西ケ谷と沼上のスラグの品質の比較や、両工場の稼働率、最適配分に

よるスラグ生成量など、多角的な検討がされていたとすれば、１日当たり 55 ト

ンの処理施設の建設がなされていたかは疑問である。 

溶融スラグ処理施設の金額については、公有財産台帳では、「受入ホッパ」か

ら「スラグ加工（整粒）物搬出コンベヤ」までで 242,175,000 円である。半分

の処理能力で十分だったとすると、投資額も、その半分の金額で十分だったこ

とになる。 

 

 

【指摘事項】 

沼上資源循環センターの建設時においては、溶融スラグ処理施設の設備投資

の効果が、事前に十分に検証されていたとは言えない状況であった。 

資源循環センターでは、１日当たり 55 トンの溶融スラグ処理施設が導入され

ているが、西ケ谷のスラグの品質や稼働状況など、多角的な検討が十分に行わ

れていれば、半分の処理能力の投資でも十分であった可能性がある。 

このような多額の設備投資を行う際には、事前に十分な検証プロセスを経て

おくことが必要と考える。 
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（３）啓発施設 

【概要】 

資源循環センター施設基本計画報告書（平成 19 年 3 月）には、啓発施設の必

要性と重要性について、以下のように記載されている。 

 

5.1 啓発施設の必要性と重要性 

5.1.1 理念・目標 

 （一部省略） 

 「発生抑制・排出抑制計画」では「①資源ごみを除く収集ごみ量をトレ

ンド推計結果より 10％減量化することを目指す、②直接搬入量をトレンド

推計結果より 20％減量化することを目指す」という基本目標を掲げている。

また、「資源化計画」では「再生利用量を平成 15 年度に比べて 1.4 倍以上

（再生利用率 22.4％）にすることを目指す」という基本目標を掲げている。 

5.1.2 必要性と重要性 

 上述した 2つの計画に係る目標については、基本計画の基本理念を実現

するとともに基本目標を達成するためには、市民・事業者・行政が協働し、

努力をすることが必要である。 

「発生抑制・排出抑制計画」に係る市民・事業者の責務としては「使い捨

て商品の購入・使用抑制」、「使い捨て商品の購入・使用・提供の抑制」な

ど、ごみとなるものの発生抑制・排出抑制が挙げられる。 

 また、「資源化計画」に係る市民・事業者の責務としては、「分別排出の

徹底」、「再生利用しやすい製品の購入・使用」などの行動が示されている。 

 一方、これに対して市（行政）は市民・事業者が行動を起こしやすく、

あるいは行動をサポートするために、施策を実施することになる。具体的

には「清掃事業等に関する積極的な情報公開」、「環境情報の発信等の啓発

活動の推進」、「環境セミナー等の開催」が考えられ、これらの施策を積極

的に実施するためには、その拠点となる施設が必要不可欠であり、かつ重

要な役割を担うこととなる。 

5.1.3 啓発施設に対する市民ニーズ 

 市では既存の焼却処理施設で年間約 7,000 人の施設見学者を受け入れて

おり、そのうち約 5,000 人が小学 4年生で、主に、ごみ処理の仕組みの説

明を行っている。児童からの感想としては、施設見学を通して焼却処理施

設の必要性や仕事の大変さだけでなく、ごみ減量・リサイクルの大切さを

認識してくれていることが読みとれると同時に、さらなる学習を望んでい

ることが読みとれる。このように、学習意欲があり、感受性豊かな将来の
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ある児童に対して「施設見学」のみならず、4R の意味・意義・実践方法を

教育することが重要であり、啓発施設の主な対象者に考える必要がある。 

 一方、平成 15 年度に実施された「市民環境意識調査」によると、『環境

を守るために市民自らができることは』という設問に対する回答として最

も多かったのが『ごみ減量やリサイクルに取り組むべき』であり、このよ

うな考えを多くの市民が期待していることが伺える。そのため、これらの

市民が行動を起こさせるような「環境セミナー」の実施や、清掃行政全般

に係る情報を発信するなどの啓発活動を実施する場の提供が必要となって

いる。 

 

こうしたことから、平成 23 年 5 月に、沼上資源循環センター啓発施設が開館

している。 

 

【現状】 

市が毎年作成している「清掃事業概要」には、「啓発活動」として「沼上資源

循環センター啓発施設の運営」が記載されている。 

実施事業は、①環境講座の開催、②環境大学の開設、③講座・イベントの開

催であり、平成 24 年度と 25 年度の実績は、以下のとおりである。 

 

実施事業 指標等 平成 24 年度 平成 25 年度 

環境講座の開催 
参加小学校数 60 校 81 校 

参加小学生数 5,063 人 5,981 人 

環境大学の開設 
講座数 29 講座 29 講座 

修了生数 24 人 25 人 

講座・イベントの開催 
講座・イベント開催数 18 回 32 回 

参加者数 1,255 人 1,957 人 

 
 

【意見】 

これを見ると、啓発施設開館後、利用者数が拡大していることがわかる。 

また、施設開館後に、新規事業として実施されている環境大学は、市民や企

業の参加を受け、環境学習リーダーの育成を図り、地域や企業で活躍していた

だいているとのことである。 

今後も引き続き、充実した啓発施設を利用して、市民への啓発事業を効果的

に行うことが期待される。  
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２．ペットボトル処理業務 

【現状】 

ペットボトル中間処理（選別、圧縮、減容、梱包、保管）業務については、

静岡リサイクル事業協同組合に、単独随意契約で業務委託している。 

平成 24 年度における単独随意契約の理由は、以下のとおりである。 

 

【見積参加者が１者である理由】 

ペットボトル中間処理（選別、圧縮、減容、梱包、保管）の実績があり、

適切な管理体制がとれるのは、上記業者しかいない。 

 

平成25年度においても、この業務委託が行われているが、こちらについては、

３者間での見積合せが行われている。見積合せは５者程度で行うのが通常であ

るため、これについては、見積参加者が基準どおりでない理由として、以下の

記載がされている。 

 

【見積参加者が基準どおりでない理由】 

静岡市内で、ペットボトル中間処理（選別、圧縮、減容、梱包、保管）の

実績があり、適切な管理体制がとれるのは、上記３者しかいない。 

 

平成 24 年度と平成 25 年度を比較すると、仕様書の内容は特に変わらないが、

「適正な管理体制がとれる」業者数が、１者から３者に増加している。 

 

平成 25 年度から見積合せを行った理由としては、「当該業務を実施できる業

者が他にもいることから、見直しにより見積合せを実施した」との回答であっ

た。しかし、平成 25 年度から見積参加者となった２者は、平成 24 年度以前か

ら存在している業者である。そのうえ、平成 25 年度には、「静岡市内で」とい

う限定がついているが、24 年度には、そのような限定はない。 

 

また、平成 24 年度と 25 年度の契約金額等は、以下のとおりである。 

 

年度 積算金額 契約金額 契約率 

平成 24 年度 13,713,000 円 12,600,000 円 91.9％ 

平成 25 年度 14,217,000 円 7,140,000 円 50.2％ 
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平成 25 年度も、受託業者は平成 24 年度と同じ業者である。しかし、見積合

せ（３者中１者辞退、見積書提出２者）を行った結果、前年度の契約金額より

も、5,460,000 円低い（前年比約 57％）金額での契約となっている。 

平成 25 年度の見積合わせの結果を考察すると、平成 24 年度までは、単独随

意契約であったため、受託業者は、それほど下げた金額で見積書を提出してい

なかった。ところが、平成 25 年度は、見積合わせを実施したために、低い金額

の見積書を提出してきたことが推測される。つまり、見積合わせの実施によっ

て、競争原理が働き、契約金額を引き下げる結果となったことがわかる。 

ペットボトル処理業務は、平成 23 年度から委託契約が行われており、平成 23

年度、平成 24 年度においても見積合わせを実施していれば、実際の契約金額よ

り低い金額で契約ができた可能性が高い。 

 

 監査人としては、このように考えていたのだが、後日、単独随意契約の理由

について、市から次のような説明があった。 
 

ペットボトル減容設備は、静岡市として初めて導入する設備であるため、不

測の事態に対応できる業者は、前年度、葵・駿河地区のペットボトルの減容処

理を行っており、処理能力に余力のある同業者以外にないため、単独随意契約

とした。平成 25 年度は、１年間の稼働状況をみて、安定稼働が見込まれること

から、ペットボトル減容の実績のある３者の見積り合わせを行った。 
 

設備導入当初は、設備の安定稼働が不確実であったため、不測の事態を考慮

し、処理能力に余力のある業者との単独随意契約としていたが、その後は、安

定稼働が見込まれたため、３者の見積合わせに変更したということである。 

 

 

【指摘事項】 

このように、市から説明を受ければ、単独随意契約とする理由が把握できる

のだが、先に示した市の資料（見積参加者表に記載されている内容）だけでは、

単独随意契約の理由を明確に把握することは困難である。 

 単独随意契約の理由については、市民が読んだ時でも、内容が十分に把握で

きるように、具体的に記載しておく必要があると考える。 
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３．工事検査合格通知書について 

【指摘事項】 

資源循環センター工場棟建設工事の工事検査関係綴りを確認したところ、「平

成 19年度廃政第 3号仮称資源循環センター工場棟建設工事における建設工事検

査合格通知書（中間）について（建築電気設備分）」には、資源循環センターで

はなく、新西ケ谷清掃工場の建設工事検査合格通知書が添付されていた。 

工事が同時期に行われていた関係で、事務手続も同時期に行われており、資

源循環センターの工事検査関係綴りの表書きを利用して、新西ケ谷清掃工場建

設工事の資料を作成したものの、表書きを変更するのを忘れていたとのことで

ある。 

表書きと中身が違っているにもかかわらず、複数人の供覧者の押印もなされ

ており、誰も誤りに気付かなかったのか疑問の残るところである。 

資料作成者、供覧者ともに、注意深い対応が求められる。 

 

 

４．公有財産台帳の記載金額について 

（１）資産の過小計上 

【現状】 

静岡市財産管理規則では、公有財産台帳に記載すべき価額について、以下の

ように定めている（以下、関係する部分のみを抜粋）。 
 

（台帳価額） 

第 48 条 公有財産台帳に記載すべき公有財産の価額は、購入に係るものは購

入価額、交換に係るものは交換当時における評定価額、収用に係るものは補償

価額、その他のものは次に掲げる区分によって定めなければならない。 

(３)建物及び工作物並びに船舶その他の動産については、建築費又は製造費 

２ 前項第 3号に規定する建築費又は製造費は、次に定めるところにより算出

するものとする。 

(１)請負工事の場合は、その請負金額。ただし、無償で支給した材料がある場

合は、その材料の購入価額又は評定価額を加算する。 

 

公有財産台帳上、沼上資源循環センターの建設施設（啓発施設に係るものを

除く）の価額は、以下の金額となっている。 
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工種別 金額 

各種設備 1,623,173 千円 

土木建築工事 1,011,250 千円 

合計 2,634,423 千円 

 

一方、建設業者からの出来高調書では、上記の金額のほか、下記の支出も記

載されている。 
 

工種別 金額 

雑設備 25,000 千円 

廃焼却施設解体工事 300,620 千円 

共通仮設費 52,215 千円 

現場管理費 40,541 千円 

一般管理費 277,199 千円 

消費税相当額 166,500 千円 

合計 862,076 千円 

 

このうち、廃焼却施設解体工事は、旧設備の解体に対するものであり、新設

備の価格として、公有財産台帳に計上するべきものではない。 

一方、雑設備、共通仮設費、現場管理費、一般管理費については、各種設備

の製造や土木建築工事に付随する費用であり、請負工事契約において、建築費

や製造費として請負金額に含まれるものである。よって、これらは、公有財産

の価額に含めるべきものである。 

また、消費税相当額についても、市は消費税の納税義務者でなく、税抜処理

をする必要はないため、公有財産の価額に含まれるべきものである。 

 

 

【指摘事項】 

結果として、公有財産台帳の金額が、本来あるべき額と比較して、561,456 千

円過小に計上されている。公有財産台帳の金額を修正する必要がある。 

 

 

  



 

- 86 - 

 

（２）最終出来高調書との相違 

【現状】 

資源循環センター建設施設について、公有財産台帳への記載金額は、受託業

者からの出来高調書に基づいて算定されている。 

しかし、市が使用している出来高調書は、最終の出来高調書ではなかった。 

市の計算金額と、監査人が最終の出来高調書により試算した金額とでは、以

下のとおり、相違している部分があった。 

 

区分 工種別 
市の出来高調書 

（Ａ） 

最終出来高調書 

（Ｂ） 

差額 

（Ａ）－（Ｂ） 

資源化施設建設費 配管設備 9,653 千円 10,113 千円 △460 千円 

電気計装設備 119,602 千円 115,621 千円 3,981 千円 

土木建築工事 1,011,250 千円 1,013,900 千円 △2,649 千円 

雑設備 25,000 千円 26,500 千円 1,500 千円 

共通仮設費 46,919 千円 46,928 千円 △9千円 

現場管理費 34,424 千円 34,332 千円 92 千円 

一般管理費 249,832 千円 249,286 千円 545 千円 

廃焼却施設解体費 廃焼却施設解体費 300,620 千円 300,616 千円 3 千円 

一般管理費 27,367 千円 27,370 千円 △3千円 

 

 

【指摘事項】 

出来高調書は、工事の進捗によって、工種別内訳の見直しが行われるため、

適宜内訳が変更されている。公有財産台帳への計上は、最終の出来高調書に基

づいて行う必要がある。 
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（Ⅲ）清掃工場関係 

１．西ケ谷清掃工場ごみ溶融炉設備運転業務 

（１）予算の設計 

【現状】 

西ケ谷清掃工場では、ごみ溶融設備の運転業務を日鉄環境プラントソリュー

ションズ㈱（現 日鉄住金環境プラントソリューションズ㈱）に単独随意契約

で委託している。単独随意契約の理由は、以下のとおりである。 
 

【見積参加者が１者である理由】 

西ケ谷清掃工場のごみ溶融設備は、新日鉄エンジニアリング㈱が設置した

もので、ごみ溶融設備の運転に関する特殊な技術、知識を習得しているの

は系列会社の日鉄環境プラントソリューションズ㈱だけであり、他者では

ごみ溶融設備の運転を実施することができない。 
 

西ケ谷清掃工場は、建設時において、一般競争入札の「総合評価落札方式」

で落札者を決定している。「総合評価落札方式」とは、競争参加者に技術提案等

を求め、価格以外の面でも、競争参加者の能力を審査・評価し、その結果を合

わせて、契約の相手方を決定する方式である。総合評価の実施にあたり、市は、

各種の技術提案書を入札者に提出させて、審査を行っている。 

 

この提案書は、提案時に提出されるのみでなく、西ケ谷清掃工場の「建設工

事請負仮契約書」にも編纂されている。「建設工事請負仮契約書」中には、「提

案内容の履行に関する特約事項」があり、第４条第１項では、以下のような定

めがある。 
 

第４条 本契約に係る業務に引き続き、甲が、その他コストに関する仕様

書（以下「仕様書」という。）に記載する運転等業務の委託を行う場合は、

甲の予算の範囲内において、特に支障があると認められるときを除き、乙

の提案した内容に基づき、当該運転等業務を委託する。 

※「建設工事請負仮契約書」は「仮」契約書となっているが、議会の議決を得たときに

仮契約書を本契約書とみなす旨の条項が含まれている。 

 

この特約事項によると、西ケ谷清掃工場のごみ溶融設備の運転業務について

は、基本的には、設備落札者の提案した内容に基づいて、委託することになる。 

その内容については、総合評価の実施時に提出されており、「様式３その他コ

ストに関する提案書」に記載されている。 
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この様式３（添付資料も含む）を見ると、設備の竣工後 10 年分の運転等業務

委託費について、金額が提示されている。落札業者が入札時に提出した運転業

務委託費の金額は、以下のとおりである。 

 

費目 
金額 

1 年目 2～10 年目 

従事者の人件費・物件費 237,600 千円 237,600 千円 

必要な作業工具及び消耗品費 10,400 千円 － 千円 

市から貸与される以外の備品等 7,400 千円 － 千円 

ｽﾗｸﾞｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞまでの小運搬用車両 2,420 千円 2,420 千円 

ｽﾗｸﾞ積込み用重機 1,100 千円 1,100 千円 

委託費（税抜）   258,920 千円 241,120 千円 

委託費（税込） ※ 271,866 千円 253,176 千円 

※ 提案書では、税抜金額のみ記載されているが、ここでは、監査人側で税抜金額に

1.05 を乗じたものを委託費（税込）として追加記載している。 

 

西ケ谷清掃工場の設備の稼働開始は、平成 22 年度であり、平成 24 年度まで

に、稼働開始から３年が経過している。過去３年の委託契約金額は、以下のと

おりである。 

 

年度 予算 契約金額 契約率 

平成 22 年度 271,866 千円 271,845 千円 99.99% 

平成 23 年度 253,176 千円 253,176 千円 100% 

平成 24 年度 267,876 千円 267,876 千円 100% 

 

市は、先の特約に基づき、平成 22 年度と 23 年度は、提案書と同額の金額を

予算としている。ただし、平成 24 年度については、提案書の金額よりも、14,700

千円増額している。これは、平成 24 年度は、溶融の際の撹拌作業を行うクレー

ン運転手の人数を２人増員したことによるものである。1人当たり税込 7,350 千

円（※）増額して、予算設計している。 

（※）運転業務委託費の提案内容である「従事者の人件費・物件費」より、 

237,600 千円÷従事者数 34 人≒7,000 千円⇒税込 7,350 千円と計算。 

 

また、契約率については、平成 23 年度と 24 年度は、予算に対し 100%、平成

22 年度もほぼ 100%となっている。 
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このような状況下において、静岡市では、各年度とも予算設計にあたり、設

計書を作成している。設計書の作成方式は、全国都市清掃会議が定める積算基

準によっており、設計書の構成を簡単に示すと、以下のとおりとなる。 

 

種別 細別 

直接業務費 全般管理費・事務事業費 

 保守点検業務費 

 運転操作監視業務費 

 受入管理業務費 

 直接物品費 

 業務管理費 

 技術経費 

 小運搬用車両リース費 

 スラグ積込用重機リース費 

一般管理費等  

業務価格  

 

市の設計書は、全国都市清掃会議が定める積算基準によって作成されている

が、一般管理費率等を調整することにより、最終的には、提案書の金額と同額

になるように作っている。つまり、作成する前から、最終的な金額ありきの設

計書となっている。最終的な金額ありきの設計書を、あえてこの方式で作成す

る必要があるかどうかについては、疑問が残るところである。 

 
 

【意見】 

この業務については、そもそも、契約書の中で、設備の落札業者に業務を委

託する場合には、その業者の提案した内容に基づいて委託することが明記され

ている。基本的には、この委託を意思決定した時点で、先方の提案通りの契約

を行う必要がある。 

市の作成している設計書の項目は、細部にわたっており、作成するには、か

なりの時間を要していると考えられる。多大な時間をかけて、最終的な金額あ

りきの設計書を作成するのであれば、先に述べた提案書様式３の添付資料１と

同様の設計書でことは足りるはずである。 

事務作業の軽減化の観点からも、この委託業務については、設計書そのもの

を作成する必要はないと考える。 
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（２）長期継続契約の検討について 

【現状】 

〇実質的な長期継続契約 

ごみ溶融炉運転業務は、西ケ谷清掃工場が存続する限り、市が実施しなけれ

ばならない業務である。市の職員が実施できなければ、外部業者に委託する必

要がある。実際問題として、市の職員には、西ケ谷清掃工場のごみ溶融炉を運

転できる者はいないため、この業務は、必然的に毎年度、外部業者へ発注する

こととなっている。 

また、単独随意契約の理由にもあるように、設備を設置したメーカーかメー

カー系列の会社でないと、設備の運転ノウハウがないため、委託先も、必然的

にメーカー系列の会社に決まることになる。さらに、前述のとおり、建設工事

請負契約の特約事項として、運転業務の委託を行う場合には、メーカーの提案

内容に基づき、委託することが定められている。 

これらのことは、西ケ谷清掃工場を建設した時から、すでに判明しているこ

とである。そのため、総合評価落札方式による提案書においても、運転業務が

その他コストとして加味されている。 

このような状況は、実質的には、長期にわたって運転等業務委託を契約して

いるのと変わらないものである。 

 

〇長期継続契約の要件 

長期継続契約について、「静岡市長期継続契約を締結することができる契約を

定める条例」（以下、「条例」という）では、以下のように定められている。 

 

地方自治法施行令第 167 条の 17 に規定する条例で定める契約は、次に掲げ

る契約とする。 

（１）物品を借り入れ、又は役務の提供を受ける契約で、商慣習上複数年度

にわたり契約を締結することが一般的であるもの 

（２）物品を借り入れ、又は役務の提供を受ける契約で、毎年度の当初から

物品を借り入れ、又は役務の提供を受けるため、翌年度以降にわたり契約を

締結する必要があるもの 

 

静岡市では、この条例に照らして、契約課が「長期継続契約調査」を実施し

ており、各課から回答があったもののうち、契約課が指定したものについて、

長期継続契約を行っているとのことである。 
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契約課が、長期継続契約の可否を判断するにあたっては、以下の要件をすべ

て満たす業務か否かが、検討されることになる。 
 

a  1 年以上施行期間があるもの 

b  経常的、継続的、反復的に実施する必要のあるもの 

 （年間を通じて行うもので履行の頻度は毎日とする。） 

c  契約期間中に、大幅な仕様の変更が見込まれないこと 

d  契約の適切な施行のために一定の準備期間が必要なもの 

e  競争入札（見積り）により契約相手方を決定できるもの 
 

これらの要件に照らして、長期継続契約の対象とする業務の例示には、「施設

設備運転管理業務」も含まれている。 

 

ここで、「溶融炉設備運転業務委託」については、上記の要件に照らして考え

た場合、「e 競争入札（見積り）により契約相手方を決定できるもの」に該当す

るか否かが問題となると思われる。 

現在の委託契約は、競争入札ではなく単独随意契約で行われており、この点

からは、上記の eの要件を満たしていないことになる。 

しかし、この業務は、設備の特殊性から、運転ノウハウを持っている会社が

特定されているために、単独随意契約となっており、契約の相手方は、設備を

導入した時点で、実質的に決定することになる。設備を導入する時点では、契

約の相手方は、一般競争入札の「総合評価落札方式」により決定されており、

総合評価の内容には、設備の運転業務（10 年間の委託費）も含まれている。 

これらのことからすると、この委託契約の相手方は、工事請負契約の競争入

札によって決定されていると考えることもできる。そうだとすれば、「e 競争入

札（見積り）により契約相手方を決定できるもの」の要件も満たしていると考

えることも可能である。 

 
 

【意見】 

以上、見てきたように、西ケ谷清掃工場のごみ溶融炉の運転業務については、

実質的に、長期継続契約と変わるものではない。この場合、毎年度、委託契約

事務処理を行うよりも、運転業務を複数年契約してしまったほうが、事務の効

率化が図れることになる。 

事務の合理化・効率化・軽減のため、長期継続契約の締結についても、検討

する必要があると考える。 
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２．西ケ谷清掃工場の不燃物等運搬業務と飛灰等運搬業務について 

（１）不燃物等運搬業務の車損料について 

【現状】 

西ケ谷清掃工場に持ち込まれた不燃物と粗大ごみについては、沼上資源循環

センターに運ばれ、処理されることになる。 

この不燃物と粗大ごみを運搬する業務は、単独随意契約で静岡市清掃公社に

委託されている。単独随意契約の理由は、以下のとおりである。 

 

【見積参加者が１者である理由】 

作業員及び特殊運搬車両を常駐させることができ、適切な管理体制がとれ

るのは、上記業者しかいない。 

 

この業務の予算額と委託額等は、以下のとおりであり、契約割合は 99.9％と

非常に高くなっている。 

 

予算額 委託額 契約割合 

9,826,000 円 9,817,500 円 99.9％ 

 

また、予定価格（予算額）を算出するにあたっては、設計書が作成されてい

る。設計内容の概略は、以下のとおりである。 

 

種別・細別 

直接業務費・不燃物等運搬業務 

共通仮設費 

現場管理費 

一般管理費 

業務減価計 

 

このうち、直接業務費については、車両に係るもの（パッカー車損料、タイ

ヤ摩耗費、軽油代）と運転手の人件費に係るものから構成されている。平日運

搬業務の１日当たりの設計金額は、以下のとおりである。 

なお、単価については、基本的には、建設機械等損料表が使用されている。 
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名称 規格 単位 数量 単価 金額 

4t パッカー車      

パッカー車損料 回転式積載容量（4.0 ㎥） 日 1 8,550 円 8,550 円 

タイヤ摩耗費 4t 良好 式 1 293 円 293 円 

軽油  ℓ 9.5 120.5 円 1,144 円 

 小 計     9,987 円 

一般運転手  人 1 13,900円 13,900 円 

 小 計     13,900 円 

計（１日当たり）     23,887 円 

 

仕様書では、平日の他、土曜日にも 0.5 日運搬を行うことになっている。年

間 52 週とすると、平日 52 週×5 日＝260 日、土曜日 52 週×0.5 日＝26 日とな

り、年間で 286 日の稼働が予定されている。 

平日運搬業務を年間 286 日として年間換算すると、以下のようになる。 
 

名称 規格 単位 数量 単価 金額 

4t パッカー車      

パッカー車損料 回転式積載容量（4.0 ㎥） 日 286 8,550 円 2,445,300 円 

タイヤ摩耗費 4t 良好 式 286 293 円 83,798 円 

軽油  ℓ 2,717 120.5 円 327,398 円 

 小 計     2,856,496 円 

一般運転手  人 286 13,900 円 3,975,400 円 

 小 計     3,975,400 円 

計（1年あたり）     6,831,896 円 

 

４ｔパッカー車の車損料は、建設機械等損料表には対応する価格がないため、

予算要求単価表により、車両の基礎価格を 6,500,000 円として、計算されてい

る。一方、平成 24 年度と 25 年度において、市の４ｔパッカー車の購入金額は、

次のとおりとなっている。 
 

購入年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

購入金額（税込） 5,408,550 円 5,223,750 円 

 

車損料として使用されている基礎価格と、市の購入実績とでは、100 万円程度

の差が生じている。市の購入実績が判明している場合には、実績値によって計

算するほうが合理的である。 



 

- 94 - 

 

また、委託契約上、受託者は運搬使用車両届を提出している。過去３年間の

運搬使用車両届に記載されている車両は、以下のとおりであった。 

 

年度 クラス 最大積載量 登録年月 

平成 22 年度 4t 2,150kg 平成 13年 4月 

平成 23 年度 4t 2,100kg 平成 12年 4月 

平成 24 年度 2t 2,050kg 平成 24年 2月 

 

平成 24 年度には、登録して間もない車両を使用しているが、平成 22 年度と

23 年度は、初度登録から 10 年程度経過した車両を使用している。 

このような車両は、耐用年数を経過しているため、市の積算価格と比較して、

公社の経費負担は非常に軽くなっていると考えられる。 

 
 

【指摘事項】 

現状、市の予算設計は、公社の実質的な経費負担額と比べて、多額の金額に

なっている。 

この契約が、単独随意契約ではなく、競争入札または見積合せによる契約で

あれば、参加者は、経費負担が軽くなっている車両を使用することによって、

損料表よりも低い金額の応札を行うことが予想される。それにより、結果とし

て契約金額を低額に抑えることもできると考えられる。しかし、単独随意契約

の場合には、競争原理が働かないため、競争入札や見積もり合せを行った場合

に比べ、契約金額が低下することは期待できない。実際、公社の落札率は 99.9％

であり、100％と変わらない。さらに、公社は市の外郭団体であるため、市は公

社の実態を把握することができる立場にある。 

公社の実態を把握できる立場にあり、かつ、競争原理が働かない単独随意契

約を行っている以上、市の財政負担を削減するためにも、公社の実態に合わせ

た積算を行い、その積算に見合った金額での契約を行う必要があると考える。 
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（２）飛灰等運搬業務の車損料について 

【現状】 

西ケ谷清掃工場飛灰等運搬業務は、西ケ谷清掃工場で発生する飛灰等を、沼

上最終処分場に運搬する業務である。 

この業務も、単独随意契約により、静岡市清掃公社に委託されている。単独

随意契約の理由は、次のとおりである。 

 

【見積参加者が１者である理由】 

特殊運搬車両を有し適切な管理体制がとれるのは、上記業者しかいない。 

 

この業務で運搬の対象となっている飛灰は、その成分に重金属類が多く含ま

れているという特性がある。そのため、飛灰を運搬する際には、一般的なダン

プ車ではなく、密閉性の高い荷台を持つ特殊車両が必要不可欠となる。そこで、

市は、特殊車両を有する公社と単独随意契約を締結しているとのことである。 

 

この業務の設計書の内容を確認していたところ、車両損料の項目には８トン

と記載されていたが、使用されている損料単価は、10 トントラックのものとな

っていた。 

この点について、市の担当者に確認したところ、公社で使用しているトラッ

クは 10 トン規模のものであるため、10 トントラックの損料を使用しているとの

ことであった。また、実際に、10 トントラックの運搬使用車両届が提出されて

いる。 

 
 

【指摘事項】 

実際に 10 トントラックが使用されており、10 トントラックの損料で設計書を

作成するのは妥当な処理である。これは、設計書の車両損料の項目に８トンと

記載されていることが誤りであるため、設計書の記載を 10 トンに改める必要が

ある。 
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（３）土曜日の運搬業務について 

【現状】 

西ケ谷清掃工場の不燃物等運搬業務と飛灰等運搬業務については、ともに直

接業務費の積算日数が、以下のとおりとなっている。 

 

 日数 

平日運搬業務 245 日 

土曜日運搬業務 51 日 

年末運搬業務 2 日 

祝祭日運搬業務 11 日 

 

一方、毎月、受託業者から報告される月報では、土曜日の運搬実績はほとん

どない。月報から、平成 24 年度における土曜日の実績を見てみると、12 月に１

日だけ稼働実績があるのみで、残りの 50 日は、すべて運搬業務が行われていな

かった。 

この点について、どのような理由で土曜日を積算対象としているのか、市に

確認をした。すると、「清掃工場で処理する廃棄物量、飛灰の発生量、日曜日や

年末年始など、搬出できない状況などに応じ、搬出の可否を決定し、土曜日の

搬出も考えられる。」との回答があった。 

 

 

【指摘事項】 

西ケ谷清掃工場の不燃物等運搬業務と飛灰等運搬業務は、両業務とも、単独

随意契約で外郭団体である公社に委託している業務である。契約率は、不燃物

等運搬業務が 99％、飛灰等運搬業務が 92％とどちらも高い。 

このように、外郭団体が積算価格と近い価格で落札している状況で、土曜日

にも搬出が考えられるからといって、実際には、運搬実績がほとんどない業務

を、51 日分も加算しているのは合理的ではない。 

過去の実績から想定される搬出日数を算出し、実態に合わせた方法で、積算

を行う必要があると考える。 

 

  



 

- 97 - 

 

（４）燃料の使用量について 

【現状】 

西ケ谷清掃工場の不燃物等運搬業務と飛灰等運搬業務では、予定価格の積算

において、軽油代が構成要素となっている。 

受託業者である公社からは、月報が提出されており、月報には、月間走行距

離、総運搬量、燃料給油量の実績値が記載されている。 

燃料給油量の実績と設計書から算出される軽油使用量を比較したものが、以

下の表である。 
 

 項目 不燃物等運搬業務 飛灰等運搬業務 

実績 
年間走行距離 7,377km 14,988km 

燃料給油量① 1,537 ℓ 5,104 ℓ 

積算 軽油使用量② 2,753 ℓ 7,425 ℓ 

 積算過大（②－①） 1,216 ℓ 2,321 ℓ 

（※）実績は月報を年間分集計した数値である。 

 

給油量の実績は、不燃物等運搬業務では、積算量よりも 1,216ℓ少なく、飛灰

等運搬業務では、積算量よりも 2,321ℓ少ない量となっている。この要因として

は、受託業者の企業努力ということもあるだろうが、それにしても、積算と実

績との乖離幅は大きいと考えられる。 

 

乖離の原因を調査したところ、燃料使用量の積算は、平成 23 年度までは、4ℓ

/日で積算が行われていたが、平成 24 年度からは、9.5ℓ/日に変更されており、

１日当たりの使用量が増えていることがわかった。 

この点について、理由を確認したところ、「平成 23 年度の設計においては、

前年度の実績に基づいて燃料消費量を算定しているが、平成 24 年度においては

『建設機械等損料表』（一般社団法人 日本建設機械施行協会）に定められた燃

料消費量に基づいて設計しているため相違が発生した。」との回答があった。 
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【指摘事項】 

市は、平成 23 年度までは、実績値による積算を行っていたものの、24 年度か

らは、損料表に定める数値を使用して積算することに改めている。市が、損料

表に定める客観的な数値を使用して、積算を行うこと自体に問題があるわけで

はない。 

しかし、このケースでは、公社の実績値４ℓ/日に対して、損料表は 9.5ℓ/日と、

実績と２倍以上も乖離した数値を使用して、積算することになる。結果として、

実績値に比べ、積算の過大が大きく生じるものとなった。 

このように、実績値と大幅な乖離が見られる場合には、実績値によって積算

したほうが、より合理的で適切な積算となるため、積算方法の見直しが必要と

考える。 

 

 

３．電気工作物点検整備業務 

【現状】 

沼上清掃工場と西ケ谷清掃工場の電気工作物点検整備業務については、一般

財団法人中部電気保安協会に、単独随意契約で業務委託している。 

単独随意契約の理由は、以下のとおりである。 
 

【見積参加者が１者である理由】 

本業務における点検機材を有し、人員を確保できるのは上記業者しかいない。 
 

この理由について、詳細をヒアリングしたところ、次の回答があった。 

沼上清掃工場、西ケ谷清掃工場ともに、清掃工場の操業を休止している特定

の日に集中して業務を行うため、集中的に作業員人数を確保できる業者が必要

であり、この条件をクリアできるのは１者しかいない、とのことであった。 

また、平成 24 年度の実績を確認したところ、各工場１日から２日の日数で、

20 人以上の作業者が投入され、集中的に作業を行っていることも確認できた。 

 

【指摘事項】 

調査の結果、単独随意契約を行うことの合理性は確認できたわけであるが、

その理由として、見積参加者表に記載されている上記の内容だけでは、市民に

とって、具体的内容がわかりにくいと思われる。 

単独随意契約の理由として、見積参加者表の記載は、より具体的に記載する

必要があると考える。  
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４．沼上清掃工場合併処理浄化槽保守点検業務 

【現状】 

沼上清掃工場の合併処理浄化槽の保守管理業務については、静岡市清掃公社

に単独随意契約で業務委託している。 

単独随意契約の理由は、以下のとおりである。 

 

【見積参加者が１者である理由】 

合併処理浄化槽の機能を維持するためには、適切な管理ができる浄化槽管

理士及び清掃に必要なバキューム車を多数有し、中・大型浄化槽の保守管

理の実績がある上記業者しかいない。 

 

確かに、沼上清掃工場の合併処理浄化槽は大型ではあるが、他に対応できる

業者がいないとも言い切れないのではないかと思われる。そこで、担当者にヒ

アリングしたところ、清掃工場の特性から、廃棄物関連の成分が流入するため、

この点を重視し、他にも同種の浄化槽管理の実績がある公社に委託していると

のことであった。 

 

一方、ほぼ同じ敷地内にある沼上収集センターの合併処理施設保守管理業務

についても、（財）静岡市清掃公社に単独随意契約で業務委託している。 

こちらの単独随意契約の理由は、以下のとおりである。 

 

【見積参加者が１者である理由】 

沼上収集センターからは、生活排水以外にもごみ収集車の洗浄により廃棄

物の収集カス等が合併処理浄化槽に流入している特異性があり、適切な管

理が出来る技術管理者及び浄化槽管理士を多数有し、当該事業において実

績があり、安全且つ経常的に運営を行うことができる上記業者しかいない。 

 

清掃工場に比べると、こちらのほうが、単独随意契約の理由が適切に記載さ

れていると思われる。 

また、単独随意契約の可否を検討するにあたっては、委託業務等業者選定部

会が開催されている。 

沼上収集センターの資料には、参考資料として、静岡市浄化槽保守点検業登

録業者の浄化槽管理士人数と車両保有台数を記載した資料が添付されていた。 

しかし、沼上清掃工場の資料には、何も添付されておらず、選定部会で何を

根拠として検討したかが不明であった。  
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【指摘事項】 

沼上清掃工場の合併処理浄化槽保守点検についても、収集センターと同様に、

単独随意契約の理由を適切に記載するとともに、選定部会の判断資料として、

添付資料を編纂しておくべきである。 

 

【意見】 

また、これらの業務委託は、内容的にほぼ同じであり、業務場所も非常に近

接している。さらに、単独随意契約の理由も同様である。そこで、１つの事務

委託契約として契約を締結することが出来れば、事務の合理化・効率化・軽減

を図ることも可能である。両契約を１つの契約とすることについても、検討す

ることが望ましいと考える。 
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Ⅲ．最終処分業務 

【概要】 

〇最終処分場 

静岡市では、沼上最終処分場と清水貝島最終処分場の２つの最終処分場に、

残渣等の埋め立てを行っている。この他、平成 20 年 11 月に、庵原郡環境衛生

組合の解散により引き継いだ、由比最終処分場があるが、焼却残渣等の受け入

れは行っていない。 

沼上最終処分場と清水貝島最終処分場の施設の概要は、次のとおりである。 

 

 沼上最終処分場 清水貝島最終処分場 

所在地 葵区北沼上 387 番地の１ 清水区三保字貝島地先 

竣工年月 平成２年３月 平成元年３月 

埋立面積 36,000 ㎡ 19,760 ㎡ 

埋立容量 750,000 ㎥ 246,000 ㎥ 

残余容量（※） 118,954.04 ㎥ 16,871.55 ㎥ 

総事業費 3,715,621 千円 4,009,305 千円 

（財源内訳）   

国庫補助金 1,110,290 千円 1,953,363 千円 

市債 2,036,000 千円 1,562,600 千円 

一般財源 569,331 千円 493,342 千円 

（※）残余容量は平成 24年３月末現在。最終覆土等の量も含む。 
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１．最終処分場の整備について 

【概要】 

「静岡市一般廃棄物処理基本計画（平成 22 年３月）」には、最終処分場の整

備について、以下の記載がある。 
 

〇「最終処分の課題」（「ごみ処理事業に係る課題」より） 

本市では、各種ごみ減量施策の展開、溶融スラグの利用など最終処分場の延

命化に努めるとともに、候補地の選定を進めるなど次期最終処分場の整備に取

り組んできました。 

平成 20 年度に策定した「静岡市一般廃棄物最終処分にかかる基本構想」で

は、現有最終処分場の埋立期限を、沼上最終処分場が平成 30 年 7 月、清水貝

島最終処分場が平成 29 年 12 月までと算定したことから、次期最終処分場の整

備を早急に進める必要があります。 

 

〇最終処分場の整備 

基本施策４ 適正な収集運搬・処理体制の整備 

施策３ 最終処分場の整備 

すでに述べたとおり、本市が現有する最終処分場の残余埋立年数は 10 年程

度と算定されていることから、臨海部・内陸部を含めた候補地の選定を進め、

長期間埋立可能な大規模最終処分場の整備を目指します。 

 

〇基本施策のスケジュール 

平成 29 年までに整備、30 年から供用開始を予定 
 

前半 後半 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 

整備 供用開始 

 
 

なお、「平成 24 年度 静岡市一般廃棄物処理実施計画」には、上記の基本施

策４について、特に記載はない。 
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【現状】 

 （１）ごみ最終処分量  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：静岡市資料、環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」）  

   

 

 

 

 

 

 

静岡市のごみ最終処分量は、平成 12 年の 46,976 トンをピークとして、それ

以降は減少傾向にあり、24 年には 14,417 トンまで減少している。これは、平

成 11 年の水準を 100 とした時の３分の１程度の水準である。 

 

（注）監査日現在、環境省の「一般廃棄物処理実態調査結果」に公表されているのは、

平成 23 年度までのデータである。 
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 （２）最終処分場の残余容量  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」）  

   

 

 

 

 

 

 

 

静岡市の最終処分場の残余容量は、平成 10 年の 548,008 ㎥から 23 年には

217,553 ㎥となり、この間で６割が減少している。全体容量に対する残余容量

の割合も、平成 10 年の 52.8％から 23 年には 21.0％まで減少している。 

全国的にも同様の傾向にはあるが、静岡市のほうが減少の割合が大きく、20

年以降は、全国平均を下回る水準となっている。 
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 （３）最終処分場の１人当たり残余容量  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」）  

 

 

 

 

最終処分場の１人当たりの残余容量は、静岡市、全国平均ともに減少傾向に

あり、平成 23 年には静岡市が 0.3 ㎥、全国平均が 0.9 ㎥となっており、静岡

市の残余容量は全国平均の３分の１しかない。 

 

 

   

 （４）最終処分場の残余年数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」）  

 

 

 

 

最終処分場の残余年数は、全国的には、緩やかに増加する傾向にある。これ

は、１年当たりの最終処分量（計算式の分母）が減少していることによる。 

一方、静岡市の残余年数は７年～10 年の間を横ばいに推移しており、平成

23 年では、全国平均 19.4 年の半分以下の水準にある。 
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以上、見てきたように、平成 23 年度末の時点で、静岡市の最終処分場の残余

容量は大きく減少し、最終処分場の１人当たりの残余容量は、全国平均の３分

の１しかない。また、最終処分場の残余年数は 9.5 年と、全国平均（19.4 年）

の半分以下である。 

その後、平成 24 年度末においては、さらに１年当たりの最終処分量が減少し

たことにより、計算上、最終処分場の残余年数は 10.5 年に伸びている。しかし、

残余容量そのものは年々減少しているので、全国的に見ても、静岡市は他市よ

りも早く、最終処分場を整備する必要性に迫られていることに変わりはない。 

 
 

〇静岡市の取り組み 

【概要】でも述べたとおり、「静岡市一般廃棄物処理基本計画（平成 22 年３

月）」には、「最終処分の課題」として、次の記載がある。 
 

本市では、各種ごみ減量施策の展開、溶融スラグの利用など最終処分場の延

命化に努めるとともに、候補地の選定を進めるなど次期最終処分場の整備に取

り組んできました。 
 

静岡市では、最終処分場の候補地について、平成 24 年３月に調査結果を得た

が、市の定める条件に適合した候補地は見当たらないという結論であった。 

市は、最近の埋立量の減少傾向を考慮し、再度、条件を見直して、候補地の

選定作業を行うとのことである。 

「最終処分場の整備」については、基本計画の策定時点（平成 22 年３月）か

らすでに約４年が経過したが、まだ候補地の選定も終わっていない状況にある。

「候補地の選定を進めるなど次期最終処分場の整備に取り組んできました」と

は言うものの、整備の入り口部分に立てていないというのが実情と考えられる。 
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【指摘事項】 

静岡市では、他市よりも早く、新たに最終処分場を整備する必要性に迫られ

ており、整備に向けて取り組んでいるが、現時点では、候補地の選定もできて

いない状況にある。ただし、基本計画の進捗度合は低いものの、近年のごみ減

量の効果もあり、処分場の残余年数は 10 年近くあると予想される。 

しかし、最終処分場の新設には、いわゆる NIMBY 問題（＝not in my backyard

「施設の必要性については認めるが、近くに作られるのは反対だ」という問題）

が発生することが容易に予想される。こうした反対運動のもとでは、市も地元

住民との交渉に、多大なエネルギーと時間を要するはずである。 

実際、市でも、設備を新設し稼働するまでには、10 年近くの期間を必要とす

ると予想している。最終処分場の整備に残されている時間は、それほど多くな

いと考えるべきであろう。 

最終処分場の整備については、基本計画において、整備することは明言され

ているが、具体的なタイムスケジュールはない。 

少なくとも、まずは、候補地の選定をいつまでに行うか、地元住民との交渉

をいつから始めるかについて、期限を明確にしたタイムスケジュールを策定す

ることが必要と考える。また、住民との交渉が決裂することも想定し、その場

合の代替案とタイムスケジュールについても、具体的な行動内容まで掘り下げ

ておくことも必要になると考える。 

 

 

２．積算価格の誤りについて 

【現状】 

市は、沼上最終処分場と由比最終処分場について、ともに浸出液処理施設の

運転管理業務を委託している。 

積算価格の算定プロセスを調査したところ、同一の業務につき、異なる単価

を使用している事例が見受けられた。内容は次のとおりである。 

 

〇運転管理業務者の１日当たり単価 

 沼上最終処分場 由比最終処分場 

業務代理人（点検技術者） 19,900 円 26,100 円 

運転監視員（運転監視技術員） 26,100 円 19,900 円 
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沼上の積算では、点検技術者の単価が 19,900 円、運転監視技術員の単価が

26,100円となっているのに対し、由比では逆に、点検技術者の単価が26,100円、

運転監視技術員の単価が 19,900 円となっている。 

調査の結果、沼上の積算が誤っており、由比の積算が正しいことが判明した。 

これにより、沼上の積算価格（人件費以外の管理費等も含む）は、正しい単価

を使用した場合に比べ、約 100 万円少なく算定されていたと試算される。 

 

原因について調査したところ、平成 24 年度は、担当者の交代があり、前年ま

で使用していた計算シートが使われず、新たに別のシートを作成して、積算を

行っていたことがわかった。 

この委託業務は、長期間継続して同様の作業を行っているものであり、積算

価格の計算プロセスが、前年と変わることはほとんどない。同じ計算シートを

使っていれば、沼上だけ単価を間違えることはなかったとのことである。 

今回のケースでは、担当者交代の際の引き継ぎが不十分であり、変更後の担

当者が、従来使用していた計算シートの存在を知らずに積算を行っていたもの

と考えられる。 

なお、平成 25 年度は、以前の担当者が戻ったことから、24 年度の誤りに気が

つき、単価も正しく修正されている。 

 

 

【指摘事項】 

担当者が交代したときでも、従来使用してきた計算シートを引き続き使用す

るよう、引き継ぎをしておけば、この誤りは防ぐことが出来るものである。 

他のケースでもこのような間違いが生じないように、使用されている計算シ

ートの一覧、保存場所等を明確にしておき、それらの情報の引き継ぎが確実に

行われる体制を構築することが必要と考える。 
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Ⅳ．その他業務 

１．一般廃棄物処理手数料徴収事務等業務について 

【概要】 

事業活動によって生じた一般廃棄物は、次の①～③のいずれかの方法により、

処理される。 
 

① 事業所用ごみ袋で集積所に排出する 

② 一般廃棄物処理許可業者に委託する 

③ 事業者が清掃工場へ直接搬入する 

 

一般廃棄物処理手数料徴収事務等業務は、上記①の事業所用ごみ袋を製造し、

事業者へ販売し、手数料を徴収する業務である。この業務は、以下の流れで行

われている。 

 

〇業務フロー 

 

 

この業務は、平成５年より、単独随意契約により、静岡市清掃公社へ委託さ

れている。平成 24 年度の契約の概要は、次のとおりである。 
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〇契約の概要 

業務名 
平成 24 年度 廃政委第 4号 

一般廃棄物処理手数料徴収事務等業務 

契約方法 随意契約 地方自治法施行令第 167 条の２第 1項第 2項に該当 

委託先 一般財団法人 静岡市清掃公社 

実施期間 平成 24年 4 月 1日から平成 25年 3 月 31 日まで 

見積参加者 委託業務等業者選定委員会廃棄物対策部会へ選定を依頼 

積算金額（税込） 22,551,900 円 

委託金額（税込） 22,522,500 円（後に変更契約により、22,716,655 円） 

落札率 99.87％ 

 

〇単独随意契約の理由 

委託業務等業者選定部会資料によると、単独随意契約である理由は、次のと

おりである。 
 

（財）静岡市清掃公社は清掃行政を補完するために設立された団体であ

り、指定容器の販売と同時に、手数料を徴収する公益的な業務を適正に遂行

できるのは、当該業者しかいない。 

 

〇事業所用ごみ袋（ごみ容器）の販売 

事業所用ごみ袋（ごみ容器）は、大容器 1 枚 200 円、小容器 1枚 90 円で販売

されており、金額の内訳は、次のとおりである。 
 

 大容器 小容器 

ごみ処理手数料 ※1 184 円 81 円 

容器製造費用  ※2 16 円 9 円 

合計 200 円 90 円 

※1 販売金額のうち、ごみ処理手数料相当額は、公社から市へ納められる。 

※2 販売金額のうち、容器製造費用相当額は、製造業者が容器を製造する費用

に充てられる。 
 

実際の製造費が上記金額を下回る場合には、その分だけ、市から受託者へ支

払われる委託費と相殺される契約となっており、結果として市の収入となる。 
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（１）再委託の禁止について 

【現状】 

本業務は、ごみ回収容器（事業所用ごみ袋）の製造業務、販売業務、手数料

徴収業務である。 

委託先である公社は、容器の製造を行えるわけではないため、受託した業務

のうち、ごみ回収容器の製造業務については、外部に委託している。 

これは、業務の再委託である。 

地方公共団体の契約は、契約の相手方として、特定の者を公正に選定したう

えで、契約の履行確保を図るものである。そこで、再委託により、その相手方

以外の者に契約を履行させることは、原則として、禁止されている。 

静岡市においても、再委託は禁止されているが、次に掲げる要件をすべて満

たしている場合には、書面による承認を条件に、例外的に再委託が認められる。 

 

（１）再委託の業務及び業務内容について 

主たる業務でないこと。 

※契約の履行を一括して再委託しようとするもの（一括再委託）は認

められない。 

（２）再委託の理由について 

再委託の理由が社会通念上妥当であること。 

（３）再委託の相手先について 

ア 再委託の相手先の履行能力に疑義がないこと。 

会社更生法、民事再生法の申請中の会社（会社更生法等が適用された

場合を除く。）や手形不渡りを出した会社など経営状況が不安定な会

社や再委託される業務について技術力や必要な許認可がない会社は、

承認できません。 

イ 再委託の相手先が当該業務の入札（見積執行）参加者でないこと。 

ウ 再委託契約金額が妥当であること。 

（４）その他契約の適正な履行に支障が生じるおそれがないこと。 

 

しかし、本業務の場合には、契約書に再委託を認める条項がなく、市が再委

託を承諾する手続も行われていない。少なくとも、手続的には瑕疵がある状態

である。そして、この状況は、本業務を最初に委託した平成５年から 20 年に渡

って続いている。 

以下では、本業務が、上記に記載した再委託の要件を満たしているかについ

て、検討を行っている。  
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①「（１）再委託の業務及び業務内容」について 

要件（１）では、再委託の業務と業務内容が「主たる業務でないこと」が挙

げられている。 

この点について、所管課に確認したところ、「指定容器の製作は、指定容器の

販売に伴う付帯業務であり、主たる業務には当たらないと考えている」との回

答があった。 

しかし、指定容器の販売は、そもそも、容器の製造がなければできないもの

である。容器の製造業務がなければ、販売業務そのものが成立しないわけだか

ら、販売に伴う付帯業務というよりは、不可避ともいえる重要な業務である。

この委託契約では、容器の製造業務も販売業務も、ともに主たる業務と考える

のが合理的である。市の回答で、容器の製造業務を主たる業務でないと判断す

るには、無理があると考える。 

 
 

②「（４）契約の適正な履行に支障が生じるおそれがないこと」について 

【概要】で述べたとおり、ごみ容器は、大容器 1枚 200 円、小容器 1枚 90 円

で販売されている。このうち、大容器 16 円と小容器 9円は、容器製造費用相当

額として、製造業者が容器を製造する費用に充てられている。 

その際に、実際の製造費が、この金額を下回った場合には、市から支払われ

る委託費と相殺される契約となっている。 

この関係を簡略化して、具体例で示したものが、次の【例】である。 

 

【例】 

 
 ※上記①は、実際の業務では、指定容器差額収入を控除したうえで、委託している。 

 

③大容器700,000枚販売
①20,000,000円で委託 ③小容器10,000枚販売

②大容器1枚5円で700,000枚製造
②小容器1枚3円で10,000枚製造
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この場合、市から公社へ支払われる委託料は、12,240,000 円（注）となる。 

 

（注）20,000,000 円－700,000 枚×(16 円－5円)－10,000 枚×(9 円－3円) 

＝12,240,000 円 

 

この取引では、仮に、業務受託者と再委託先である製造業者が共謀し、実際

製造費用を不正に高く設定すれば、見積製造費用と実際製造費用の差額は小さ

くなり、委託費と相殺される金額が少なくなる。その分、業務受託者は、不当

な利益を得ることもできる。 

現状のように、容器の製造業務と販売業務とを１者に委託し、このうち、製

造業務を他社に再委託することは、業務受託者と再委託先とが、共謀する可能

性を生み出すことにつながる。つまり、この再委託には、受託者による不正を

誘引するリスクが存在している。 

したがって、この再委託は、「契約の適正な履行に支障が生じるおそれがない」

とは言い切れないと考える。 

 

③「（２）再委託の理由が社会通念上妥当であること」について 

この取引で、再委託となっているのは、ごみ回収容器（ごみ袋）の製造業務

である。公社が再委託せざるをえないのは、市が、製造業者ではない公社に対

して、製造業務を発注しているからである。 

ごみ回収容器の製造業者は、市内に複数存在しており、製造業務だけでも、

一般競争入札が可能な環境にある。 

このような環境下において、公社に製造業務を発注し、先に述べた不正リス

クを負ってまで、再委託をすることについて、市から、「社会通念上妥当」な理

由は得られなかった。 

 

 

【指摘事項①】 

そもそも、この製造業務の再委託は、市が再委託を承認する手続が行われて

いるものではなく、契約書で再委託を認める条項があるわけでもない。少なく

とも、手続的には瑕疵があるものとなっている。 

まずは、手続的な瑕疵がない状態としたうえで、業務を遂行する必要がある。 
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【指摘事項②】 

さらに、この再委託は、市が再委託を承認する基準と照らし合わせると、こ

れらの基準をすべて満たしているとは言い難く、再委託禁止の例外として、認

められない可能性が非常に高いものである。この業務委託については、本来、

製造業務と販売業務を分離して発注すべきものと考える。 

製造業務の再委託が、市の再委託禁止の例外として、本当に認められるもの

なのか、あらためて検討することが必要と考える。仮に、例外的に認められる

と判断した場合であっても、市民に対し、その根拠を詳細に説明することが必

要であろう。 

 

 

（２）販売方法の見直しについて 

【現状】 

一般廃棄物処理手数料徴収事務等業務について、平成 24 年度の積算金額の内

訳は、以下のとおりである。 
 

  金額（円）  

①人件費    

  管理職職員 １人 7,268,020  

  臨時職員 ８人 16,075,789  

  23,343,809  

②物件費    

  自動車リース料 ４台 960,000  

  燃料費  698,250  

  携帯電話代  384,000  

  銀行振込手数料  250,000  

  2,292,250  

③諸経費  2,563,605  

④指定容器差額収入    

  製造費  5,427,900  

  販売額  12,149,523  

  差額収入  6,721,623  

    

委託料（税抜）①＋②＋③－④ 21,478,041  

※委託料（税込）21,478,041 × 1.05 ＝ 22,551,943 → 22,551,900 円  
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この内訳を見ると、委託料のほとんどが人件費であることがわかる。指定容

器差額収入も出ているが、この額では、管理職職員１人の人件費にもなってい

ない。 

人件費の内訳は、管理職職員１人、臨時職員８人であり、うち臨時職員は、

市庁舎での販売員２人、静岡市清掃公社での販売員１人、配達による販売員５

人（市中心部は２人乗車）である。 

容器の配達は、注文日の翌営業日から３日以内と決められている。緊急で指

定容器を必要とする事業者や夜間営業の事業者等に対応するため、窓口での販

売を行っている。 

 

また、平成 24 年度の容器の販売実績と、市に納付された手数料の内訳は、次

のとおりである。 

 

 販売枚数 販売件数 手数料金額 

大容器 753,370 枚 14,348 件 138,620,080 円 

小容器 14,850 枚 131 件 1,202,850 円 

合計 768,220 枚 14,479 件 139,822,930 円 

 

このうち、販売件数について、販売場所と配達の区分を見ると、以下のとお

りである。 

 

 市庁舎 清掃公社 配達 合計 

大容器 2,266 件 428 件 11,654 件 14,348 件 

小容器 39 件 1 件 91 件 131 件 

合計 2,305 件 429 件 11,745 件 14,479 件 

 

これから、１日当たりの販売件数、１人１日当たりの販売件数（配達は車１

台１日当たりの販売件数）を求めると、結果は次のとおりである。 

 

 市庁舎 清掃公社 配達 合計 

販売件数 2,305 件 429 件 11,745 件 14,479 件 

１日平均 9.0 件 1.7 件 45.7 件 56.4 件 

１人(１台)平均 4.5 件 1.7 件 11.4 件 17.6 件 

※１日平均＝販売件数÷257 日（＝月～金 52 週×5日－正月休み 3日） 

※１人(１台)平均＝１日平均÷人数 または １日平均÷車の台数 
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平成 24 年度の実績からすると、１日当たりの平均販売件数は、市庁舎では 9.0

件、公社では 1.7 件である。この実績に対し、市庁舎は販売員２人、公社は販

売員１人を設置して対応している。販売実績からすると、販売員の数が過大に

なっていると考えられる。 

この点につき、市庁舎での販売員が２人必要な理由として、市から次の回答

があった。 
 

・収入金を公社の口座に振り込むため営業時間内に販売員が銀行窓口へ振込に

行かなければならない。仮に窓口販売員が１人だとこの間販売所が無人にな

ってしまい、業務に支障が生じる。 

・委託業務であるため、市職員が代わりに行うことができない。 

・販売所では、現金を取り扱っている。 
 

 これによると、指定容器の販売実績が少なかったとしても、窓口が無人とな

ることを避けるため、最低２人は必要となってしまうということである。 

 

 また、年間の販売件数が 14,479 件であることからすれば、仮にすべて宅配業

者等に配達を依頼しても、現状より低コストで業務を実施できる可能性も十分

あると考えられる。 

 この点については、宅配業者等を利用した販売が難しい理由として、市から

次の回答があった。 
 

・指定容器に入れられるのは、原則一般廃棄物で、産業廃棄物は入れることが

できない。 

・販売員には、単に指定容器を販売するだけでなく、購入者に排出届出書を記

入してもらい指定容器に入れられるものを排出指導するという業務が付随す

る。 

・配達員は廃棄物の排出方法等に精通していることが求められ、宅配業者とい

う観点だけでの委託は難しい。 
 

 市としては、事業系ごみの指定容器に産業廃棄物を入れられてしまい、結果

として、それを市が処理することになり、事業者が負担を免れるという、いわ

ゆるフリーライダーを排除したいという考えがある。そのため、指定容器の配

達の際には、同時に排出指導も行うことを重視しているということである。 
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【指摘事項】 

平成 24 年度の販売実績を見る限りでは、現行の販売方法には、見直しの余地

があると考えられる。 

例えば、公社での販売件数は、１日平均２件にも満たないものとなっている。

これについては、１日２件未満の販売のために、販売窓口を設けることが本当

に必要なのか、という疑問が残るところである。 

また、市庁舎での販売は、窓口が無人となることを避けるため、最低２人の

販売員が必要となっている。しかし、販売件数は１日平均９件であり、１人で

も十分対応が可能な量である。この量ならば、現行の市の職員でも対応が可能

と考えられる。外部へ委託し、販売員２人分の人件費を支払う今の販売方法よ

りも、直営による販売を行い、現行の市の職員で対応したほうが、コストダウ

ンを図れることになる。 

事業系ごみの指定容器の販売方法については、他市の例を見ると、宅配業者

等による配達以外にも、市が取扱店を募集し、取扱店が販売・配達をする方法

なども見受けられる。 

今後は、公社の販売窓口廃止を含め、現状とは異なる販売方法についても視

野に入れ、市にとって最適な販売方法を検討することが必要と考える。 
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（３）在庫管理について 

【現状】 

この業務では、ごみ容器の製作から保管、在庫の管理までを公社に委託して

おり、市は直接ごみ容器の在庫管理を行っていない。 

公社では、各担当者へ容器を引き渡す都度、引き渡した数量と残高の数量を、

現物により確認し、管理帳に記載している。この管理帳を閲覧し、販売数量と

在庫数量の整合性を確認したところ、不整合な点は認められなかった。 

しかし、ごみ回収容器は、金銭的価値のある資産である。帳簿上の数量を操

作することにより、不正を行うことも可能である。業務受託者の内部統制が弱

く、市の関与もまったくない状況だとすると、在庫の存在そのものが、不正の

温床となりかねない。 

この委託契約の仕様書には、ごみ容器の管理について、以下の記載がある。 
 

③指定容器の製作、保管及び在庫管理業務 

別紙「指定容器仕様書」に基づき指定容器を製作し、又は保管するととも

に、在庫管理を徹底し、甲（市）から求めがあった場合には、在庫状況を

速やかに報告するものとする。 
 

市は、どのくらいの頻度で、在庫状況の確認を行っているか質問したところ、

これまで市から公社に対し、在庫状況の報告を求めたことはないとのことであ

った。 

 

【指摘事項】 

市は、公社の在庫について、定期的に状況報告を求め、その内容確認をした

り、実地棚卸に立ち会ったりするなど、積極的に関与する必要があると考える。 
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Ⅴ．ごみ減量とリサイクル 

１．ごみ減量への取り組み 

【概要】 

「静岡市一般廃棄物処理基本計画（平成 22 年３月）」には、家庭ごみの減量

について、以下のとおり、記載されている。 
 

〇基本施策 

基本施策２ 家庭ごみの減量化・資源化 

ごみ総排出量の約７割を占める家庭ごみを減量するため、次のような施策に

取り組みます。 
 

〇施策 

施策１ 生ごみの減量化 

家庭ごみの約 45％を生ごみが占めており、生ごみの減量化は家庭ごみの減

量化に大きく影響することから、生ごみの減量化に積極的に取り組みます。 

① 食べ残し等をしない 

② 水切りの徹底 

③ 生ごみ処理機器の利用 

④ 新たな生ごみ減量化施策の検討 
 

施策２ 紙ごみの減量化・資源化 

家庭ごみの約 27％を紙類が占めています。 

市民は、まずは過剰包装を断るなど紙類の発生抑制に努め、市は市広報媒体

を利用するなどして、市民に対する情報提供・啓発を行います。 

次に、家庭ごみの約 17％をリサイクル可能な紙が占めています。また、市

民アンケート結果によると約 38％の市民が雑紙を分別していません。このこ

とから、特に雑紙の重点回収を推進します。 
 

施策３ 集団回収への積極的な取り組み（本文省略） 

施策４ ごみ収集方法等の一元化の検討（本文省略） 

施策５ 家庭ごみ有料化の検討 

 ごみの減量化、受益者負担の明確化などの観点から家庭ごみ有料化の検討を

行います。 

 しかし、処理手数料の徴収とは、新たに市民に対して負担を強いることです

ので、慎重に検討を進めます。 
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【現状】 

（１）ごみ排出量の推移 

 ① ごみ総排出量  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：静岡市資料）  

静岡市のごみ総排出量は、平成 12 年に 339,410 トンまで増加したが、18 年以

降は減少傾向にあり、24 年には 271,157 トンまで減少している。 

 

 ② １人１日当たりごみ排出量  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 （出典：静岡市資料、環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」）  

静岡市の１人１日当たりのごみ排出量は、平成 12 年には 1,261 グラムまで増

加したが、それ以降は減少し始め、24 年には 1,041 グラムとなっている。 

一方、全国平均は、12 年の 1,185 グラムがピークとなっており、その後は、

975 グラムまで減少している。 
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静岡市のごみ排出量は、全国平均に比べると、まだ高い水準にあると言え、

23 年の時点では、１人１日当たり 97 グラム（１年当たりにすると 35 キログラ

ム）と、ごみの排出が約１割多くなっている。 

 

 ③ １人１日当たりのごみ排出量（内訳）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」）  

１人１日当たりのごみ排出量の内訳を見ると、静岡市の事業系ごみは、全国

平均よりも 14 グラム少なくなっているが、家庭ごみは、全国平均に比べ、111

グラム多い。 

静岡市では、家庭ごみの減量が大きな課題となっていることがわかる。 

 

 ④ １人１日当たりの家庭ごみ排出量（政令市比較）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」）  
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１人１日当たりの家庭ごみ排出量は、政令指定都市の中では、静岡市が 806

グラムともっとも多く、ワーストである。同じ静岡県内の政令市である浜松市

と比べても、浜松市は 637 グラムであり、１人１日当たり 169 グラム（１年間

で１人当たり 62 キログラム）多い。 

 

 ⑤ １人１日当たりの家庭ごみ排出量（内訳）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」）  

静岡市では、全国平均と比較すると、可燃ごみが多く、資源ごみが少ないと

いう特徴が見受けられる。 

資源ごみが少ないのは、静岡市の焼却施設が高性能であることから、他市で

は資源ごみとされるプラスチックが、可燃ごみとして処理されていることも一

因と考えられる。しかし、ここからは、資源ごみが少ない（－43ｇ）以上に、

可燃ごみが多いこと（＋156ｇ）がわかる。 

 

家庭から出る可燃ごみの多くは、生ごみと紙ごみである。 

【概要】にも記載したように、静岡市では、生ごみと紙ごみの減量化に取り

組んでいるが、全国平均や他の政令市の数値と比較すると、静岡市のごみ排出

量は、まだまだ削減の余地が大きいことがわかる。 
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（２）数値目標と達成状況 

１人１日当たりのごみ総排出量、家庭ごみ総排出量について、「静岡市一般廃

棄物処理基本計画（平成 22 年３月）」では、次の数値目標を掲げている。 

 

〇１人１日当たりのごみ総排出量（家庭ごみ＋集団回収＋事業系ごみ） 

 H20 実績  H26 目標  H31 目標  

 
1,156ｇ ➱ 1,080ｇ ➱ 1,000ｇ 

 

  約 80ｇ減量 80ｇ減量   

平成 24 年度の実績は 1,041 グラムであり、中間目標（平成 26 年度）である

1,080 グラムよりも 39 グラム少なく、すでに中間目標を達成している。 

 
 

〇１人１日当たりの家庭ごみ総排出量（家庭ごみ＋集団回収） 

 H20 実績  H26 目標  H31 目標  

 
804ｇ ➱ 750ｇ ➱ 700ｇ 

 

  約 50ｇ減量 50ｇ減量   

 

（注）ここでの１人１日当たりの家庭ごみ総排出量は、直接搬入されたごみの中から、事

業系ごみを除いて算出されている。これを除いていない、環境省の「一般廃棄物処

理実態調査結果」とは、算定方法が異なり、数値も異なっている。 

 

平成 24 年度の実績は 751 グラムであり、中間目標（平成 26 年度）である 750

グラムと１グラムしか変わらず、ほぼ中間目標を達成している状態である。 

 

 

  



 

- 124 - 

 

また、１人１日当たりのごみ総排出量、家庭ごみ総排出量について、実績と

目標値等の推移を示したものが、次の図である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 （出典：静岡市資料、環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」）  

これを見ると、１人１日当たりごみ排出量については、静岡市の平成 31 年度

の目標が 1,000 グラムと、平成 23 年度の全国平均 975 グラムよりも、高い数値

となっていることがわかる。 

他市の例を見てみると、例えば、浜松市では平成 34 年の目標が 967 グラム、

横浜市の場合は、平成 22 年の時点ですでに 849 グラムとなっている。 

平成 31 年度の目標数値（1,000 グラム）が、平成 23 年度の全国平均（975 グ

ラム）よりも多いというのは、目標設定そのものが低いと考えられる。 
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【指摘事項】 

静岡市のごみ排出量は、全国平均や他の政令市と比較すると、まだまだ削減

の余地が大きいことがわかる。にもかかわらず、平成 26 年度の目標数値（中間

目標）をすでに達成しているということは、そもそも目標としている数値自体

が低いレベルにあると考えられる。実際、静岡市の１人１日当たりのごみ総排

出量の目標数値は、平成 31 年度で 1,000 グラムであるが、これは平成 23 年度

の全国平均 975 グラムよりも多い量である。 

平成 26 年度は、基本計画の見直し年度である。ごみ減量化を高いレベルで進

めるためには、現状の数値目標を見直し、新たに高い数値目標を設定するべき

である。そのうえで、市民に対する広報活動を強化し、ごみ減量に対する市民

の意識を高めていくことが必要と考える。 

 

 

２．リサイクルへの取り組み 

【概要】 

「静岡市一般廃棄物処理基本計画（平成 22 年３月）」では、「リサイクル率の

向上」として、次の記載がある。 

 

すでに述べたとおり、循環型社会形成のために、最も重要なことは、「そ

もそもごみとなるものをもらわない・断る、作らない。発生抑制」に取り組

むことですが、家庭ごみ、事業系ごみの可燃ごみの中には、リサイクル可能

な紙が多く含まれているなど、資源ごみの分別が徹底されていない現状があ

ります。 

このことから、資源ごみの分別をさらに徹底し、リサイクル率の向上を目

指します。 

 

基本計画では、計画期間の最終年度である平成 31 年度において、リサイクル

率 25％を達成することを目標として掲げている。リサイクル率の数値目標は、

次のとおりである。 

 H20 実績  H22 目標  H26 目標  H31 目標  

 16.5％ ➱ 22％ ➱ 23％ ➱ 25％  

  ＋5.5 ポイント ＋１ポイント ＋2ポイント   
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また、「平成 24 年度静岡市一般廃棄物処理実施計画」には、「資源化量及び資

源化の方法」として、次の記載がある。 

 

種類 内容 資源化量 

びん 

葵・駿河区 
収集・選別加工を業者委託、業者が独自

ルートで資源化 

4,969ｔ 

清水区 

市民が分別排出し、収集を業者委託、再

生びんは指定法人ルートで資源化。生き

びん及び缶は業者が独自ルートで資源化 

缶・日用金属 回収事業を実施する自治会などに対して奨励金を交付 1,960ｔ 

古紙類 

集団回収 
奨励金を交付し、自治会などの団体によ

る古紙類の回収・資源化を促進 
20,885ｔ 

行政回収 
集団回収を補完するため、業者委託によ

り古紙類を回収・資源化 
1,387ｔ 

ペットボトル 
業者委託により収集、市施設で圧縮加工し、指定法人

ルートで資源化 
511ｔ 

白色トレイ 業者委託により収集し、指定法人ルートで資源化 30ｔ 

金属類 

不燃粗大ごみの戸別収集時に、金属類を分別回収 

不燃粗大ごみの破砕処理時に、金属類を回収 

回収した金属類を独自ルートで資源化 

4,400ｔ 

溶融スラグ 
沼上清掃工場灰溶融炉施設及び西ケ谷清掃工場で生成

するスラグを埋戻し材等に再利用 
15,670ｔ 

溶融メタル 
スラグ生成の過程で発生するメタルを独自ルートで資

源化 
1,940ｔ 

合計 51,752ｔ 
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【現状】 

（１）リサイクル率の推移等 

 ① リサイクル率の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：静岡市資料、環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」）  

 

 

 

 

全国平均のリサイクル率は、上昇傾向が続き、平成 19 年には 20％を超え、

その後も 20％超の水準で推移している。一方、静岡市のリサイクル率は、お

おむね 16％～18％の間で横ばいに推移している。また、平成 15 年以降は、全

国平均を下回る状態が続いている。 

 

   

 ② リサイクル率の比較  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：静岡市資料、環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」） 

（注）仙台市のリサイクル率は、平成 22 年度のデータ（19.0%）を使用している。平成

23年度は東日本大震災の影響があり、仙台市のリサイクル率は 0.9%となっている。 
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静岡市のリサイクル率は、政令指定都市 20 市のうち 13 位であり、低い水準

にあると言える。 

 

 
 

（２）リサイクル率の目標と実績比較 

リサイクル率について、基本計画における目標値と実績とを比較したものを

グラフにすると、次のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：静岡市資料）  

リサイクル率の実績は、平成 20 年度の水準とほとんど変わっていないため、

基本計画の目標通りには、リサイクル率が伸びていないことがわかる。今後、

この目標値を達成するためには、右肩上がりの急速な伸びが必要である。 

 

平成 24 年度のリサイクル率の算定式は、次のとおりである。 

 

リサイクル率 ＝ 
直接資源化量＋中間処理後の資源化量＋集団回収量 

ごみ総排出量 

 

17.5％ ＝ 
7,398ｔ ＋ 20,040ｔ ＋ 19,936ｔ（計 47,374ｔ） 

271,157ｔ 

 

仮に、平成 24 年度において、平成 26 年度の目標数値である 23％（中間目標）

を達成するためには、分子の量（直接資源化量＋中間処理後の資源化量＋集団

回収量）が 62,367ｔなければならない。これは、24 年度実績の 47,374ｔと比較

すると、14,993ｔ（実績の 32％相当）が不足している状態である。 
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今後、資源化量が大幅に増加する見込みがないかぎりは、目標数値の達成は

非常に厳しい状況にあると考えられる。 

 
 

（３）原因分析 

リサイクル率の算定式の分子にあたる総資源化量について、その推移を見て

みると、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 （出典：静岡市資料）  

また、総資源化量がピークである平成 18 年度と 24 年度の数値を比較したも

のが、次のグラフである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 （出典：静岡市資料）  
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これらのデータを見ると、中間処理後の資源化量は増えているが（これは主

として、溶融スラグの増加による）、それ以上に、直接資源化量と集団回収量が

減っていることがわかる。なかでも、直接資源化量の減少は著しく、直接資源

化量の減少が、リサイクル率が伸びない一番の要因となっている。 

 

直接資源化量とは、行政により回収した資源ごみを、直接業者に委託して資

源化する量のことである。直接資源化量の内訳について、推移を見てみると、

次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 （出典：静岡市資料、環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」）  

これによると、直接資源化量の減少のもっとも大きな要因は、行政による古

紙等の回収が大きく減少していることである。 

静岡市では、古紙等の回収については、民間事業者による回収が充実してき

たことから、行政の回収から民間の回収へと積極的にシフトしてきた。 

こうした取り組みの結果、古紙等の回収、白色トレイの回収（由比地区を除

く清水区のみ）、紙パックの回収（蒲原地区・由比地区を除く清水区のみ）につ

いては、平成 25 年３月末をもって、行政による回収を廃止するに至っている。 

しかしながら、その一方で、行政による古紙等の回収を縮小してきたことが、

リサイクル率の伸びない１番の原因にもなっている。 
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【指摘事項】 

以上、見てきたように、静岡市では、基本計画において、リサイクル率の向

上を目標として掲げ、平成 31 年度までにリサイクル率 25％を達成することを目

指している。一方で、リサイクル率の算定に大きなウェートを占める古紙等の

回収については、行政による回収から、民間による回収へと、官から民へのシ

フトを積極的に行い、コストダウンに取り組んでいる。この取り組みの結果が、

実は、リサイクル率が伸びない大きな原因となっている。 

リサイクルについては、リサイクル率の向上という市の目標と、実際の取り

組みとの間に齟齬が生じており、両者が連動していない状況にある。市の目指

すべき方向と、市の取り組みとの整合性を考慮し、実態に合わせた目標設定が

必要と考える。 

また、市のリサイクルに対する取り組みについては、リサイクル率の数値に

反映されない部分もある。市民に対し、その内容を詳細に説明し、市民に対す

る説明責任を果たすことも必要と考える。 
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Ⅵ．平成 16 年度包括外部監査の措置状況 

【現状】 

平成 16 年度包括外部監査の指摘事項に対する市の措置状況は、以下のとおり

である。 

下記の「指摘事項の概要」、「措置の内容」は「静岡市報」より転載している。

また、「監査人の見解」は、外部監査人が措置状況について検証した結果である。 

措置がなされていると判断したものについては「措置済」とし、指摘事項があ

る場合には、別途後述している。 

なお、監査を実施するにあたって、措置についての所管課の評価を確認した

ところ、すべて措置済との回答があった。 

 

№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

監査人 

の見解 

 １．現金及び預金の管理   

 （ア）ピンク電話の現金回収方法   

１ 西ケ谷収集センターにおけるピン

ク電話からの現金の取出しを１人

で行っているため、金額の正確性

に疑問が生じる事となっている。

金額が少ないためそうしているの

であろうが、現金は盗難、紛失等

の危険性も高い。したがって、現

金の取出しは複数の担当者で行っ

たうえで金額を確認し、終了後当

該担当者の確認のサインを付して

おく等の処置をとることが望まれ

る。 

［環境部 収集業務課］ 

指摘された現金の取出し及び金額

の確認については、西ケ谷収集セ

ンター事務室職員２人で対応する

ように改めました。 

措置済 

 

ただし 

別途指

摘あり 

(下記１) 

 ２．ごみ処理手数料徴収事務に関

する管理 

  

 清水斎場における犬猫等死体取扱

手数料の徴収事務について下記の

不適切な事項があった。（下記事項

は、全てを調べたわけではなく約

140 日分（約 800 枚）の領収書（控）

を調べた結果である。） 
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

監査人 

の見解 

 （ア）歳入調定金額(収入金額)の

誤り  

 

２ 平成 15 年６月 23 日の収入は領収

書（控）に基づけば 6,300 円であ

るはずのところ、誤って 5,250 円

と報告され歳入調定されていた。 

（イ）領収書（控）の枚数管理 

領収書（控）が紛失していると想

定されるもの（紛失していると正

しい金額が確認できない）は、次

のとおりである。 

平成 15 年６月 12 日の売上報告は

29,400 円であったが、領収書（控）

は 28,350 円分しかなかった。 

このような事が生じ、見過ごされ

ているのは、領収書の連番管理が

適正に行われていないことも一因

かと思われる。後述する在庫管理

と同様に、領収書に事前に連番を

付し、使用・点検に当たり、欠番

の有無に注意するようにすべきで

ある。また、書き損じた領収書に

ついても適切に保管することとな

る。なお領収書には連番は付され

ていた。しかし、紛失が生じたと

思われるのに欠番は生じていな

い。これは連番を事前に付してい

ないからと思われる。現在、払い

出し枚数と残数との確認を毎月末

行っている。 

［環境部 廃棄物処理課］ 

指摘された事項の原因は、平成 15

年６月 12 日のごみ処理手数料徴

収事務において、１匹分の納入通

知書の発行を忘れ、同年６月 23

日においてその処理をした。しか

し、処理日を６月 23 日と錯誤して

しまったためである。 

以上のことから、今後は、納入通

知書受払簿を作成し、納入通知書

の在庫管理を徹底するとともに、

納入通知書金額と歳入調定金額の

突合を日々確実に行うよう改めま

した。 

指摘 

あり 

(下記２) 

 （ウ）領収書の不備   

３ 下記のとおり領収書（控）に欠点

のあるものがあった。チェックを

厳しくするなどして、改める必要

［環境部 廃棄物処理課］ 

指摘された事項については、複数

の職員が内容を確認し、金額不記

措置済 
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

監査人 

の見解 

がある。 

・金額不記載７件 

・収入印漏れ４件 

載等が発生しないよう日々チェッ

クを厳しくするよう改めました。 

 （エ）領収書用紙の在庫管理   

４ 領収書用紙の在庫管理がなされて

いなかったため、全ての徴収額が

漏れなく歳入調定されたかどうか

確かめられない。つまり領収書

（控）を紛失したために歳入調定

されなかったものがあったとして

も調べられないのである。 

なお、平成 16 年９月分から実施す

るように改められている。 

［環境部 廃棄物処理課］ 

指摘された事項については、納入

通知書受払簿を作成し、残数管理

を徹底し、納入通知書の管理をす

るよう改めました。 

措置済 

 ３．薬品の管理   

 （ア）ラベルの添付漏れ   

５ 沼上清掃工場の検査室を往査した

際、指定ラベルが添付された保管

庫において毒物及び劇物が保管さ

れていたが、一部の劇物について

「医薬用外劇物」のラベルを添付

されていない場所に保管されてい

た。また、塩化エチル水銀と塩化

メチル水銀が同一の袋内で保管さ

れていた。危険物等管理標準手順

書（静岡市環境マネジメントシス

テム文書）に規定するように毒物

及び劇物を保管する場所には漏れ

なく指定ラベルを添付することが

必要であろう。さらに、危険物等

管理標準手順書に準拠して薬品の

保管がなされているか、薬品の管

理者は定期的に確認をすることが

望ましい。 

［環境部 廃棄物処理課］ 

指摘事項に記載のとおり、保管場

所へラベルを貼付し、全ての毒物

及び劇物をラベル表示された保管

庫に収納するよう改めました。 

また、薬品の定期的な確認につい

ては、危険物管理点検表により確

実に行うよう努めます。 

措置済 

 

 ４．有形固定資産の管理   
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

監査人 

の見解 

 （ア）土地の境界管理   

６ 静岡市財産管理規則第 13 条第１

項において、「財産管理者は、土地

を取得し、又は処分しようとする

ときは、隣接地との境界を確定し

なければならない」とされ、第２

項において「財産管理者は、前項

の規定により境界の確定がなされ

たときは、境界標を設置しなけれ

ばならない」とされている。しか

し西ケ谷清掃工場の敷地の一角に

ついて民有地との境界を示す境界

標が見あたらなかった。これにつ

いては現在、所管課で調査中であ

る。境界標が発見された場合には、

図面に設置場所を明確に記してお

く事が望ましい。 

［環境部 廃棄物処理課］ 

再度現地調査したところ、境界標

が設置されていることを確認で

き、図面に設置場所を明記しまし

た。 

措置済 

 （イ）公有財産台帳の整備不備   

７ 静岡市財産管理規則第 48 条にお

いて、「公有財産台帳に記載すべき

公有財産の台帳価額は、土地につ

いては、近傍類似の土地の地方税

法第 341 条第 10 号又は第 11 号に

定める土地課税台帳又は土地補充

課税台帳に登録されている価格を

考慮して算定した金額、建物及び

工作物並びに船舶その他の動産に

ついては、建築費又は製造費によ

って定めなければならない」とさ

れている。環境部の各課において、

清水地域に属する各施設の所管す

る土地及び建物については、場所

及び面積について把握しているの

みであり、台帳価額に相当する金

［環境部 廃棄物政策課］ 

［環境部 収集業務課］ 

［環境部 廃棄物処理課］ 

指摘事項に記載のとおり、平成 16

年度事務所一元化後、土地及び建

物の台帳価額を登録処理しまし

た。 

措置済 
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

監査人 

の見解 

額の記載がなかった。しかし、そ

の後の調査により平成 16 年度に

は平成 16 年３月 31 日現在の土地

及び建物の台帳価額が記載されて

いる。 

 （ウ）備品票の貼付不備   

８ 備品については、備品票を貼り付

けて整理しなければならない、と

されている(静岡市物品管理規則

第 31 条第２項)。備品台帳に記載

されている備品のうち、いくつか

のサンプルを抽出して現物を確認

したところ、現物は存在するもの

の備品票の貼付のないものがあっ

た。 

当初からの貼付漏れによるもの

か、年月の経過により備品票がは

がれてしまったことによるもので

あるかは不明であるが、いずれに

しても実地たな卸を行う際の現物

照合を確実に実施し、現物と帳簿

記録との整合性を保持するために

は、備品票貼付の徹底が望まれる。 

［環境部 廃棄物処理課］ 

指摘された備品については、備品

票を貼付しました。 

措置済 

 （エ）簿外資産   

 ａ．建物及び工作物   

９ 現場視察の際、建物台帳及び工作

物台帳に記載のない固定資産が発

見された。これらは、西ケ谷清掃

工場においてバグフィルターを建

築した際、これに関する建物及び

機械装置の公有財産台帳への記載

が失念されていたものである。な

お、指摘に基づき現在修正中であ

る。 

［環境部 廃棄物処理課］ 

指摘された建物及び機械装置につ

いては登録漏れであったため、公

有財産台帳に記載しました。 

措置済 
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

監査人 

の見解 

 ｂ．備品   

10 現場視察により、備品登録すべき

と考えられるもので、備品台帳に

記載されていない備品が発見され

た。これらの備品としての金額は、

決して重要性が低いものとは言え

ない。また、これらはあくまでも

現場視察の際に発見されたものの

みであり、これら以外にも簿外の

備品が存在することも考えられ

る。備品管理を徹底することが望

まれる。 

［環境部 収集業務課］ 

指摘されたこれらの備品うち、メ

ーカー名の記載誤りのものは訂正

し、その他は登録漏れであったた

め、備品台帳に登録処理するとと

もに備品票を貼付しました。 

［環境部 廃棄物処理課］ 

指摘されたこれらの備品のうち、

廃棄処理をしたものについては、

現品を廃棄処理しました。また、

登録漏れであったものは、備品台

帳に登録処理するとともに備品票

を貼付しました。 

措置済 

 （オ）現物が保管場所と一致しな

いもの 

  

11 現場での実査時、備品台帳に記載

があるものの、現物が発見できな

かった。 

［環境部 収集業務課］ 

指摘されたこれらの備品のうち、

メーカー名の記載誤りのものは訂

正し、その他は削除漏れであった

ため、廃棄処理しました。 

［環境部 廃棄物処理課］ 

指摘されたこれらの備品のうち、

備品台帳が削除漏れのものについ

ては廃棄処理をし、その他は本来

の保管場所に戻しました。 

措置済 

 （カ）廃棄等何らかの処理が必要

なもの 

  

12 備品台帳に記載がないが、現場に

置かれているものである。したが

って、簿外資産ともいえるもので

あるが、現在使用されておらず、

また今後の使用見込みもほとんど

ないものであり、備品登録を抹消

［環境部 廃棄物処理課］ 

指摘されたこれらの物品は、廃棄

処分しました。 

措置済 

 

ただし 

別途指

摘あり 

(下記３) 



 

- 138 - 

 

№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

監査人 

の見解 

したものがそのまま放置されたも

のである可能性が高い。 

不用物品を保管しておくことは、

管理の手間や保管スペース等の点

で事務の効率化を妨げることとな

る。備品登録を抹消したものは速

やかに廃棄処分する等、適切な処

置が望まれる。 

 （キ）その他   

13 静岡市物品管理規則第 17 条、旧静

岡市財務規則第 186 条によれば、

その主管の長は寄附(寄贈)を受け

た物品について、物品受入通知書

により収入役又は物品出納員に通

知するように定められている。し

かしながら、西ケ谷収集センター

においてノートパソコン２台につ

きこの手続きがなされていなかっ

た。なお、依頼に基づき平成 16

年度に正規の手続きが行われてい

る。 

［環境部 収集業務課］ 

指摘事項に記載のとおり、静岡市

物品管理規則第 16 条及び第 17 条

の規定による寄附物品の受入手続

きを行いました。 

措置済 

 ６．外部委託に関する管理   

 （ア）清水清掃工場の消防用設備

について 

  

14 平成 15 年度において、清水清掃工

場において消防用設備は存在した

が、消防用設備の保守点検業務が

行われていなかった。消防法第 17

条によれば「防火対象物で政令で

定めるものの関係者は、消防用設

備等について消火、避難その他の

消防の活動のために必要とされる

性能を有するように、政令で定め

る技術上の基準に従って、設置し、

［環境部 廃棄物処理課］ 

平成 16 年度から適法に消防用設

備の保守点検を行うとともに、業

務引継書により事務執行のチェッ

クを行うとともに、確実な処理を

行うようにしました。 

措置済 
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

監査人 

の見解 

及び維持しなければならない。」と

規定されている。平成 15 年度は静

岡地域と清水地域とが合併し、課

の再編が行われた年度であり、平

成 14 年度までは適法に消防用設

備の保守点検がなされていたの

が、平成 15 年度だけ抜けてしまっ

た。自治体の運営する施設として、

より一層適正な維持管理に努める

必要があると思われる。再発防止

のためには、事務執行のチェック

を行なうことと、業務の引継ぎ等

の確実な処理が必要である。なお、

清水地域においては、職員の配置

転換等の場合明確な業務の引継書

がなかったが、平成 16 年度より静

岡地域と同様な業務の引継書が作

成されることとなった。また、平

成 16 年度は適法に同設備の保守

点検業務が行なわれている。 

 11．人件費に関する管理   

 （ア）日額特殊勤務手当の月額換

算の誤りについて 

  

15 時間外勤務手当等の計算の正確性

を検討したところ、平成 15 年度に

おいて「勤務１時間当たりの給与

額」を算出する際に用いる日額特

殊勤務手当の月額換算額に誤りが

あり、「清掃工場及び最終処分場に

勤務する者 清掃作業に従事した

とき」の月額とみなす額を 11,550

円ではなく 11,500 円で、「清水清

掃工場及び清水最終処分場に勤務

する者 夜間勤務者」の月額とみな

［総務部 人事課］ 

平成 15 年度の誤支給者に対して

は、追給・返納を行いました。 

平成 16 年度については、４月にデ

ータの入れ替えを行っており、デ

ータの総点検を行い、誤りのない

ことを確認しました。 

（平成 15 年度誤支給者） 

追給 24 人 総額 2,832 円 

返納 26 人 総額 17,171 円 

措置済 
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

監査人 

の見解 

す額を 6,240 円でなく 6,420 円で

計算していた。 

日額特殊勤務手当の月額換算額は

年度当初に給与テーブルへの登録

を行っているが、平成 15 年度当初

は旧静岡市と旧清水市の合併直後

であり繁忙であったことなどか

ら、誤って入力してしまったもの

であると考えられる。 

これにより職員 24 名に対し総額

2,832 円の追給処理を、職員 26 名

に対し総額 17,171 円の返納処理

をそれぞれ行っている。 

なお平成 16 年度については、「静

岡市職員の給与に関する条例施行

規則第 13 条」に記載されている月

額換算額と、給与テーブルに登録

されている月額換算額とを照合

し、日額特殊勤務手当の月額換算

に誤りはないことを確認してい

る。 

 （イ）照合することの出来なかっ

た特殊勤務実績簿について 

  

 平成 15 年４月から平成 15 年 12

月までの清水環境事務所収集業務

課の特殊勤務実績簿はその所在が

判明せず、また平成 15 年度の清水

環境事務所廃棄物処理課清水清掃

工場では特殊勤務実績簿は作成さ

れていなかった。 

  

 ① 特殊勤務実績簿の不適正な文

書管理について 

  

16 清水環境事務所収集業務課の特殊

勤務実績簿は平成 14 年度以前分

［環境部 収集業務課］ 

平成 16 年度事務所一元化後は、静

措置済 
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

監査人 

の見解 

についても所在が判明しておら

ず、旧静岡市と旧清水市の合併時

に文書を整理しており、その際に

誤って処分してしまった可能性も

あるとのことである。 

公文書の保存期間については「静

岡市公文書管理規則」の別表で定

められており、特殊勤務実績簿は

「金銭の支払いに関する証拠書

類」の区分に該当し、保存期間は

10 年とされている。 

そのため特殊勤務実績簿が処分さ

れたとすると「その保存期間中所

定の文書庫において適正に保存し

なければならない」（静岡市公文書

管理規程第 31 条）ことが遵守され

ていなかったことになる。 

なお、平成 16 年１月以降の分につ

いては、適正に文書管理を行って

いるとのことであり、これについ

てはサンプルで確認をしている。 

岡市規程第 31 条の規定による適

正な文書管理の徹底をはかってお

ります。また、今後についても同

様に、細心の注意を払い適正な文

書管理を励行します。 

 ② 特殊勤務実績簿の未作成につ

いて 

  

17 清水清掃工場に勤務する職員に支

給される日額特殊勤務手当の支給

日数は出勤簿で確認することがで

きることから、特殊勤務実績簿を

作成してこなかったとのことであ

る。 

しかし、特殊勤務実績簿を作成す

る趣旨が、所属長が特殊勤務手当

の支給を承認し、特殊勤務手当の

支給状況を管理するためのもので

あることを考えると、出勤簿上の

［環境部 廃棄物処理課］ 

平成 16 年度事務所一元化後は、静

岡市職員の特殊勤務手当に関する

規則第８条の規定により特殊勤務

実績簿を作成し、適正な処理の徹

底を図っております。 

措置済 
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

監査人 

の見解 

管理をもって特殊勤務実績簿を作

成しないことは、不適切であると

考える。 

また、静岡市職員の特殊勤務手当

に関する規則第８条でも「所属長

は、職員の特殊勤務（月額をもっ

て定められているものを除く。）に

ついて、別記様式による特殊勤務

実績簿を作成しなければならな

い」とされており、この規則が遵

守されていなかったことになる。 

なお、特殊勤務実績簿の作成につ

いては平成 16 年度に改善を図っ

ており、清水清掃工場においても

特殊勤務実績簿の作成を行ってい

る。 

 14．不法投棄等の指導監督に関す

る管理 

  

 （ア）指標達成に向けた取り組み

について 

  

18 静岡市では不法投棄等の削減のた

めに山間地等廃棄物不法投棄監視

員制度の導入や廃棄物監視機動班

の活動を行っている。不法投棄削

減を目的とした事業を実施する以

上、事業の成果が着実に現れてき

ているのかどうか事業年度毎に評

価を行い、改善するべき点があれ

ば改善を行っていくことが求めら

れているはずであるが、現状では

明確な目標となる評価指標自体が

設定されていない。そのため、当

然目標となる評価指標を達成でき

なかったならば原因を分析して改

［環境部 産業廃棄物対策課］ 

不法投棄は、一般廃棄物及び産業

廃棄物に分けられ、一般廃棄物に

ついては、個人の意識の向上によ

り、また、産業廃棄物については、

処理の広域化や不法投棄の悪質

化・巧妙化しており、排出事業者

及び産業廃棄物処理業者の取締り

により防止に努めています。 

現在処理している不法投棄案件

は、過去に投棄されていたものも

あり、日常的に排出されるもので

はなく、定量的に測定できる案件

でないため、処理件数や処理量を

措置済 
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

監査人 

の見解 

善するための有効な対策を立てて

いく重要なプロセスが実施されて

ないといえる。 

不法投棄件数が年々増加傾向にあ

る現状をみると、不法投棄件数削

減を目的とした指標を設定するこ

とが必要であり、その指標達成に

向けた取組が求められていると考

える。 

指標とすることになじむものでな

いと考えています。 

しかしながら、不法投棄等の不適

正処理は、生活環境悪化の原因と

なり、産業廃棄物処理に対する不

信感を増大させることから、今年

３月に策定した産業廃棄物処理対

策基本計画に基づき、広報紙や不

法投棄禁止看板等による啓発や排

出事業者への適正処理指導に取り

組むとともに、監視活動や現場で

の即応体制を強化し、未然防止に

努めます。 
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１．ピンク電話の必要性について 

【現状】 

ピンク電話からの現金取り出しについては、管理簿が作成されている。複数

の担当者による金額確認と押印がなされており、措置が適正に行われているこ

とが確認できた。一方で、ピンク電話の使用頻度が非常に少ないことも確認で

きた。平成 24 年度のピンク電話の使用実績は、次のとおりである。 

 

 沼上収集センター 西ケ谷収集センター 

4 月 0 円 0 円 

5 月 0 円 0 円 

6 月 0 円 240 円 

7 月 0 円 0 円 

8 月 20 円 0 円 

9 月 0 円 0 円 

10 月 0 円 0 円 

11 月 20 円 0 円 

12 月 0 円 0 円 

1 月 50 円 0 円 

2 月 100 円 0 円 

3 月 0 円 0 円 

 

使用実績のない月が大半であり、それに対して、月１回、所属長、所長、担

当者２名の計４名が確認印を押印し、管理簿を作成している状態である。 

管理簿の名称が「私用電話料確認簿」となっていることから、この電話は、

市の職員が「私用電話」のために利用するものであり、外部の者が使用してい

るわけではない。 

 

【指摘事項】 

ピンク電話について、平成 16 年度の指摘事項に対する措置は行われている。

しかし、電話の使用頻度が非常に少ないこと、使用目的が職員の私用電話であ

ることからすると、電話の必要性については疑問が残るところである。 

収集センターにおいて、少額とはいえ公費の負担により、職員の私用電話の

ための電話を保有することが本当に必要なのか、検討する必要がある。 
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２．領収書の管理について 

【現状】 

〇領収証の紛失 

措置状況の検証過程において、清水斎場における犬猫等死体取扱手数料の領

収証（控）を任意に抽出し、調査を行った。 

その結果、領収証（控）の中に、本来使用すべき用紙とは異なる紙質のもの

が１枚含まれていた。これは、領収証の様式を真似て作成されたものであり、

原本ではない。市の押印はあるものの、連番は印字されたものではなく、手書

きとなっている。 

当時の状況を調査したところ、担当者が目を離したすきに、相手方が複写式

の領収証を控とともに持って行ってしまったということであった。言ってみれ

ば、担当者の不注意による紛失である。ただし、相手方の住所・氏名の把握、

受領金額の実在性・正確性には問題がなく、この控は、担当者が本来の領収証

の様式を真似て、備忘録として作成したものだということが判明した。 

本来、正式な用紙以外のものは、領収証（控）としては認められないはずで

ある。また、こうしたものは、第三者から見ると、担当者の意思には関係なく、

あたかも偽造されたかのように見えてしまう。 

 

〇領収証用紙 

一般に使用されている領収証の用紙は、１冊が綴りとなっており、綴りから

領収証（控）は切り離せないようになっている。つまり、綴りごと用紙が紛失

することはあっても、領収証（控）のみが紛失することはなく、今回のような

ケースは、通常生じることはない。 

しかし、今回のケースでは、領収証（控）が紛失している。 

この原因は、廃棄物処理課で使用している領収証用紙は、領収証（控）も切

り離せるものとなっていることにある。 

通常、領収証は発行する側が、相手方の宛名を記載する。しかし、ここで使

用している領収書の場合は、発行する側ではなく、相手方に住所と氏名を記載

してもらっている。そして、それがそのまま、複写式の領収証の記載事項とな

るような様式にしている。氏名等を記載してもらう際に、１冊の綴りを丸ごと

相手方に渡すことを避けるため、複写式の２枚１式を切り離して、渡すように

しているということである。 
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【指摘事項】 

現状の領収証用紙を使用することを前提とした場合、今の運用方法では、領

収証の紛失リスクが生じていることがわかる。 

これは、相手方に住所と氏名を記載してもらうために、複写式の領収証を渡

していることが原因である。 

紛失リスクをなくすためには、相手先の住所、氏名は別紙（受付簿等）に記

載してもらい、領収証の宛名は市の担当者が記載することとして、領収証用紙

（未記入のもの）を相手に渡さないようにする必要があると考える。 

 

 

３．不要な備品の廃棄等について 

【現状】 

措置状況の検証過程において、沼上清掃工場の備品台帳の中から、監査人が

取得日や品名を参考に備品を任意に抽出し、工場において現物確認を行った。

その結果、長期間使用していないと思われる備品が見受けられた。内訳は次の

とおりである。 

 

備品番号 品名・規格 金額 取得日 

00030459 ワープロ オアシス LX1000 88,000 円 H7.9.28 

00030460 ワープロ OASYS30-LX501 129,677 円 H5.6.30 

00030487 カメラ ニコン TW2D 41,400 円 S63.12.13 

00030579 ワープロ OALX2100 101,970 円 H7.8.18 

00080818 パーソナルコンピュータ NEC LW450J2 230,000 円 H12.7.18 

 

現物確認の時点で、10 年以上も前のワープロやパソコン等が、引き出しの中

に入れっ放しとなっていたことからすると、未使用のまま放置されている状態

が長期間続いていたものと考えられる。 

措置状況の検証の結果、平成 16 年度の監査で指摘された備品については、廃

棄処分が行われ、その点においては、指摘事項に対する措置はなされていた。

しかし、不要なものがそのまま放置されているという意味では、今回の監査時

点においても、前回と同様の状況が生じていたと言える。 
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【指摘事項】 

備品を保有すると、現物の管理、保管場所、実地棚卸の手間などの管理コス

トが生じる。不要な備品を保有することは、不要な管理コストが生じているこ

とでもある。【現状】に記載した備品を含め、今後の使用見込みがないものにつ

いては、速やかに廃棄処分等を行う必要があると考える。 

現在、廃棄物対策部では、１年に１回、備品の実地棚卸が行われている。実

地棚卸は、現物の状態や使用状況を確認するいい機会でもある。 

実地棚卸の際には、備品台帳と現物との整合性を確認するだけではなく、備

品の使用状況等のチェックも行い、廃棄処分等の必要性についても検討するべ

きであると考える。 

 

 

 

 

以 上 




